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定えがき

立Hh論の発反の歴史は.その適用可能領域の拡大の歴史でもあった。19世紀

前半の J. H . von Thunenによる際業立地論、 20世紀初頭の A.Wcberの工業立地

論.そして W.Christallerの中，心地理論を基礎として、 20世紀には様々な産業 ・

施設で立地用論が開発された。本論文で取り上げるオフィス ー形態としては企

業の本社・支山であり、機能としては中犯管理機能と総称されるーの立地理論

もその中の重要な i分野であり、従来かち研究が続けられてきた。

とζろで、 オフィス也地の問題は、優れて今目的な課題でもある。情報化社

会の列来と共花、その↑青報を取り扱うオフィスが経済活動で占める地位は自民

日lζ向まっている。1980年代の我が国の経済全体に大きな影響を及ぼしたいわ

ゆる「バブルj現象の発端の lつは、首都問Kおけるオフィス需要の増大であっ

たととを想起されたい。そしてそのとととも関連するが、我が国の地域政策に

おける大きな課題の lつとして、国土構造の東京一極集中が挙げられる。ζれ

はすなわち、オフィスの東京集'1'の問題につながる。その意味で、オフィスを

どこK立地させるかは、同めて重要であるといえよう。

政策を立案するためには理論と現状把握が不可欠である。オフィス立地に関

しては、筆者は理論的には経済学的アプローチ比比較優位があり、現状把握に

おいては(*Ii汚)地理学において最も多くの研究の蓄積がなされていると考える。

そこで、本論文ではその両面からの考察を試みている。しかしながら、両者に

は一長一短があることもまた否めない。

経済学では、凶ζ者ISdi経済学の分野で、最適なオフィス立地の決定モデルが

開発されてきた。しかしながらそれらの研究は、対象地域が「都市(闇)J tc限

定3れ、全国レベルでのオフィス立地が分析されて乙なかった。更に言えば、

経済学者は自ちの問(“Howmuch?"等Hc答えるためK空間を導入しても、空間

(又は地域)そのものを解明しようとはしない傾向がある。都市経済学者は、経

済学のモデルを拡張する乙とで、"Where?"という問に答えるべく腐心してきた。

しかしながら、今日の都市経済学のモデルでも「オフィスJが立地する「範囲J

は決定されても、例えば、 rx社の本社Jが立地する rt也点Jを特定するのに

はまだ不十分ではなかろうか。t言い換えれば、彼ちは地図を塗りつぶすととは¥



できても、 l点を指差して、 "Here!"と叫ぶ乙とができないのである。

他方、地理マ:て1よ都市システムとの関わりのrjJで、企業の本社 ・支J占などの

立j~1を考察する 乙 とがjよく行なわれてきた。経済学者と異なり、地理学者には

空間をf舎象するζとはできない。しかしそのζとは逆に、地理学者の目を常に

空間(又は地域)K1-f1~tけにする ζ ととなった。彼らK と って 、 オフィス立地研

究は都市システJ、研究のための手段であり、なぜあるオフィスがそζに立地す

るのかはあまり長要な問題ではなかった。詰まると ζろ、彼らは“Here!"と叫

ぶのみで、“Whcrc?"と問う乙とをためらっているのである。

このように、オフィス立地を分析するに際して、企業行弱点分析するためK

宅問(地}或)が導入された経済学と、地域(空間)を分析するために企業行部jが導

入された地用学の問には、かなり大きな隔たりがあるといえよう。本論文は、

ζのような経済学とj世F哲学の「架け橋」たらんと欲して、微力ながら研究K取

り組んできた市将の3年間の研究成果である。 rひとはとの3物の中で未解決

のままK残3れている問題が数多くある ζとを知るであろう。とのととをわた

くしは隠そうとは思わない。との小さな書物は高音命ではなく出発点なのであるJ

(八.Weber， 1909，S.14)。

本論文の情成は以下の通りである:

まず、第 l草では今日の我が国における東京一極集中の問題を、以下の各章

の分析の基礎となる我が国の都市システムK関連づけながら取り上げ、それと

中枢管理機能の立地との関係について述べる。また本章は本論文全体の序文と

しての役者1Iを果たすため、従来の研究成果についても簡単な紹介を加えている。

第2章 ・第3哲では l企業の行動に重点をおいた理論的な考察がなされてい

る。第2草では、本社一支庖の2段階構造をもっ企業がどのような支庖配置を

行なうかをモデル化している。 ζのとき、地理学的?見点とは逆に、都市システ

ムは所与のものとして怨定する。第3章は、オフィス以外の企業の部門として

工場に若目し.それとオフィスとのコミュニケーションコストを導入したとき、

両者の立地がどのように決定されるかを、最も単純な線形市場の場合について

考察する。第2市の支l占の立地理論K対して、第3章は本社の立地理論を情築

しようとしているといえよう。
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第4章・第5章では、我が国の製造業企業の立地パターンを集計的に検討し

ている。理論との関係では、第4章は第2章と、第5章は第3章と対応してい

る.第4章では、東京Lζ本社を置く製造業企業の支庖立地数と都市の総合的な

規模を表す「都市ランク」との相関を、業種別 ・地域月lI ~c考察している。第 5

章では、純量業企業の本社 ・支底と工場との相互作用が最も容易に推定できる、

問者が問一住所K立地するケースを取り上げ、その特性を分析している。

最後に第6章では、乙こまでの理論と夷療をふまえたうえでの政策論として、

整備新幹線やB-ISDN等の交通 ・通信の改善がオフィス立地にどのような

影響を与えるか、とりわけ、オフィスの東京一極集中の分散化に有効かどうか

について論じる。同音!企業のオフィスを政府が直接移転させるととはできない。

勢い政策は間接的なものとなる。その政策手段には多くの選択肢があるが、筆

者は特Lζ、交通・通信政策の持つ効果について分析した。交通 ・通信に焦点を

合わせた理由は、 ζれが最も立地理論と密接な関係を持っているためである。

本論文民対して負うべき責任は言うまでもなく全て筆者K帰せられるが、逆

Lζ本論文が受けるかもしれない栄誉は多くの人々と分かち合われるべきである。

それらの人々の助言と支援がなければ、浅学非才にして怠惰な筆者が本論文を

まとめあげる ζ とは不可能であった。それらの感謝すべき人々の名前を全て挙

げることができないのは誠K遺憾であるが、京都大学大学院経済学研究科にお

いて、筆者の研究を指導し、とうもりのどとく学問の天空をさまよいがちな筆

者を渇かく見守ってくださった山田浩之・回洲隆俊両先生には、筆者の持つ言

葉のうちの最上級の言葉で感謝の意を表したい。また、大学院山田・回決IJゼ ミ

ナールを通じて筆者に多くの示唆と助言を与えてくださった綿貫伸一郎(大阪

府立大学)・松津俊雄(大阪市立大学)・徳岡一幸(同志社大学)の各先生、筆者

の地理学の師とも言うべき京都大学文学部の成田孝三先生、そして筆者を立地

論の研究へと導いてくださった一橋大学の河野敏明先生にも、乙の場を借りて

感謝の煮を表したい。

1994年 12丹

須田昌弥 ・、、
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=初出一覧=

本論文の各市は、それぞれ以下の機会Kおいて発表されたものである。ただ

し、本論文への編集の過程で、全体の調整その他のために一部加筆・修正した

とζろがある ζとを御了承されたい。

第 l章:1. l.、 1.2.ー「中継管理機能と都市システムJ{所収山田浩之・西

村周=そ ・出法1111差(鍋『都市と土地例主済学』、 1:1将平論社、第3章、

j江FIIl。

1. 3.一書きドろし。

第2草: rコミュニケーション費用からみた最適支庖配置モデルの構築一都

バiシステムが所与の場合一」、人文地理、第46巻第5号、 pp.61-

73. 1 994年。

第3章:"Officc and Plant Location with Transport Costs of Information"， 

JOUn1a! (，ゲ・ Re~i()llal Science (投稿中)。

第4i芦:~. 1.ー ru本の支j占立地-製造業Kおける業種間比較一J、経済地

理学年報、第39巻3号、 pp.ト 12.1993年。

4.2. -r製造業Kおける支庖立地一地域ブロック月1I比較一」、経済

論議、第151巻第 1. 2・3号、 pp.148-160. 1993年。

第5常 :r技が国製造業におけるオフィス・工場立地の重複度分析」、 1994

年度人文地問学会大会報告論文。

第6市:6. 1.・6.2.・6.3.. 6. 5. -r交通条件改善はオフィス立地分散に有

対jかJ、交通学研究/1993年研究年報、 pp.11ト 119.1994年。

6.4.ー「電気通信政策とオフィス立地-ニューメディアはオフィス

分散K役立つかj 、(所収 (財)京都コミュニケーション基金 r21

世紀の電気通信産業K関する調査研究報告書J、1994年)。
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第 1章東京一極集中と中枢管理機能

トト 東J;{一傾集qJとIrffi:管理機能
戦{を.人rlf客動や所得陪差かちみた我が国の地域情造は、昭和30"-40年代の

高度成長期における3大都市圏=東海道メガロポリスへの集中から、昭和50年

代の安定成長期の「地万の時代」を経て、バブルの過熱した昭和60年代には、

東京国(東京都をqJ心とする i都3県)への一極集中型に変化してきた(山田、

1984)。凶1-1のように、人口移動花関しては、)993 (平成5)年現在では東京

閣の転人超過放ががJ1000人に留まるなど、一極集中化にはかなりの歯止めがか

かってきたのしかしながら、バブルが崩壊した現在においてもなお、東京一極

集中の状態は色濃く伐っている。例えば、同じく平成5年現在、東京聞の人n
は依然として我が闘の25.9%を占めている。

また、東京間は|司会や各栂行政機関などの政治機能のみならず、凶)-2のよ

う(C.~~が[主!の[王][際関連機能、金融機能、情報関連機能等の経済的な諸機能K

おいても高いシェアを有している。特K金融機能については、金融機関貸付残

高の51.4%、公社債売買高は88.8%が首都圏(東京圏+茨城・栃木・群馬・山

梨県)tζ集fドし、 「更にその大部分を東京都が占めているJ(国土庁、)994)。

それKJJ日えて、大学・短大の27.5%、大学院学生数の38.2%を東京圏が占める

など、教育 ・文化花関する機能Kおいても、全国の中で際だった高さを見せて

いる11

人口やζれ月の?村重機能の集中K伴い、情報の発信量においても、図)-3で

示されているように、東京都だけで全国の)9.8%を占め(l992年現f旬、 2位の

大阪府の3倍近い偵を示しているへそのような変化に伴い、本論文のテーマ

である企業の中値管理機能の立地に関しても、より一層東京一極集中の様相を

示している。例えば.表)-1は技が国の上場企業の本社移転の動向であるが、

ζれをみると、企業の各地域からの移転先のほとんどが東京閣に集中している

ととがわかる。

-}J.札幌・仙台 ・広島 ・福岡などの地方中枢都市は、大阪 ・名古屋が東京

一傾集【11の過慌で相対的に地盤沈下したのと対照的に、戦後飛躍的な成長をと

げた。ζれらの都市の成長は、支庖経済という言葉で通常説明される。すなわ、
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図ト i 首都圏の人口転入超過数
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表ト i上場企業の本社移転動向 (1979年8月'"'-}988年8月)

移事況↓パ多章改→ 東京国 関西国名古屋圏地方図 流出計

東京圏 一 4 [3] 5 [3] 

関西圏 23 [9] 一 1 [1] 24 [10] 
ず尚昆問 1 [1] 一 1 [1] 
地)j図 21 [6] 一 22 [6] 
j府入計 ~5 [16] 2 1 [1] ~ [3] 52 [20] 

山典:匝J:JT(1989) 

註)1東洋経済新報社「会社四季報jから集計。

2.ζζで、上場企業とは、東京、大阪、名占屋の3市場に上場の

企業、本?却可在地は、会社四季報に掲載の本社所在地。

3.各国域の範囲は次の通り:東京国:東京・埼玉・千葉・神奈)11 ; 
関西圏:京都・対坂・兵庫・奈良;

名古屋圏:愛知・岐阜・三重;
地方圏:上三己以外の道県。

~， []内は1984年6月'"'-1988年8月の内数である。 ¥ 
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図1-2 首都圏の諸機能の集積状況
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地方中値都市Lζ立地する支庖の本社所在地シェア(単位%)

県件J1うち同十市司その他戸地域骨うち東京都

1事業所従業者i事業所|従業者事業所l従業者|事業所l従業者

全国i59.41 45.31 34.81 24.51 40.4 

|キし幌
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註:仙台のみ昭和56年のデー夕、他は昭和6l年のデータによる。

資料:京念務庁「事業所統計調査J [出典]平津 (1989)

29. 0 33. 0 30. 7 40. 3 福岡

ち、表}-2のように、主Lζ東京Lζ本社を置く大企業の支庖 ・営業所など(以下

本論文ては、特Lζ断らないかぎり Cれらをまとめて「支庖Jと呼ぶ)がそれら

、
'¥ 

の都市民多数立地し、当該地域を管轄するζとを通じて、その地峨の「ミニ東

京Jとして君臨するという図式である。言い換えれば、乙れらの都市の発展は

本社が立地する東京の存在なしKはありえないのであり、東京を太陽にみたて

れば、衛星都rfiなちぬ「惑星都市」とでも呼ぶべき地位にあるといえよう。

n
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U
 



中枢管理機能の立地は、技が国の都市間の相互連関、すなわち「都市システ

ムJと関連付けて分析する ζ とができょう。ここでまず、 f中枢管理機能Jの

定義が問題になる。 l高次都市機能を「中枢管理機能Jと命名したのは1964年の

経済企画庁の報告書 f中枢管理機能K関する調査Jであった(阿部、 1991、p.

7) 0 そしてこの機能を、永井 ・宮地(1967、p.93)は 「当該都市およびその周

辺地践の鐙斉的・社会的活動を調査、百形E、情報提供を通じて決定し、管理し、

統制し、これらの活動を円滑ならしめる機能Jであるととろの「管理機能Jの

うち、周辺地域lζ対する支配影響力の強い機能が「中枢管理機能Jであると定

義している。一方、米花(1971、p.16)は、中枢管理機能を「意思決定と、その

準備課程としてのもろもろの準備機能と、執行における管理機能」と定義し、

その内容を 3つK整理している。本論文における中枢管理機能の定義b 以下

特に断ちないかぎり ζの米花の定義に従うものとする。

永井 ・宮地の定義では、企業で言えば支庖にあたるであろう一般の管理機能

と本社民相当するであろう中枢管理機能の差を、周辺地峡への影響力の量的

な差K帰着させているのが特徴である。一方米花は、 「管理機能Jと「中枢管

理機能Jを特に区分していないが、中枢管理機能が筏数の機能の複合体である

ζ とを示唆している。筆者は「管理機能j と「中枢管理機能Jを、本社-支庖

という企業組織の階層構造花鑑みて区分する乙とには賛成であるが、その差は

膨響力の強弱といった量的なものではなく、むしろ米花が列挙しているような

諸機能の分担の(上万に起因すると考える。すなわち本論文では、企業全体の立

場から見て、米花の挙げた3つの機能を全て持つのが「本社」であり、 「意思

決定J以外の2つの機能の聞方ないしはどちらか一方を有するのが「支庖」で

あると規定する。もちろん、具体的な形態としては両方とも「オフィスJであ

るζとには変わりがない。

本社機能の東京集中は、東京一題集中の結果であると同時にその原因でもあ

る。なぜなら.大企業は雇用 ・資金 ・情報の供給源でもあるからである。支庖

機能の地方中枢都市への集中も同様である。その意味で、両者は一方的な因果

関係と してではなく 、むしろ相互依存的な関係にあると見るべきであろう。

さて、今日の我が国の中恒管理機能の立地と都市システムにおける東京一極

集中の原因については、東京中心の交通網や、強い許認可権を持った行政機関・¥
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の集積なと、今Hまでに数多くの議論がなされている。いうまでもなく、 Cれ

らの見解は全て一面の真理を突いているが、本論文では、特に昨今の経済 ・社

会の変化との関係~C ;昔日して考察してみるζ とにする。 その変化は次の 3 つに

集約されよう(経済企画庁、 1989)。

1 )国際化 ・世界都市化:交通 ・通信技術の発達比伴い、経済活動はますま

す国境を越えて行なわれるようになってきた。その中で東京は国際金融センタ

ーとしての比重も高まり‘表1-3のように外国企業の拠点も多数設置されるな

と.我か国の首都K留まらず「世界都市J3)としての機能を果たすようになっ

た。 ゾ7、日本企業も次々と海外に進出して多国籍企業化し、圏内には意思決

定部門だけが残る「空洞化」が懸念されるよ うになった。とのような国際化の

流れは、海外からの情報の窓口が東京に限られているかぎり、中枢管理機能に

とっての東京の重要性を一層高める ζ とになろうぺ

2 )情報化:電気通信技術の発達は、情報輸送コストを極めて安価なものと

表ト3 東京区部Lζ本社を有する外資系企業の設立年代別企業数

1i: ζ 業 数

業
種 --....19叩~657M7M119ト合計

鉱業 . 建設業 2 1 I 31 51 31 14 

製 Y1EK 3 業 151 62 118 95 191 627 

iFn フ~じ 業 95 39 146 183 359 827 

飲食・サ ー ビス業| 291 131 501 501 1331 285 

|金融 ・証券 ・保険業i 151 71 341 221 741 152 

1不 動 産 業i 1 1 1 1 21 31 7 

運 輸
業! 41 31 91 141 241 54 

情報サービス ・山版業i 71 31 81 121 531 83 

l合 5ト， 3151 1281 369 3931 8401 2049 
‘ 一
註:1 :合計には不明が含まれる。

2:東洋経済新報社 r87外資系企業総覧Jから集計。

[出典]経済企画庁(1989). 
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表}-4 3大都市閣の情報サービス業の事業所数
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全国1 111則 l利 一12.31 - 100. 0) =-
註 :東京圏・関内閣・名古屋圏の定義は、表卜!と同僚。

資料 :FC務庁「事業所統計調査J [出典]国土庁(1992)

した、これによって、中枢管理機能は必ずしも地価の高い東京に立地する必要

はなくなり、環境の良い地方へ立地して必要なときだけ情報源である東京にア

クセスすればよいという主張がしばしばなされる。部門によっては、あるいは

経済の発展段階によ ってはそのようなケースもありえようが、我が国では多く

の場合、中枢管理機能の活動に必要な情報は電気通信では伝達できないフェイ

ス・トゥ・フェイス・コミュニケーションKよって得られるものである。その

ため.情報化は中枢管理機能をむしろ集積させ、東京一極集中を促進させると

考えるべきであろう¥

3)サービス経済化:経済活動Kおけるサービスの比重が高まるのがサービ

ス経済化である。その中でも経済企画庁{l988)は、インフラストラクチュアと

してのサービス(金融、保険、運輸、通信など)、対事業所サービス(研究、情

報処理など)、対個人サービス (教育、レジャーなど)の3分野が特に拡大して

いくと予測している。これらはいずれも、都市においてはじめて存立が可能な

「都市型産業Jてある ζ とが特徴である。特花、情報サービス業のような対事

類rrサービスは、表)-4で示されている通り、オフィスが多数集積する大都市、

とりわけ東京閣にその大半が立地している。情報サービス業企業にとっては、

大都市問の方が顧容や人材を得やすい一方的、企業Kとっても対事業所サービ

スの充実は重要な立地条件である。従って、その発達は大都市への中枢管理機
、

'. 

-13-



能の集中と不可分であろう。その他のサービス産業もまた、多様なサービスの

享受が可能である都市のアメニティ(↑知直さ)の向上を通じて、大都市の発達Lζ

寄与するであろう九

以上からわかるように、これちの変化はいすれも、中枢管理機能の東京一極

集中を促進する方向に作用する。より踏み込んでいえば、乙れらの要因がそれ

ぞれ、国内の中枢管理機能においても重要な、海外情報の情報源である東京の

地位を高め、非定型情報の価値を増大させてオフィスの集積の利益を発生させ、

オフィスやそζで働く人々が欲する各種のサービス産業の必要性を増大させる

ことで、中枢管理機能の東京への一極集中傾向を強めているのである。乙のと

とは.東京一極集中は現時点における経済 ・社会的条件においてはむしろ不可

避なものであり、今日叫ばれているような首都機色の移転や地方分権といった、

制度的な面の改革だけでは、東京一極集中の解消は難しいζとを示しているの

ではなかろうか。

l. 2. 我が国の都市システム

東京一極集中は我が国の都市システムにも大きな影響をもたらしている。そ

こで次代、我が国の都市システムについて考察しよう。都市システムを説明す

る理論は今までにも多数提案されてきたが、そのうち最もよく説明K用いられ

るのが、古典的な Christall町 (1933)，Losch (1940)の中心地理論と、中枢管理機

能の活動を都市システムK結びつけた Pred(1971)の都市システム論である。実

際、都市システムに関する議論は、乙の2つの理論モデルのどちらがよくあて

はまっているかという有をめぐって行なわれてきたのである (ζれらのモデル

については、ペリー ・パー他、 1988、森川、 1980、1990、林、 1986、を参照)。

中心地理論は、もともと小地域の小売・サービス業の立地の説明から編み出

されたものであり、必ずしも全国的な都市システムを対象にしたものでeはなかっ

た。しかし、特ttChristallerの精密な階層モデルは.それ以後の都市システム

研究にも大きな影響を与えた。中心地=都市と置き換えると、図1-4 (a)のよ

うに Chris凶lerモテ.ルから全国レベルでの都市システムが得られる。各都市

は最上位の都市(=首都)から下位の都市まで整然と階層に分けられ、下位の都

市はただ lつの上位都市にのみ従う。

-14-
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図1-4 クリスタうー型都市システムとブレッド型都市システム

(a) クリスタラー型都市システム (k=3) 

卓蹴句構造(Dominancestructure) 

その他の結合

(b) プレッド型都市システム

一一一一クリスタラー的結合
レッシュ的結合(低次都市問相互作用)

高次都市間の相互作用
(High-order interdependence dyads) 

[出典]Pred (971) 
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他万、情報の伝達の問題を考えると、財・サービスの供給を前提とした中心

地理論では説明できない問題に直面する。 Predは Chris凶1町理論が、 ( 1 )各地

域が相互K独立し、地域間の連結関係を欠いている、 (2 )同規僕の都市聞の相

互関係が欠如している、 (3 )小都市からの情報の大都市への伝達を考慮してい

ない という 3つの問題点を指摘している。 ζれらの点をふまえて、彼は図l

-4 (b)のような非対称な都市システムのモデルを提示した。 (a)の Chris凶lerの

表1-5 主要都市における本社数と支所数 (1985年)

都市名 本社数支所数 都市名 本社数支所数 都市名 ヰヰ践女支所数

札幌 18 738 名古屋 71 1034 広島 18 

釧路 143 新潟 7 347 岡山

函館 2 63 静岡 6 320 福山

室蘭 76 金沢 10 280 徳山

小僧 21 富山 6 179 下関 2 

仙台 6 727 t財公 5 211 松江

青森 220 長野 2 220 山口-

掛司 2 219 岐阜 4 153 ，鳥取

秋田 188 福井 5 157 高松 6 

君削J 2 128 甲府 120 松山

福島 2 128 大阪 256 1115 高知

山形 138 神戸 44 317 徳島

東京 823 1165 京都 39 251 福岡 19 

償j兵 35 397 姫路 5 198 ~ tブリト| 12 

千葉 5 276 平明大山 4 175 大分

宇都宮 2 248 堺 12 149 長崎

川崎 20 82 尼崎 20 78 熊本 4 

水戸 229 奈良 2 11 9 鹿兜島 2 

大宮 3 230 人津 3 90 宮崎

高崎 4 149 ?掌 3 130 佐賀 2 

浦和 110 四日市 3 121 那覇

前橋 4 145 出典 :阿部 [1991J

註)調査対象企業は日本来~斉新聞社干1I r会社年鑑J~ζ 
掲載されている全株式会社1817社である。
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表1-6 主要都市(本社数l叫んとの都市)の本社の業樹高成の樹多 (1985年)

業f重 東京 対坂名古屋神戸 京都 横浜 尼崎 川崎 福岡 広島

担~j長 19 

t主~%業 82 26 7 2 

卸業・建設業計 101 27 8 2 2 

同比平 71. 63 19. 15 5.67 l. 42 1. 42 

食品 50 7 4 6 2 4 

i'縦佐 20 17 4 3 5 

紙・パルプ I~ 5 

化学・~歩て字 128 45 5 4 4 2 

?対間・諸機械 250 57 21 7 14 18 13 17 2 4 

製造業計 471 131 35 22 25 23 19 18 4 7 

同比率 61. 97 17. 2~ 4.61 2. 80 3. 29 3. 03 2. 50 2. 37 O. 53 O. 92 

商-サードス 115 56 12 5 7 4 5 3 

金融・保険等 48 15 3 4 3 

j軍輸・ 1尚{言等 69 18 6 11 3 5 2 

電力・ガス 2 2 2 2 2 

その他 17 7 2 3 2 

第3次産業iH 251 98 28 20 14 12 2 13 9 

IIll比:容 51.68 21. 35 6. 10 4. 36 3.05 2.61 O. 22 O. 44 2. 83 1. 96 

824 256 69 44 39 35 20 20 19 18 
出典:表1-5tc同じ.ただし各小計とその比率はそれを基に辛苦が計算したものである.

k =3 (市場原理)の場合の都市システムと比較すると、 Predのモデルには何ら

かの尺度(人口など)での都市の「序列Jはあっても、中心地理論で見られたよ

うな厳密な都市間の「階層」が見られない

では、乙の2つの都市システムのどちらが我が国の中枢管理機能の立地に良

く当てはまっているであろうか。との問題を、本社対支庖、企業の業種別、更

には立地と不可分の関係にある、支庖の管轄する領域(以下テリトリーと呼ぶ)

についても検討を行なう。

まず、本社立地とそれ以下の支庖の立地を比較してみよう(阿部、 1991、pp.

82-96)。表1-5は主要都市における本社数と支庖数を比較したものである。 c

の表から第 1tζ、本社立地は明確K東京一極集中型なのに対して、支庖は東京¥
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と大阪・名古屋で立地数に大きな差がないととがわかる。第24C、他の地方都

市民比べて支jι迂j世数が卓越している地方中枢都市は、反対に本社立地数は相

対的Lζ少ない。それよりも、千葉 ・横浜・京都・神戸といった、首都圏 ・近畿

圏Kおける東京 ・大阪以外の大都市宮)(以下「圏内大都市」と略)の方が本社立

地数か多い.閤内大都市に立地する支庖数も決して少なくはないが、それでも

地方中恒都市の約半分に過ぎない。

;大花、業種別Lζ本社 ・支庖立地を比較するとどうであろうか(阿部、 1991、

pp. 96-} 04)。表}-6は、全産業を12分類し、本社の立地数を示したものである。

地成分割が徹尽している電力 ・ガス業を除くと、どの業檀も東京の立地数が

最も多く、東京一極集中が特定の業種に起因するものでないととは疑いない。

また、業種を「製造業j と「非製造業側業・建設業/第3次産業)J 'C分ける

と非製造業の方が相対的に札幌 ・広島・福岡といった地方中枢都市に本社を

有する企業が多い。とれは製造業企業が日本全国を市場にしていると ζ ろが多

いのに対して、非製造業企業ではその市場が一地域に限られている(例えば、

地方銀行、私鉄、電力、都市ガスなど)企業が含まれているととろから来るも

のである.

ζこまては、本社以外のオフィスは全て支庖という名称、で一括してきたが、

支庖の問にも通常、支庖一営業所一出張所という階層性が見られる.支庖の階

層とそのテリトリ ーを全業種において分析する ζとは煩雑に過ぎるので、本節

では日野 (1983a)に従い、オフィス業務にも密接な関わりがある、複写機メー

カ-9社の支活一営業所一出張所の配置と支庖のテリトリーについてみてみよ

う(図}-5参照)。 ζの業界においても、東京 ・大阪・名古屋や地方中枢都市に

支庖が置かれ、営業所はそれ以下の県庁所在地などに置かれている。特に営業

所が集積しているのは、千葉・京都 ・神戸などの圏内大都市か、新潟 ・金沢 ・

静岡 ・高松といった、地方中枢都市K準ずる広域的な地方中級都市である。そ

して出張所は、人口規僕の小さい県の県庁所在地や、県庁所在地K営業所が置

かれている県の第2の都市に置かれる傾向があるへこれらの傾向は、支庖の

立地数からみた都市の序列とも符合する。

また、支広のテリトリーは、北海道 ・東北 ・九州、|についてはどの企業もほぼ

一致するものの、関東一中部や近畿 ・中国と四固については必ずしも一致して、
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図}-5 袴写機メーカー9社の阪売事業所(支庖・営業所)の配置の一般的形態
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いないぺまた、南関東は他の地域K比べてテリトリーが細分されている場合

が多いが、これはζの地域の(短写機K対する)需要の多さを反映するものであ

ろう.言しE換えれば、テリトリーの面積は各々の需要量にも依存するのてある.

ζれらの結果かち、技が国の都市システムはどのように規定されるかについ

ても検討できるであろう。一般的な見解としては、我が国では東京一(大阪 ・

名古屋)一地方中枢都市(札幌 ・仙台 ・広島・福岡)一地方中核都市(県庁所在都

市等)という、 Christaller型の階層餅諸日市システムが卓越しているとされている.

例えば、西原(1991)は我が国の主要74都市を対象K、企業の事業所網からみた

者附群システムを分析している。そして西原は、本社立地月Ijの支庖巡お数から、

3大都市圏本社企業→全国規模企業、広域中心都市本社企業→地方規模企業と

いう図式を見いだし、 「わが凶の企業の事業所綱は、主として Chris凶Jer型結

合を形成するかたちで展開されているJと述べ川、都市(群)システムにおいて

も 部の都市を除いて Chris凶ler型結合が車越していると結論している。表1-

5を見ても、そとに示されている本社 ・支庖の「数Jだけに着目すれば、本社

における東京対地方中枢都市、支庖における地方中枢都市対地方中核都市の歴

然とした格差から、西原と同様の結論に到達するであろう。

一方、 阿部(1992、1993)は、自ら中枢管理機能の立地と都市システムの関係

を分析していく中で、日本の都市システムには階層性は存在するものの、主要

都市間相互の結合関係が強いなど、必ずしも厳密な α泊s凶l町型とはいえず、

むしろ Pred型K近いのではないか…という疑問を投げかけている。阿部弘ま個々

の企業の本社 ・支社間の結合関係から見れば、地方都市K本社を置く企業が、

東京や本?却庁在都市と問規恨の都市Lζ支庖を設ける乙とが普遍的に見られると

指摘している。

問者の男解の相異は、 Christaller型、 Pred型という都市システムの判定を、そ

の形態と形成原理のどちらK着目して行なうかによる。我が国でも個々の企業

においては、中枢管理機能の立地原理に着目すれば、それは恐らく阿部の指摘

するように Pred型であるといえよう。 しかし現実の都市システムの形態から

見れば、今日の我が国では人口 ・所得の東京一極集中や行政機関との接触の重

要性など企業内の情報伝達以外の要因が卓越しているので、全体的には一見

したところ Christaller型に近し唱!姉システムが成立しているのではなかろうか。 、も
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1. 3， 従来の研究-経済学的理論と地理学的考察

オフ fスLζよって営まれる中枢管理機能、あるいはその具体的な形態として

の主業の本社 ・支J占の立地花関しては、従来から多くの研究がなされてきた。

本節ては、そのうち本論文と関連した業績Kついて述べるととにする.そのた

め学問領践としては.経済学と地理学のそれが中心になる11
中枢管理機能立地K関する古典的な研究と しては 、まず、 Haig(1926)が挙げ

られよう。彼の議論の特色は、都市における諸活動の配置が各種機能の「近接

性J'C対する必要性の雪〆かによって決定される乙とを見抜き、そしてオフィス

に関しては、乙の近接性の利益の源泉を、知識 ・情報の輸送(回nspo口ofin凶ー

Iigence)のコストを節約する乙とに見いだしている点である。意思決定のため

の情報収集や会議は、必然的に人間の対面的接触(face-to-face communication)を

必要とする。これがオフィスの最も重要な立地因子であるととを最初に指摘し

たのが Haigであり .その意味で、彼とそ「オフィス立地論の祖」と言って差

しっかえあるまい。 Haigの議論は、その後多くの論者によって繰り返されてい

る。例えば、白典的な研究ではフーヴァー ・ヴァーノン(1959)はニューヨーク

Kおける実態の分析か句、オフィス及びそ乙に働く労働者の都心地区への集中

指向を説いている。我が国Kおいても、例えば大西(1992)などは同様の説明を

行なっている。

この Haigの理論は、フ ォン・チューネン(1826)の農業立地論における、同

心円状の上地利用モテ・ルと結ひ1寸き、主Lζ第2次大戦後のアメリカにおいて、

「都市高歪済学(urban econornics ) Jとして麹喪をとげた。 Haigの業績は、オフィ

ス立地の研究を次の2つの点において方向づける役割を果たしたと筆者は考え

る。 1つは、特に経済学の領域において、オフィス立地の分析スケールを都市

内に限定したとと、もう lつは、特K地理学の領域において、オフィスの立地

因子を(We恥r理論でいうと ζろの)r集積因子Jとして捉えたととである(例

えば、 Armstrong，1972、青野、1986、松原、 1990)。

上K述べた理由かち、経済学の立場からのオフィス立地の分析は専ら都市経

済学の領峨てなされてきた。肥田野 ・佐々木 ・稲葉・阿川(1994)は、オフィス

立地花関する(経済)理論研究を、古典的な単一中心型都市以外の都市情造の出

現を理論的Lζ説明するために(オフィス聞の)コミュニケーションコストを導入 、、
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したという認識に立ち、そのうえで、従来の諸研究を、コミュニケーションの

取り扱いによって、 「コミュニケーションの便益に注目した研究J(例えば、

Fujita and Ogawa， 1982， Tabuchi， 1986)、 「コミュニケーションの費用K注目した

研究J(例えば、 Imai，1982)、 「コミュニケーションパターンが内生的に決定さ

れる研究J(例えば、 Tauchenand Wit匂， 1983‘Kutay，1986b)の3通りに分類し、

それらの慨要を整理している。

このうち、前2者カq都市内の)企業問のコミュニケーションパターンが均ー

であると仮定しているのK対し、後者は企業が利潤を最大化するようにコミュ

ニケーションパターンを選択する ζとができる。中でも Kutay(1986b)は、都

市内に分析範囲を限定しているものの、 Weber理論に端を発した lsard(1956)， 

Moses (1958)らの立地理論の体系Kのっとって議論を展開し、通信技術の発達

がオフ fス立j世にもたらす効果を比較静学的に分析した。 Kutayの研究では、

企業内の情報伝達は全て電気通信のみによって行なわれる(ようになる)と考え

られているため、情報化の進展は情報伝達コストの低下をもたらし、オフィス

もそれにつれて郊外に移転するという結論が得られる。とれは今日の我が国で

はあまりあてはまちないが、オフィスの分散がかなりすすんでいるアメリカ等

てはけ車交的妥当性のある結論である。更K、Mun(1993)は、情報伝達における

フェイス ・ト ゥ・フェイス ・コ ミュニケーションの要素を導入し、それと通信

技術との関係でオフ{ス立地を分析している。

更に、企業問のみならず企業内コミュニケーションをモデルの変数に取り入

れて、 l企業の複数オフィスの立地パターンを分析している研究として、太田

(l992)、Otaand F吋itaμ993)が挙げられる。太田らの研究は、他の企業とフェ

イス ・トゥ ・フェ イス・ コミュニケーションを行なう部門と、収集した情報を

処理する部門からなる企業が、その2種類のオフィスを都市内のど乙に立地さ

せるかを検討している。また、オフィスの大都市圏郊外部への移転は、往々に

してそこにサプセンター(東京圏の「業務核都市Jにほぼ相当しよう)を形成す

るが、その形成条件に関する分析としては、前K挙げた F吋itaand Ogawaの他、

S組 kiand Mun (1994)等がある。

しかし、乙れらの諸研究に共通して妥当する問題は、考慮されているのが主

K企業問コミュニケーションであり、営業活動などの企業と市場の問の情報の¥
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交流は考えられていないこと、主としてオフィスを生産 ・物jtf.・研河期発など、

企業の仰のきI~門から独立した部門として捉えている ζ とである.また、都市経

済学のモデルは、必然。~HC都市内部における土地市場の均衡を前提忙しており、

全国規模の議論K拡張しにくい。

一方.地理学におけるオフィス立地の研究は 14)，Goddard (1973)， Daniels (19 

75)， MarshaJ1 (1983)， Code (1983)， Gad (1985)，千葉(1992)等のように、都市(圏)

内部におけるオフィスの立地を対象とするものと、一国レベルにおける立地を

対象にした研究の2通りに分けられるが、前者の場合にはもちろん、後者の場

合ても、 Stephensand Holly (1981)， S廿icklandand Aiken (1984)， Semple， Green and 

Martz (1985)，八ksoyand Marshal1 (1992)，藤田(1987)のように本社機能にのみ着目

するか、 Alcxander(1979， 1980)，北111(1992)のように、本社・支庖を初めとした

全段階のオフ tスを一括して扱うかのいずれかであった。また、特Lζ我が国の

地理学においては、都市システムの解明が研究の最終目的であり、オフィス立

地(分布)研究はその手段という側面が強いペそしてそとでは各企業のオフィ

スの「分布Jのみが考察され、同一企業のオフィス問の相互関係、とりわけ本

社一支自の関係についての研究は乏しかったように思われる。

(911えば、阿部(1975、1977、1979、1983、1991)による寸車の研究では、全業

種、全段階(支社、支活、営業所、出張所などを含む)の支庖の数と「規模J

(従業員数)を集計し、また、その管轄圏の年代どとの変遷をも考察している。

阿部の a連の研究に共通の特徴は;①主要都市への支庖集積過程の説明要因と

して、景気変動や産業構造など企業外の要因を重視している;②企業の支庖

配置の分析から、都市の階層構造を解明する ζとを究健的目標としている、と

いう 2点に集約できょう。しかし ζれらの点、特に後者は、地域情造から企業

行動を捉えることを重視した分析を試みた本論文とは正反対である。その意味

で、筆者に近い問題意識から企業の支庖展開を論じている地理学的研究として

は、日野(1979、1983a、1986a、1986b、1991)I Hino (1984)の一連の研究が挙

げられよう。日野の研究では特に、本社一支庖一営業所一出張所といった、企

業の支庖聞の階層性について詳しい分析がなされている。

また、日貯は現実の地域への適用を前提忙した、都道府県レベルでの支庖配

置tcHしては南iし3説明力をもつことが確認されている(池沢・日野、 1992、富 ・¥
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回、 1992)支広配置のモデルを構築した(日野、 1983b)。乙のモデルては、支庖

の営業コストと営業手11潤にのみ基づいて配置が決定され、本社とのコミュニケ

ーショ ンコストは考慮されていない点で本論文のモデルと異なるものの、 同IJ 

j間Jが考慮ldれている点は、本論文の第2章のモデルに比べて日野のモデルの

優れている点てある。しかし、日野のモデルの場合、実証分析に際して広域に

おける利潤の測定が困難であるためK、分析対象を全国規模Lζ拡張しにくい。

更lζ 、 U野の研究においては、各支庖のそれぞれのテリトリーへの分割I~c焦点

が合わせちれ、本社一支庖の相互作用には感心が払われていない

本社一支広間の相互作用について言及している数少ない研究としては、まず

Tomqvist (1970)、Thomgren(1970)等の「接触システムJ(contact sys胞m)に関する

一連の研究がある。 Tornqvistの研究は、戦後のスウェーデンの「ストックホル

ム 極集中」の原因を企業の本社機能の集積に求め、その集積の原因は社会の

諸機能が情報交換によって互いに結びつく「接触システムJ(contact system)に

あるとする。その中で、法人企業をはじめとする大組織の階層情造について考

察し 11¥)本社はストックホルムなどの大都市K置き、生産機能のみを地方に立

地させた地峨分散企業(陀:gion剖1ydispersed company )で働く従業員数が、 1951

"-1966年の間K約60%増えていると指摘している。 Thorngrenはストックホル

ムにおけるオフィス間の接触を類型化し、オフィスの地方分散がオフィス聞の

機能的結合を必ずしも損なうものではないζとを示した。なお、我が国におけ

るこのような権階、行動K関して実証的K明らかにした研究としては、仙台市に

立地する企業の支庖の従業者の接触行動を調査した池津(1994)が挙げられる。

また Pred(1971、1975、1977)は、第2章で述べるように実際の企業の組織構造

が従来の内典的中心地理論の階層構造とは異なっているととを指摘し、それに

代わる都市システムを提示・分析している。しかしPredの研究では、オフィス

活動と都市システムが直後結び付けられ、企業全体としての立地行動との関連

Kついてはほとんと考慮されていない

最後Lζ. オフィスを取り巻く交通・通信環境の変化K対して地理学的にアプ

ローチしようとする立場がある。乙の中Lζは、 Pye(197乃や Kutay(1986a)のよ

うにモデルを構築して定量的に分析した研究と、 Marshal1(1985)やHepwo巾

(1986. 1987)のよう'c.技術の動向や社会 ・経済の変化をふまえて定性的にま ¥ 
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とめた研究があるが、両者に共通しているととは、単Lζ 「現状jを叙述するだ

けでなく、将来予測ないしは展望が中心テーマとなっている乙とである。交通・

通信の校術革新が企業の立地にいかなる影響を与えるかは、古くて新しい問題

であり、これからも研究が進められるべき課題であろう。

なお.本論文における企業の「支庖Jは、企業行動を追究する本論文の立場

か円、その企業の組織の一部であるもののみに限定している。しかし実際には、

特Kメーカーの営業 ・販売活動が子会社化されて抄♀している場合も多い.ζ

れらの実質的な意味Kおける「支庖jを通常の支庖と同様に扱うならば(例え

ば、口折、 1979、1983a)、卸売業などの流通部門に関する地理学的分析のな

かKも本論文と相通ずる視角を有する研究を見いだすととができる。そのよう

な卸売立地の分析の例としては、上野(l979) 17)、川端(1986)、富田(1986)の研

究が挙げられよう。

巌初lζも述べたように、オフィスの立地研究においては経済学 ・地理学の双

方に一長一短がある。以下の各章では、理論においては経済学的に、実証にお

いては地理学的に分析を行なった。それをもって「理論と芳正の方滋命的議離」

を指摘されるのは筆者も承知の上である。しかしながら、それが本論文の全体

の論理の一貫性を損なうものでないかぎり、筆者の試みは未熟ではあっても無

意味ではないと確信している。 r本書のうちで提示されたものは、一体経済学

なのか経済地理学なのか。乙の疑問を提起する読者は多いであろう。地理学者

は、乙れを経済学と呼ぼうとするであろう。経済学者はこれを地理学と呼ぼう

とするであろう。しかし、著者はとのような問題には少しも興味を持たない。

何故ならば、称、呼や分類は、達成されるべき特定の帰結とは無関係だからであ

るJ(W. Christaller， 1933， S. 262.)。
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第 l章註

I )とれようの紋字は、凶土庁(1994)による。

2)との数字は、釦政省(l994)による。なお、図)-3で取り上げられている

rt青報Jの債は、電気通信系(電話・放送など)、輸送系(郵便・新聞など)、

空間系(対話 ・映画など)の3つの情報媒体の類型毎に伝達される情報量をワ

ード数K換算して集計したものである.

3 )世界都市の概念については成田(1992)、東京の世界都市化については内

藤・水鳥)11(1987)、経済企間庁(l989)を参照。

4 )ただし、海外との交流の窓口が常に東京である必要はないであろう。九

州の企業が東京 ・大阪よりも韓国や中国を指向したり、北海道や北陸の企

業がuシアに進出したりというような、地域経済の国際化も今後は進んで

いくのではないか。そのときには、現在の東京依存型の都市システムにも

変化が生ずるかもしれない。そのような地I或経済の国際化花関しては、宮

尾 (1988)そ参問。

5 )ζの点については第6章を参照。ただし、乙れは国によっても異なる.

例えばアメリカでは、情報通信の発達に伴い、実際に中枢管理機能の地方

移転が起ζ りつつある。そのため、アメリカでは電気通信の発展を中枢管

理機能の地方分散に結び付けた見解が多く見られる。乙の点については、

例えば、 Schulcr(1992)を参照。

6 )情報処理や研究といった対事業所サービスの立地については、国土庁

(1992、1993)がそれぞれ調査を行なっている。その結果からは、乙れらの

業慢でも{也の企業 ・ gl~門とのフェイス ・ トゥ ・ フェイス・コミュニケーショ

ンが重視されているという結果が見て取れる。

7 )今Uの東京一極集中も、サービス産業が東京K多数立地し、様々な都市

的な文化活動や娯楽を享受できると乙ろに人々が魅力を感じているととが

その-肉として言われている。との点KついてはtE斉企画庁(1991)を参照。

8)都市の通勤圏や小売商圏等の観点かち見ると、東京に対する千葉 ・横浜

と大阪に対する京都 ・神戸の関係Kは大きな違いがあり、後者の方がよ

り東京/大阪に対して自立性が強い。しかし ζζで問題忙している企業の支

所花関してlよそのような差はあまり見られず、むしろ大都市の近郊でー-、
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定の「十五Jを形成しているという共通点の方が重要である。そのため、本

章ではあえてζれらの都市を lつのカテゴリ ーに括っている。

。)11ft、p.10、参照。

10)肉1-5~cおいて、近畿と中間とは明確に分離しているが、四国に関して

は独自のテリトリ ーを形成する場合及び中固と一体化される場合のほか、

jtr畿と一体化している場合も少なからずあり、必ずしも一定していない。

なお、支J占のみならず常業所・出張所Kついても同様であるが、テリトリ

ーの境界線は、都道府県・市区町村なと‘の行政区域の境界K従って設定さ

れるのが一般的である。

I1 )丙原(l99 1 )、 p.20より引用。なお、横浜・京都・神戸などの間内大都市

については、西原もPred型結合が卓越していると述べている。

12)阿部がζのような見解をもっK至った恨拠花関しては、阿部(1992). pp. 

持7-99，参照。

13 )本節の宗忠主は、 U員奇(1989)、阿部(1991)、富田(1991)、肥田野・佐々木・

稲葉 ・阿川 (1994)の諸研究K負うところが大きい。この分野に関するより

完全なサーベイK関しては、 ζれちの文献を参照されたい。

14)オフィス立地K関するilf!理学的研究は、特にアメリカ・イギリスなどの

英語問で盛んである。しかしその研究の動向には国によっても異なる.例

えば、イギリスではオフ fスにおける雇用の問題K焦点を当てた研究が多

く、カナダやオーストラリアでは多国籍企業の活動に関心が多く向けられ

ている。また、アメリカではニューヨークなどの大都市かちのオフィスの

分散にいかに対処すべきかが大きな課題であるのに対し、イギリスではオ

フィスのロンドン大都市岡への集中にいかに対処すべきかが問われている

のである(阿部、 1991、pp.52-55)。なお、両国のオフィス立地研究の取り

組みの違いに関しては、 Danielsand Holly (1983)を参照。

15 )地理学の立場から、オフィス立地の理論を打ち立てようとする試みとし

ては Scmple(1985)が挙げられよう。

16)ζζで Tomqvistは、分析対象を企業に限定せず、官僚組織なども分析

している。

17 )上野は卸売業を消賛"1ft['と生産財卸K大きく分類し、都道府県別の卸売¥
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販売額から、rlIj者が全国的に分散して配置されているのに対して、後者は

大都市地域Lζ集rj1して配置されている ζ とを明らかにした。ただし、消費

財であっても衣服 ・身の回り品など、高級品やファッション性のある財に

ついては集111がみられる、としている。 ζの結論は本論文(特に4.1質的 にお

けるそれと軌をーにするものである。ただしζの研究では、 「分散型Jの

財として農畜産物 ・水産物など 「生産そのものが零細企業によって支え

られJ(1二野、 1979、p.95)ている財を挙げており、本論文とは趣が異なる。
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第2章 コミュニケーション費用からみた最適支庖配置モデル

の構築 一都市システムが所与の場合一

2.卜 はじめK

i札、問、立地論において仁業立地とはすなわち工場立地のζとであった。工

場以外の部門は、て場』ζ付随するものと見倣され、特段Lζ考慮される ζとがな

かった。しかし今日、状況は大きく変化した。企業の各部門が、各々の国有な

立地肉子Lζ基づき、互いに他と分離して立地するようになってきたからである。

本軍及び次章では、主として(一国を市場とする)製造業における中枢管理機

能を取りとげる。 ζれは具体的には、企業の本社及び支庖という形で杷爆でき

る。このような中枢機能がどζK立地するかという問題は、1.3.でも述べた通

り、オフィス立地の問題として Haig(1926)以来研究が進められてきた。本章で

はオフィス立地問題の諸類型のうち、企業の市場政策と関わる全国的な支庖配

置の問題K焦点を当てる。なお、本章では、ある企業がその支庖全部の空間的

位簡を一度比決定するζとを「支j苫配置」と呼び、特定の支庖の位置のみを決

定する「支庖立地」とは灰矧|する。

これまでの支庖配置(立地)研究に共通するのは、企業の支庖配置が先にあっ

て、それによって都市システムが決定されるという考え方である。しかし、 ζ

の両者の関係は言うまでもなく相互的なものであり、都市システムが支庖配置

のパターンを規定している部分も少なくない。そ乙で本章ではとの点に焦点を

あて都市システムを所与とし、本社立地を l地点に固定した場合の最適な支

!占配置について考察する。

本草の構成は以下の通りである :まず2.2.では都市システムについて考察す

る。本章ではモデルを簡略化するために、 Christaller型の階層構造をもっ都市シ

ステムを採用するが、その理由と問題点について述べたい。その後2.3.では最

適支間関戸置の問題を取り上げる。 2.3. 1.で企業の総費用を最小Lζする支庖数を

i)むをし、 2.3. 2では、 Christaller型都市システムのもとでの最適支庖配置の決定

について検討する。そして2.4.では、全体を総括し、今後の研究へむけての展

望を行なう。

-、. • 
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2.2. 都市システムの設定

本売買において分析される問題は、他の要因(商業・行政など)tcよって定めら

れた ー国内の所与の都市システム内で、企業はいかなる支庖配置を行なうかで

あるの具体的Kは、あるー凶内で営業活動を行なう企業が総収入一定の条件の

下で最大の利潤を得る(=賛同を最小イヒする)ためには支庖をいくつ、そしてど

の科度の規模の都市にまで設ければよいかという問題である。

ζ乙でまず考えなければならないのは、分析の前提となる都市システムをど

のようK設定すればよいかである。以下本稿では、ある一国内K分散して存在

し、 相ITtζ財や情報のやりとりがなされている複数の都市の集合を都市システ

ムと規定する。従来の都市tlh.理学においては 、Ch巾taller(1933)以来、 j寅縛的な

公準から者I~市システムを導出する ζ とが試みちれてきた。その成果は中心地理

論という形で提示され、現実の地域への適用の妥当性が検討された。仔1Iえば、

我かl司の都市システムKおいても、そζにある都市の序列K対して Christaller

型の「階層性Jの存在を指摘する報告が多くなされてきた(森川、 1987)。

ゾj、Christaller型都市システムK対するアンチテーゼとしてしばしば取り上

げ月れるのが、 Pred(1971)によるPred型都市システムと呼ばれるものである。

Ch巾tallcrとPredの都市システムの差は、第 l草の凶1-3のようK、Christaller

mのモデルでは、都市間の階層が厳密に規定されているのに対し、 Pred型のモ

デルては、側方(同一規模都市問)拡散や上方(小都市から大都市への)拡散も存

在し、階層性は必ずしも明確ではなく、その空間構造は非対材的になる。しか

し、筆者はこの2つの都市システムは必ずしも相対立する概念ではないと考え

る。なぜなら Predも述べているように1)、後者は αlristaller型都市システムに

レッシュ型中心地システム等の要素を付加した形態であり、その意味でむしろ

Chris回lIer型はPred型の特殊ケースK過ぎないからである。言い換えると、あ

る都市システムがCh巾凶ler型であるζ とが示されたならば、その都市システ

ムは同時tcPred型でもあるのである。

i汁cdJ~明日市システムは、現災の都市システムを強く意識したシステムであり、

ζのシステム下での支j占配l買が議論される ζとが故終的には必要になろう。し

かし ζのシステムは、現実の不能定性を重視するあまり、 2.3.2.で紹介する、

Christallcr型都市システムにおけるBeckmann(1958)のモデルのような単純な定-、
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式化{よ凶難である。というのは、 Pred型都市システムという「制約条件」のも

とでは、想定する都市!剖結合を変化させるととによって異なる都市システムが

発生するという意味で「一意的Jで‘ないからである。そとで本稿では、都市シ

ステムの一意性を確保するためK、都市システムは Pred型都市システムの l特

殊ケースとしての Chrisωl町型都市システムであると仮定して分析を行なう。

乙の都市システムの一意性という条件は2.3. 1.ではさほど重要ではないが、 2.

3.2.においてはζのζとが決定的に重要である。 ζの制約条件があってはじめ

て、最適支j占数から最適支J占配置を求められるからである。

とのζとをふまえて、本摘における都市システムは以下のように仮定される:

i) 悶土はj~J1宅かつ有限で、その面積は所与とする;

ii) 交通条{'f{ま任意の方向に対して均一で、 輸法コストは距離に正11l列する;

i i i}都市は Ch吋stall町型都市システムK従って立地している。すなわち、各

都市は最高次機能を有する単一の都市を1頁育、にして、各々その中心地機

能の電的な差によって有限個の階層が与えられ、階層がより上位の都市

は下位の都市の機能を兼ね備える;

jy) 各都市はその階層'C/，忘じた勢力圏を有し、国土は任意の階層の勢力圏に

よって完全に分割される;

v) 企業の本社は全て最高次の都市に立地し、支j占のテリトリーは必ずある

階層の都市の勢力闘と一致する ;

vi} 企業カ対共給する財に対する需要は、財の価格が同一である限りにおいて、

間内では全て均-である。

ζれらの条件を全て満たすような都市システムは、現実の都市システムと比

べてあまりに特殊なシステムである ζ とは言うまでもない。しかし我々が直面

する都市システムも、その lつ lつは互いに他と同一なものが存在しないとい

う意味て、 ζれと|司じ程度'cr特殊なj システムではなかろうか。

2.3. 支応配慣モデルの情築

2.2.において定義した都市システムKおいて、企業はどのような支庖配置を ・¥
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行なうであろうか。 2.1.で述べた通り、企業にとって都市システムは所与であ

り、企業活動の水準からは独立であると考える。本稿では、乙の問題を 2段階

K分けて考察するととにする。まず最初に2.3. 1. tcおいて、 一園内K配置され

る最適支庖数Kついて検討する大 ζの段階では、都市システムは存在し得る

支倍数の上限を定めるという消極的役割を果たすに留まる。そして最適支倍数

が決定された後、 2.3. 2. 'Cおいて、支庖がどのように配置されるかが都市シス

テム=中心地理論Lζ基づいて決定される。

2. 3. 1. 最適支局数の決定

まず、企業において支広が果たしている役割を考察してみよう。そζでは市

場や他の機関(官庁など)から入手した情報をもとに、企業活動上の意志決定が

行なわれ、それを市場や取引先などK伝達する必要がある。また、支庖は市場

のみな烏す本社民対してもコミュニケーションを必要とする。支庖レベルでは、

通常その管轄内の事項についてのみ意志決定可能であり、他のエリアにまたが

る問題については単独で意志決定できず、本社に指示を仰ぐ。本社の側でも全

社的意志、決定のため、各支庖の意見を聴く会議を召集する場合もある。企業が

交渉 ・応対する対象のうち、企業の外部に当たるものをすべて「市場Jtc括る

な月ば、支庖の果たす役割は、 a. r対本社コミュニケーションJとb.r対市

場コミュニケーション」の2つに集約できる。

ζの2つK対応して、各々K要するコス トを設定する.本稿では、 a.b. tζ 

矧，忘するコスト(具体的には交通通信に要するコストが中心)をそれぞれ TR・T，.，

とおく ζと托する。ただしとれだけではコスト要因として不十分である。これ

らLζ加えて支砲の存在自体かち発生するコスト、具体的Kは、支庖を建設(ま

たは賃借)し維持管埋するコストを導入する必要がある。本章ではζのコスト

をCと表わす。

以下の分析上のモデルの諸仮定を明示しておく:

i) 想定する企業像は、 一回全体を製品の市場聞とする製造業企業3)である

とする-

ii) 企業は最高次q:J心地機能を持つ都市Kのみ本社を置き、国内に支庖をn. '.， 
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(11主0)個有する 2段階の組織構造をもっ;

i i i)各支出は互いtcHJーな規検を有し、支l占lつ当たりに要するコストは互

いK等しく、支!占聞に階層上の序列はない;

jv) 本社を経由しない支r~問の直接コミュニケーションは存在しない;

v) 各支j占のテリ トリ ーは匠いK不可侵であるとする。

以上の仮定が満たされるとき、C'TR・TM
は、それぞれ以下のような nの関

数として定義できる:

C =n・c(n) 、‘.，，
l
 

，，.、
、

7日=11・r(n) (2) 

九，=11・m(n) (3) 

ζこで、 c(n)は支!苫 lつ当たりK要する設置・維持コスト、 r(n)は各支出か

ら本n:への交通路の距離の、F:!~J値、 m (n)は各支!苫 1つ当たりの管轄圏の面積

を表わす。都市システム花関する仮定 vi)より、各支j苫の管轄閣の面積は全て

等しくなる。 r(n)とm(11)は各々のコミュニケーションコストK比例し、その

ときの比例定数は!と仮定する。式(り司(3)をntζ関して近似的K連続かっ2

階微分可能とみなしの、それぞれnで微分すると次の式が得られる;

C = dC Idll = C (11 )+11(' (11) (4) 

TR = dTRldn = r(I/)+l1r (11) (5) 

九，=d7ムIdn= m (n )+II1n (n) (6) 

とのうち.式(4)花関してはC 三O、C >0と仮定する。すなわち、支庖数が例

えば2倍忙なると支l占の規模もそれだけ小さくなり、 l支庖当たりのコストも¥
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減少するが(すなわち.('豆0)、要するコストは必ずしも1/2にはならず1/2じんt

k儲まるため、小さな支出を多数配置するより、それを集約して大きな支j占を

少数配置するほうが全体のコストはむしろ大きくなるというζ とである。また、

営業活動lζ結ひeつかない事務的部門は、各支庖毎』ζ支J占規模とは独立にある一

定の規慎だけ必要忙なるため、その人件費やオフィスの維持コストは支j苫数が

多くなるほど大きくなるので、コストの増分もそれだけ大きくなるものと考え

句れる。以上の点より、 ζれらの仮定は実際上も無理のないものと思われる.

Cの仮定Kよって、 Cは1ltc対して必ず単調増加となる。

ー}j、TR・TM の形状については、まずr(11)と111 (n) 0刃守号カ澗題となるが、

r (11)については、正 ・負いずれにもなり得る51。 m .(n)については(市場のI面

積が有限である ζとから考えて直感、的に納得がいくと思われるが)符号は常に

負である。乙れを用いて式(5)、(6)の正負を判別すると;

。)… r (11) In >ーr(11) の場合 TR(n)>O (7) 

r(n)111 < ーr(n) の場合 TR(Il)<O (8) 

(6)… m (17) 111 > 1111 (11) Iの場合 TM (11) > 0 (9) 

m (1l)的 <1m (11) Iの場合 T I，f (n) < 0 (10) 

となる。なお式 (9)、(10)において、 m'(17) ，ζ品色対{直がついているが、乙れは仮

定よ りm(11)は常に負になるためである。 言うまでもなく、式 (7)、(9)におい

てそれぞれ 九とTt.f が単調憎JJ日関数となり、式 (8)、(10)'Cおいては逆に単調減

少関数忙なる。 r(n)が正であれば、式(7)よりTRは常に正である。なお、後

の分析の便宜のため、 T
R

> 0、T}.f >0をあちかじめ仮定しておく 61. 各支j占と

木社止の問のコミュニケーションの独立性の仮定 iv)や営業活動における回定

問(例えば、営業マンの訓練質問)の存在から考えれば、ζれらの仮定はかなり

現実を単純化したものではあるが、妥当性はあると思われる。 ζの仮定Kょっ

て.Cを含めた3つの曲線が全て下K凸であり、その合成関数が極小{直をも 、、
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っととが保証δれる。

δて、支!占配置に伴うコストは C・T
R・TM の3要素からなる。本章では支庖

のもつ販売促進効果を考えない、あるいは、促進の結果生ずる利益は乙の部門

氏帰属しないものとし、ζの部門の立地原理は W批 r流の費用最小{ヒとする。

3要素のコストが買いに他と独立に決定されると仮定すれば、企業はその和の

最小化、すなわち min"(C +TR +TM )を目標Kするであろう.ζのとき考えちれ

るケースは、 1(7)，(8)1と1(9)，(10)1の各2ケースの2x2=4通りの組み合わせであ

るが、各費用関数は全てf'tc凸なので、 Cの背対犬との対応、から、 (7)一(9)とそ

の他の3通りの組み合わせの2つに大月11できる。それを示したのが次の図2-1

である。

閃2-) 支出数と企業のコス トとの関係

b) ・1・，jt111/，了川;)JU ~~ 

1" Ihc (;>.o:.C 01 Cc川CI117coTypr 

Jtコスト
τolal Cosls 

コスト

Cosls 

jlr 

(1.>)その他的Jl.l~ ((7)ー (10)のケース}

In thc Othcr C...c;c(thc ColSC 0((7)ー (10)) 

コスト

Costs 

。 ，，' 
支 ~ Jt

TT 

c 

n 

" Thc Number 01 8ranch Ollices 

lとJスI(γυ)<11 Cnc;tc;)一一一一
C 

(1司"・ 支16ft
ThC Number of 8ranch Ollices 

TI?TM 

前者の場合、Cを合む3要素全てが単調増加となるので、総費用を最小化す

るnの備は Oとなる(図2-J (a))。すなわち、支庖を設けず全市場を本社が直轄

するのが最も望ましいという ζとになる。本稿ではζれを中央集権型と呼ぶζ

と忙する。式 (5)、(めから、 nが l増加した場合のr及び mの両方の限界距離

/面積の減少分(の絶対値)がその平均距離/面積より小さい場合には、企業は支

庖を配置せず中央集権担Lζ移行する乙とがわかる。後者の場合には、 九・T
M
の 、、
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少なくともーんは単調減少となるため、総コス トはある n申(n* > 0)において

最小Kなる(図2-1(b))。総コス トを最小にする点n*は、式(りー(3)の関数が

いずれも 2階微分可能である限りにおいて;

IdT" /dnl = ~I (TR +C )1仰| 、‘•• 

，
 

---a
 

•• 
，.， ，aE

、

となる点であるへただし、ζのn申がその国土上で常に実現可能な範囲にある

とは限らない。実現可能な支J占数の最大値は、園内の最低次中心地(補完地域)

の数によって与えられる。乙の数をNm...とすると、N 潟三n寧が満たされなけれ

ばならない。もし式(1りによって求められる n申がN…を上旬|るならば、最適

支J占数は常~CNm.. ~ζ決定される。

ζの関2一!を用いると、交通 ・通信条件の改善などによる、各コス ト要素の

変化が最適支j占数にいかなる影響を与えるかについても容易に考察するととが

できょう。すなわち、 (似12-1(b))で示されるような場合であれば:

'Cの憎Jm(減少)はflを減少(増加)させる;

. TRの増Jm(減少Hよ"を減少(増加)させる;

. TM の憎JJII(減少)はnを増加(減少)させる。

という傾向がある。例えば今日、 NTTの料金体系は近距離(特に市内)で安い

反面、遠距離では書11高K設定されている。すなわち、 TM が小さいのに対して

TRが大きいといえる。との乙とかよう、企業における各関数式 (1)四 (3)の形状が

図2-1(切に示されている通りであれば、 nの減少(nの値が小さい)という結

論がえられる。昨今いわれている見解8)_N T Tの料金の遠近格差が事務所立

地の地方分散を阻害しているーと符合するのはζの場合である。

2. 3. 2. Christaller型都市システムにおける最適支庖配置

次Lζ、2.3. 1.で設定したモデルを中心地理論と接合し、全国レベルでの支庖

配置の問題を検討する。中心地理論の導入を試みるに際しては、まずその階層

モデルを定式化すると ζろから始める必要があろう。中心地理論の階層モデル、、

n
h
u
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は、アウエルバッハ(lg) 3)以来研究されてきた都市の順位・規f知去則 (rank-size

rule)との関連で発展してきた。そのため人口と都市数の関係については B民 k-

mann (1958)以s年、 Oa∞y(1966)、Parr(1969)等の研究が積み重ねられている。

Beckmannは総都市数 Tと階層中のランク数N の問K次のような幾何級数的

関係を見いだすg) • 

1'=1+.¥'+.¥''1+……+.y N=(X N・1-1)/(s-l) ( 12) 

乙の式(12)で、 sは者1)市毎の衛星「都市数」であると B伐 kmannは述べている

が、 Parrが備摘したように、正確には都市毎の(衛星)都市数は巾心都市を差し

号|いた s-1であり、汗:しくは :

T = 1 + (.¥ -1) + S (sーり+……+SN-1(x-り=SN ( 13) 

である。しかし BcckmannのxをChristallertcおける ktc置き換える乙とによっ

て、式(13)は支府立I仇点としての市場問(支庖は各市場閣の中心地に立地する

と仮定する)の数とLjJ心地のランクの問K成り立つ関係式と見る乙ともできょ

う。中心地ランクぞi= 0，1，……，Mとおく 。;=0は最高次中心地を表わし、本

社はと ζLζ 伝jt~するものとする。以下、 i の値が大きくなるほど中心地として

は低次な中心地を駕味する。支庖がそれに従って立地するとき10)、2.3. 1.で考

察した支j占数nは次の式(14)のように表わされる。 ζとで lをつ|くのは、その

ままだと本社内体も肋定してしまうので、 ζれを排除するためである;

11 = k'ー 1 tctどし k> 1 (14) 

なお、 nが憎JJIIしても、市場総面積1110は一定で‘あるから、 nの地加は l支庖

当たりの市場限i而般の縮小をもたらす。 あるランクKおける各市場圏の面積が

全て等しければ、 Cのときの l支庖当たりの市場圏面積m(n)は、 m。を市場圏

の数 n+ 1 (支出数+本社)で割る乙とで求められる11)。すなわち;
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(15) ただし i> 0 111 (n) =mo I( n + 1) 

で表わされる。式 (15)における m(n)は、m(17) < 0、m(17) > 0となっている

ζとを確認されたい。ζの式 (14)及び式 (15)かち求められる最適中心地ランク

による最適支庖配置を Christaller塑 (K=3)都市システム上K示したのが次の関

2-2である。

K =3体系における最適支庖配置の例 (i三3)i刃2-2
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この凶てーは各市場|笥の形状を互いに合同に設定しているために、各ランク毎

tc[喜七全体の形状が異なっているが、その総面積はどのランクでも互いに等し

い。実際には両梢が等しければコストも等しくなるので、各市場閣の形状を変

化させる ζとによって問土の形状を等しくする(例えば、中央集権型企業の本

社市場閣の形状に他を合わせる)ととも可能である。

式(14)によって、はじめて支庖数nと中心地ランク iとの関係が示された。

k > 1より、 11がiの増加関数である ζとも明白である。よって、式 (1)-(3)の

n tc式(14)を代入するζとで、 iとコストとの関係を伺い知る ζとができる。

すなわち:

C(i)=(k
i
-1)・c(i ) (16) 

TR(i)=(k
i
_り・r(i ) (17) 

7ム(i) = (k' -1)・m(i ) ( 18) 

の各式が得られる。また、式(15)を式(3)K代入する ζ とで、式(18)は次のよ

うに書き倹えられる:

7ん(i)= (k'-I)・m0 j k ' = m 0 (1-k --， )- ( 19) 

数値例として k=3、1110=1、c(i) = l/k
I、r(i)= -2k i・6j(k

i
_l)と{威主しよう。

ζのときっストを最小にする iの値は、式 (11)の 11をitc置き換えると12)

I C (i )+T，材 (i) 1 = I TR (i ) 1 (20) 

という式が得られる。乙の例の数値を式 (20)tc代入すると、12k'仇k1= 1-2k
i・6

In k Iとなる.ζれを iについての方程式として解くと、 i= 3という解が得ら

れる

ただし一般に、最適な nから求められる iの値は必ずしも整数にならない。 、

-39-



ζの場合Lζ、各支応を中心地システムの中にいかに「割りふるjかは、理論上

の問題としては興味深いものであるが131実際の企業が直面している問題とは

考えにくい。むしろ企業側の論理としては、先に iの値(すなわち、どの程度

の規模の都市にまで立地するか)をコストに見合うように決定し(上の例では、

i = 3)、その後で nを決定する(すなわち、 K=3の場合、 n= 33 -)= 26)のが普

通であろう 1へそとで、企業行動を主題とする木章では敢てとの問題忙は立ち

人らず、今後への課題としたい。

凶2-}で示したような支j占数nとコストの関係は、基本的にはそのまま中心

地ランクiとコストの関係を示すのK用いるととができるであろう。ただしそ

の場合、 kが中心ttfJ，システム全体で一定だとすると、 itc.対応する n、ひいて

はコストの値はかなり離散的になろう。本章において、コストを直接iの関数

として扱わず、最初'c.nを媒介において分析した理由は、その方がより一般的

な解を求めるζとができるという最大の利点の他花、それによって微分する際

児必要な関数の連続性を保証するためでもあった。

以上Kよって、支庖配置に際して企業が考慮すべきコミュ ζ ケーションに関

わる諸コストを、間接的ながち中心地のランク i~c.結び付けた。 i は単K中心

H搬のみならず、その規模や沼笥的配置パターンをも示す総合的指標と言える。

最適支庖配置を iで求めるというアブローチの最大のメリットは、 iという指

僚に託されている情報量が極めて多いという点にある。

2.4. おわりに

本章の叙述はあくまで抽象的なものに留まっているが、筆者の意図は、今後

鶏擦の支尼配置を評価 ・計画する際に乙のモデルの枠組みを用いる ζとにある。

モデル全体を通じて、筆者が留意した特徴は:①企業活動から地域構造を解明

する面より、地域構造一定のもとでの企業行動の面を重視する;②個々の支庖

の立地ではなく、市場全体における企業の支庖配置パターンを分析する、とい

う2，点である。

従来の支!苫立地研究は、主に都市毎の支j占分布の計測を都市システムの解明

の手段として行なってきた。筆脅は、 ζれまでの支庖立地に関する実証研究を

方法論的K机判するものではない。むしろ、第 l章で述べた都市システムと企、、
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業行動の相互依存性の観点かちすると、本章の分析は従来の研究を補完するも

のとなろう.大企業の支J占配置が都市システムに大きな影響を与えているのは

疑いない。しかしながら、個々の企業は、どんな大企業であっても、自ら都市

システムを変化させるととを意図して支庖を配置するのではなく、あくまで既

存の都市システムを前提とし、それを最大限利用するように支庖配置を決定す

るのではあるまいか。

しかしなが烏本章において、支15配置のモデル化が完全K成功したとは到底

言い難い。そζで、本章を締めくく る前花、筆者自身もその欠点の存在を承知

していた論点について述べるととで、全体の結びLζ代えるととにしたい。それ

らはそのまま、本章の研究の今後の課題でもある。

最も蒐要な点は、企業の行動原則である。本章ではこれを費用最小化原理と

したが、理論上も、そして実際上も、企業は利潤最大化行動を取るとする方が

自然である。中心地理論では、中心地K対する市場聞はその中心地に対する消

費者需要が消失する一中心地の収入を最大にする一境界線で定められるが、本

摘における支応の「管轄圏Jは、地域の市場圏に準拠して定められている.収

入因子を考慮するというととは、その他K中心地の収入を最大托するための管

轄閤独自の場界も考慮する必要があるという ζ とでもある.言い換えれば、

(地域の市場閣の影響をうけながらも)独自の管轄圏を内生的K決定するモデル

への拡張である。ただし、 「収入Jの測定には、本社一支庖一市場開のコミュ

ニケーションにおいてやりとりされる情報の、より適切な価値評価15)を行なう

必要がある。

次Lζ、本章で取りとげた3つの費用要因花関して、より詳しい検討がなされ

る必要がある。特に、 TN・らにおける交通と通信の役割分担の問題が重要で

あろう(例えば、 Salomonand Schofer， ] 991， Schuler， 1992，を参照)1へとの点を

本稿のモデルの中K取り込み、交通と通信、あるいは都市間交通と都市圏内交

通の問の相庄作用を検討する必要があろう。

また、乙のモテ.ルの動学:化も興味深い問題である。交通 ・通信条件の変化K

伴って、支胞の配置される数やその立地も変化するであろう.ただし、本章の

モデルは企業が支庖配置を一斉K変化させる ζ とを想定している。現実には、

支J占は順次少しずつ配置されたり廃止されたりしていくものであるが、そのよ・¥
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うな逐次的な守JtI1決定には、日野(1983b)のような、個々の支庖を企業が都市

システムとは独立に動かせるような月11のモデルが必要になるであろう。

最後に、2.2.で触れたPred型都市システムモデルへの一般化の問題を挙げて

おきたい。 ζれは具体的には、現実の企業によく見られる複数本社制や同一企

業の支席問相互のネットワークをどう扱うかという問題をも提起する。地域間

ネットワークを考慮した立地モデルの例としては山村(1977)が挙げられるが、

ζのモデルは製造業を前提忙しているため、市場塑の考え方がない欠点をもっ。

また、本稿では本社一支胞の2段階のみを考察したが、実際の企業組織は3段

階、4段階…の多段階組織であり、支庖問にも質的 ・量的な格差が存在するな

ど傾雑である。最終的Kは、最適支!苫「配置JK留まらず、最適な企業の空間

的組織の「デザインJtcまでモデルを発展させていく必要があろう。

[付記] 本章の図の作成K際しては、京都大学工学部土木工学科助手の秀

島栄三先生の御協力を頂きました。記して謝意を表します。

、
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第2章 註

1 ) Pred( 1971 )、 pp.17卜176，参照。

2 )工場立地において、本論文と同様な分析を行なっている研究として、

Gough (1984)がある。 Goughの研究では、牛乳や自動車整備工場のような、

多数の住民に供給するためK概数の工場を持つ業種の立地が考察されてい

る。その考え方は、本社とのコミュニケーションコストが含まれていない

他は本阜のモデルとほぼ|百lじと言ってよい。

3 )製造業企業に対象を限定するのは、他の業種の場合には市場が園内の特

定の地方に片寄る ζとが多いためである。逆にいえば、営業範囲が園内全

域に及ぶ企業(例えば、大手建設業や都市銀行など)であれば、非製造業で

も本章のモデルは適用できる。

4 )言うまで・もなく nは自然数であり、厳密には微分を行うために必要な関

数の連続性の仮定を満たしてはいないが、関数の増減及び極値を解析的Lζ

求めるためには、微分を用いて l次及び2次導関数を計算するのが最も簡

単かっ一般的であるので、本論文Kおいても ζの便法を用いる。

5)乙の点について説明を与える。ただし以下のような説明は、 nが本稿の

ようlζ向然、数である限りにおいて有効である。 n番目の支J占と本社の問の

距離を '"とすると、 r(n)は次のようK表される;

" 
"(11) = 1 1] /n (N-l) 

] I 

ζのとき、 r(n)わ・(11+ 1)の大小関係は式 (N-l)より;

11 n. I 

([Ij In)ー|以1(n + 1)1 (N-2) 
jマI J I 

の符号によって判定される。式 (N-2)を計算すると、その分子は;

n 

工1)-111州 (N-3) 
) I 

で表される。行うまでもなく、 ζの式 (N-3)の符号はnの値に依存するの

で、 r(n)が単調減少関数、すなわち r(n)> r(n +りであるかどうかは一概に

決定する ζとはできない。
.色
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6)たたし.後の数値例を見てもわかるようK、m (n)及び，.(n)は必ずしも

負忙な月ない。

7 )ζのとき同時忙コストの値も決定されるが、本章では立ち入らない。

8)乙のような見解をとっている例としては、国土庁(l989，pp.48-49)を参照。

g) Beckmann、p.245、参照。

10)乙ζて、 riランクK支I占が立地するJというとき、 iランクに「該当す

る全都市J~t支同が立地している状態を意味する。なお、 ζζで本社と同

一中心地K立地する支j古をどう倣うかという問題が生じる。現実の支j苫配

置を考察する降、には、 ζれはかなり大きな比重を占めるが、本論文ではと

れを無視して論を進める。

J I )ただし、本社がl割安管轄する市場閣で・の対市場コミュニケーションコス

トは本社K帰属する、すなわち本章では考厳しないものとする。

12)ζの場合Kは、 Cとらが単調増加関数で、九のみが単調減少関数にな

る。その点において、式 (20)は式(1りとは異なっている乙とに留意された

。
、、.

-euw 

13)そのような問題を解くためには、オベレーションズ ・リサーチにおける

立I世一配分モデル(location剖locationmodel )を利用するのが有効である。乙

のモデルと中心地理論との関係については、石崎(l992)を参照されたい。

14 )本章ではまず IIを求め、その次に iを求めた。乙れは説明上の手続きと

してそのよう忙したのであって、必ずしも ζの順番で決定しなければなら

ない、ということを意図しているのではない。

15 )情報の価値は、元来事後的忙しか計測できないため、その経済計算は極

めて難しい。そのため、現実的には、個々の情報の「価値Jを分析するの

ではなくて、情報化の指標として全体的な情報の価値をとらえる研究K留

まらざるを得ない。広松・大半(l990)を参照。

16 )乙れらの論文では、情報輸送手段としての交通と通信を比較し、通信が

必ずしも万能の情報輸送手段ではないととを指摘し、問者の代替効果のみ

ならず補完関係にも注意を喚起している。

、
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第3章工場立地とオフィス立地

一情報コストを考慮した場合の両者の相互関係ー

3. 1. はじめK

今日、中枢管理機能としてのオフィス1)の立地が重要視されるのは必撚と言え

ようの ζ乙でのオフ fスの役割は、情報を収集し、その情報によって他の諸機

能を統括し、企業全体の意思決定を行なうととにある。しかし従来のオフィス

立地研究は、現在K至るまでオフィス立地の実態を記述的 ・統計的に調査・説

明するものが主流であり、それらをより演縛した理論モデルの構築にはあまり

重点、がおかれなかった。

最近の理論的研究では、主Lζ者I~市車歪済学の領域で、 Kutay (1986)，0包加dF吋ita

( 1993)等が住宅守.地と共にオフィス立地のモデル構築を試みている。乙れらの

6形日立、その中LζオフィスK通勤する労働者が居住する都市閣を分析している。

他方、生産立地の立場からは藤本(1993)が、企業内部の各機能間の立地牽号l

kついて考察を行っている。藤本はオフィス部門K関しては直接分析をしてい

ないが、企業内に関わる「情報的要因JR:着目し、 「フェース ・ツー ・フェー

スによる情報jを得るための各部門の集積について、グラフ理論を用いて分析

を行っている2LCの考え方は本章におけるそれとも共通している。

本章では、オフィスー工場の2部門の立地を、最も単純な線分上の立地モデ

ルで検討する。複数部門をもっ企業組織の立地行動に関する理論は、 Weber(19 

09)の工業立地論にまで遡る乙とができょう。 Webcrは、輸送費・労働費・集

柄の各立地因子が工業立地Lζ放ぽす影響を明らかにした後、生産部門が物理的

lζ分割し得る場合の立地の一致の条件と、その各生産段階の立地について考察

している。立地の一致のための十分条件は、第 l段階Kおいて原料重量が滅煩

しないか、第2段階において生産時比大量の重量減損が生ずるかのいずれかで

ある。実際の生産においては、第 l段階で原料の重量は減損し、第2段階では

部品を組み立てるというのが一般的であるから、 Weberは、 「生産が技術的に

分割可能なとき、それが単一の立地で行なわれるのは例外であり、複数の立地

lとわかれて行なわれるのが普通で・あろうJ(Weber， S.169)と結論している。

しかし 円制的1(1928)， lsard (1956)が指摘しているように、 Weberの分析で 、
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は、生産要素間の代替可台回全が考慮、されていない。 Moses(1958)はζの点を考

厳し、新古典派的立地モデルを構築した。しかしながら、 Mosesの分析は2次

元空間上ではあまりに地象的であった。そ乙で単純化のため、 2次元空間を線

形の空間lζ置き換えた研究が進められた。その過程で、線形空間上において、

最適立地点は線分上Lζはない、言い換えれば、線分の一方の端点、すなわち市

場または原料が生産される原料地に決定されることが S法ashita(1967)， Mathur 

(1979)， Eswaran， Kanemotoand Ryan (1980)によって証明された。以下乙れを

「端，有定理J(endpoint theorem)と呼ぶζとにする。ζの定理が一度証明されれ

ば、江地の選択肢が強く限定されるため、最適立地問題は極めて単純になる。

Cの定理を穣数施設の立地問題に拡張し、その相互の位置関係の分析に適用し

たのが Sakashita(1980)である。乙の論文では、 Sakashi也 (1980)は原料地(輸入

港)かち市場までの問't2段階の工場が立地する場合を考え、 「エネルギ一価

格の上昇jが原料価格や輸送コストを引き上げた際花、どのような立地上の影

響が現われるかを比較静学的に分析している。本意でもζれにならい、近年の

交通及び通信コストの低下がオフィスと工場の立地にいかなる影響を与えるか

を分析する。

本稿の構成は以下の通りである。まず3.2.ではモデルをあ示し、問題の輪郭

をより明石盤ζする。 3.3.でその陪胞を利潤最大化払喰Eとして定式化し、 lオフィ

スと l工場の場合の端点定理を証明する。 3.4.では考え得るオフィスと工場の

立地の組み合わせを検討した後、交通 ・通信コストの変化が立地にどのような

変化をもた句すかを分析する。最後~c3. 5. 'Cおいて全体の総括を行なう。

3.2. モデル

肉3-1のように、市場 K と原料地 M を結ぶ長さ lの線分上に、オフィス

0と工場 Vがそれぞれ立地している。

関3-1 モデル

、豆とご7乙ノ
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Kから 0及び Fまでの距興住をそれぞれ x，yで表す (0豆x，y孟1)。オフィス

は市場とのコミュニケーションによって情報を収集して意思決定を行なう。そ

の決定は伝達情報としてて場との問でやりとりされ、工場はその情報をもとK

原料地から得られる原料を加工して 1種類の財を生産し、その財を市場に出荷

する。と ζでの情報及び原料・製品の流れをまとめると図3-2のようになる。

図3-2 情報・原料 ・財のフロー凶

f書留としての
1m場構額 五ll!b書室

K"'" .. 0 二三 p.... ・---1¥1
#1 原判

3下)情報告ftf~~Cおける両方向の矢印は、両方の剖T初Eらの
J ミュごケーションの存{上を示す，

情報を生産のための一種の原料として扱えるならば、乙の問題は生産段階が2

段階K分割された工場立地問題に帰着する。乙のモデルが Sakashita(1980)の

モデルと異なる点は、 Sakashitaのモデルでは2つの工場が市場と原料地の間K

ータIIKつながっているのに対して、本章のモデルでは図3-2のようにそれぞれ

が平行になっている ζとである。

ζζで、企業にとってのオフィスの役割Kついても明らかにしておく必要が

あろう。本章ではオフィスの目的を、市場動向を調査し、市場のニーズK応じ

て、財を少しでも高い価格で販売するととであると仮定する。ととで重要なと

とは、乙のオフィスの機能は市場の「完全競争Jの前提と矛盾する、すなわち

企業はオフィスの情報収集を通じて戦略的に財の価格を操作できる不完全競争

の状態にあるというととである。本章で、 Sakashitaちが行っているような「費

用最小化J問題の分析を行なわないのは、 費用最小化が意味を有するのは生産

量及び価格が所与である完全競争ないしは独占の場合であり、価格が変化する

場合には無意味であるためである。

以上の点を考慮、して、ヰ1I潤を最大化する市場情報量 i、及び x，yを求める。

ζCで、 i> 0でなければならない まず利潤を最大化する iの l階の条件を

求め、次Lζ包絡線定理を用いて、 iの l階の条件を満たすれyの l階及び2

階の条件を求める。 Cのとき、全ての x，y ~C関して、手11潤関数 π (i， x ， y) の、、
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2大導関数が (0，1)の|メ.間で常R:ll:であれば、端点定理が証明された乙とにな

る。

*11潤関数は次のように定義される;

π= P(i)' }?-{(C(i) + fx)・i+ t・Iy-xl・μi+(l-y)'h+yg} 、‘.，
，

e
E
-
A
 

，a・、、

ただし、 P(i ) :収集した iを用いて生産される製品の i単位当たり価格、

~ :製品生産量量3)、

C (i): iだけの情報を収集するのに要するコスト、

r :市場ーオフィス問の情報の単位距離 ・数量当たり伝達賞、

I :オフィスー工場開の情報の単位重量・距離当たり伝達費、

μ : i 1単位から「生産Jされる情報の量で表した情報の変換率、

h :gだけの生産を行なうのK必要な原料使用重量、

を表す。この (1)式では有辺の第 l項が企業の収入(①)で、第2項以下が各部

「官!の輸送刊を表し、ノ王から}I慣に市場→オフィス(②)、オフィス→て場(③)、

原料地→工場(④)、工場→市場(⑤)である。ζの①ー⑤に関する仮定は以下の

j借りである:

①:収入=価格×生産増、という形は定義どおりであろう。しかし通常と異

なり、価格は Rではなく iR:依存している。 ζれは上で述べた、本章におけ

るオフィス活動K関する想定に起凶している。収集する情報量を増やすととK

よって、企業は製品をより高い価格で販売するととができる。乙のζ とを踏ま

えて :

P (i) > O. P (i)三O (2) 

を仮定する。 (2)式は、価格操作の効果は iK関して逓減するととを表す仮定

である。

② :Cは i~C依存する。本稿では、情報収集コストは i 'C関して逓婚する

と仮定する。す なわ 句.、、

-48-



C (i) > 0， C (i)と() (3) 

である。本章では輸送質問視(は全て線型であると仮定するため、本橋では fは

JEの定数で-あるとする。乙乙での「輸送費Jは金銭的な運賃だけではなく、交

通時間なども考鳳された「 一般化賞Jl1Jであると考える。

③: 1もまた正の定数であり、その偵は通常fとは異なっていると考えられ

る。μもまた正の定数と仮定する。すなわち、工場とオフィスの問で伝達され

る情報の電と iの!開花は正比例の関係がある。

@:原料の単位毛足・距離当たり輸送費は lであると仮定する。 hもまた定

数であると仮定し、 h>gとする。原料価格は単純化のためOと仮定する。

⑤:製品の単位重.量・距離当たり輸送費もまた lであると仮定する。

3.3. 最適立jlu

本節では、最適.flJ湖水準 π彬を計算し、端点定理を証明し、その上で考えら

れるオフィスと工場の立地の組み合わせを比較する。まず、 πが最大になる i

の値を求める。その必要条件は 4};

九 =P (i). g -C (i ) -C (i)・i-向一μ1Iy -x 1='0 (4) 

が成り立つζとである。 (4)式を満たす iをけで表す。最適解のための卜分

条件は、 πの2附の条件が負忙なる ζ とである。 (4)式を x及びyで偏微分す

ると i被号!司j帳、以下同様]; 

i電*= (f +μI)/R (5) 

i f=土い 2，2 I R (6) 

tct.どし R= P (i *) • J.: -C (i勺・i牢-2C(i牢)

-49-

、
-‘ 



で表される。 πの2階の条件より、 R <0である ζとは明らかである。以下、

π本 =π(i*)であるとする。

次Lζ、x，y~ζ関する π 市の l 階. 2階の条件を求める。 1階の条件は、 (4)，

(5)式より;

πブ = P (i 本)・ i~ *・I?-(C (i牢)・iA申 +f)・i申ー (C(i申)+ fx)・i..* 

ーμtIy-x I・if土 I..Ili虫

=一({+μI )・i*

のようK計算される。 2階の条件は (5)、(7)式より;

πH*=ー({+ド1)21R>0 

と求めちれる。

同様'c.)' R=関する i階の条件は;

π、世 =+μri* + h -8 

であり、 2階の条件は;

π3.v*=士μfif=一μ"21R > 0 

である。

(η 

(8) 

(9) 

(10) 

(8)式と(10)式より、端点定理は証明された.従って、次の定理が得られる :

定理 i 手lIi間関数が情報の量K関して凹であれば、オフィス及び工場はどち

らもいずれかの端点K立地する。

ζのとき考えられるオフィスと工場の立地の組み合わせを (x，y)とすると、."， 
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それは2部門と 2つの端点、の存在比よって、 4通りに場合分けする ζとができ

ょう。すなわち、(1)式に (x，y) = (0，0)， (0，1)， (1，0)及び (1，1)の値をそれぞ

れ代入するのである。そのとき、 (4)式Kよって、 iの値が立地 (x，y)によっ

て変化する ζとに注意しなければならない。以下では、計算の単純化のため。

P = vi， C=川(¥1> 0， w > 0)と仮定する。 Cのとき、 (4)式よりけと x，)'の

問には;

i * = (¥1，1( -.fx -μIly -x 1)/2w 、‘
.，
，

l
 

i
 

，，t
、

という解が得られる。 (11)式を(り式K代入すると、利潤関数 π(i*， x ， y)の最

大値は、各々のvJtl~~c関して;

(x ， y) = (0，0)の場合、

π(明 12wI 0 I 0) = (v 2g 2_ 4 wh )1 4 ¥v ( 12) 

(x，y) = (0，1)の場合、

π((vg -μt )/2w， 0， 1) = ((vg -μt)2_4wg)/4w' (13) 

(x ， y) = ( 1 ， 0)の場合、

π((明ー/-W)/2w，l，O)=((vg-W)2てr2-4wh )/4w (14) 

(x ， y) = (1， 1)の場合、

π((¥宮一f)/2w，) ， 1) = (vヤ2-f2-4wg)14w (15) 

と整理できる。

問題はζの4通りのうち、どの立地が最も望ましいかである。これは各パラ :¥

p
h
u
 



メーターの備によって変わってくるが、その詳しい検討は付論で行なう。しか

しながら、 「望ましくなしリ立地の組み合わせが存在するととをあらかじめ示

しておくととは必要であろう。(14)式と(13)式との差を計算すると、てf2_4w

(h -~) < 0が得られる。Cのζ とは、(1， 0)の組み合わせはいかなる場合におい

ても最適な組み合わせたり得ないζとを示している。よって、次節では (1，0)

の組み合わせは考慮、しない。

3.4. 交通・通信コストの変化の立地パターンへの影響

次の課題は、他の3つの場合がそれぞれどのようなときに選ばれるのかであ

る。本節では、情報の伝達コストのパラメーター f，tの変化が立地にどのよ

うな影響をもたらすかについて検討する。

言うまでもなく、選ばれる立地は (0，0)、(0，1)、(l，1)の中で最も利潤の大き

いものである。(12)、(13)、(15)式に関して、互いの差を計算すると、最も利潤

の大きい組み合わせはiヌ13-3の f-1軸上K示されるようなものK帰着する(詳

細は付論を参照)。

凶3-3か旬、次の定時が得られる:

定理2 J主売に関する情報の単位当たり伝達コスト (1)の値が十分に減少す

ると、 オフ tスと工場は分離して立地するようになる。他方、市場

条件K関する情報の単位当たり伝達コストぴ)の値が増加するとき

には、2つの場合がある t< vg Iμ なちば、オフィスと工場は分

離して立地するようKなる ;反対に、 t> vg Iμsならば、オフィス

と工場は同 ー地点K立地する。

更に、図3-3から次の補題が導かれる:

補題 1 tが十分に小さければ、オフィスと工場は fの値に拘わらず分離し

て立地する。

機!!2 財の輸送コストが情報の伝達コストと比べて相対的に小さくなると、 λ
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オフィスと工場は市場に集中する.

B<13-3最適な立地の組み合わせ

f 

(0， 1) 、.y
o
H
V
 

A
O
 

〆'園、

"g 

(1， 1) 
。

/~ 

vg -V" g -4w (h -g) 
μ 

上の定理及び補題の応用として、 fむをそれぞれ旅客交通の運賃率及び電

気通信の料金率だと考える。乙のとき、我が国のような先進国において、情報

の輸送環境がオフィスー工場立地にどのような影響を与えるかが考察て'きょう。

光ファイパーなどの技術革新や電気通信企業問の競争によって、fの値は低下

しつつある。定理2tcよると、乙のような低下はオフィスの市場指向をもたち

す、すなわち、(1， J)より (0，J)を指向させる。 f も rと同様に交通の技術革

新Kよって低下していると見ると、オフィスと工場が原料地K集中するという、

我が国の現実と矛盾する結果となる。しかしながら、所得水準の上昇に伴い、

時間価値は t昇しているので、.ftc関してはあまり低下していないと考えるこ

ともできょう。そうであれば、 (0，J)や (0，0)も選択され得る。 (0，0)と(0，1) 

のどちちがより指向されるかは、 tの値K依存する。 tが卜分小さければ、補

題 lかち分離立地(0，1)が選ばれる。今日の我が国の企業の大半がオフィスと

工場を分離して立地させている事実はめ、工場Kおける情報技術の進歩による '"，
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電気通信コストの低下と、オフィスにおけるフェイス ・トゥ・ フェイス・コミュ

ニケーションの重要性を示すものといえよう.補題2において、 (0，0)は財の

運賃率が fとI~cltべて小さくないためK選択されるのである。

3. 5。おわりK

本章では、情報収集・意思決定機能としてのオフィスの立地を、線形空間の

中で、工場立地との関連において分析した。その結果、工場とオフィスの而方

について利潤最大化モデルの中で端点定理が成立するとと、更に オフィス

一工場開の通信コストの低下は、市場一オフィス問の交通コストが一定であれ

ば、オフィスの市場立地を促す傾向があるζとが明らかになった。

藤本と同様、本章の分析は、オフィスー工場の立地花関して、企業内の各部

門間の相互関係の観点から説明したものである。従来の研究は、オフィス問の

経済的集積によってオフィスの立地を説明しようとしている。しかしながら、

屯地の相互関係は集積より重要であると思われる。例えば、東京には大企業の

本社が集積している。しかし、なぜ東京K集積するのか?集棋を指摘するとと

はたやすいが、それだけでは真K立地を説明した乙とにはならない。 rどζLζ

集積するか」という問題には、まだ何も答えていないからである。

今後の研究課題としては以下のようなζ とが挙げられよう。第ーに、情報輸

送コストの問題がある。 r情報Jがいかなる手段で輸送されるかについては、

本論文では「交通Jと「通信J~c大別し、それぞれ市場一オフィス 、 オフィス

ー工場問の輸送に特化して利用されるものと仮定した。しかし実際には、どち

らの部門にも交通と通信の両方が利用されるであろう。乙のとき、 2つの情報

「輸送jモードの選択は、言うまでもなく輸送コストに大きな影響を与える。

また、本論文では交通・通信ともに線型輸送費構造を仮定して分析したが、現

実Lζは輸送費構造自体が線型ではなく 、しかも互いに異なるであろう。交通

一通(言のモー ド選択に関しては、いくつかの研究が実証的・理論的忙なされて

いるが(例えば、 Solomonand Schofer， 1991， Schuler， 1992)、それと立地との関係

まで視野にいれていく必要があろう。

更に、本論文では情報を価格操作のためだけに利用したが、実際には多様な

情報があり、それぞれ生産過程の中で果たす役割は異なっている。情報が販売:¥

aq. 

p
h
d
 



立の増大や生産コストの低下に結びつく場合などKついては、また男11のモデル

か必要になろう。

，大Lζ、本論文では1司一企業Kおけるオフィスおよひ工場はそれぞれ lつずつ

K限っていた。しかし実際には複数の、機能において異なるオフィス ・工場が

存在している。 ζの問題は複数の情報源・原料地を導入する立地「多角形Jへ

の拡張とは次元が異なり6)、むしろ生産段階そのものがより増加・複雑化し、

各段階がそれぞれの立地条件を満たす地点K牽引されたものと考えるべきであ

ろう。それがあくまで単線的K進行するのであれば、モデルの機械的な逐次適

用で対処可能であろうが、組織がネットワーク状になってきた場合には、また

新たな展開が必要になろう。

最後に、市場を(Weberが行なったように)r点Jと仮定したζとも、ある程

度正当化できるとしてもなお修正の余地があろう。それは単なる(財の)r市場

地峨」の概念、に留まらない。それ以上に、情報を収集するオフィスの市場圏=

テリトリーの考慮が必要忙なる。市場が各オフィスのテリトリーに分割されて

いる場合ηには、本論文のモデルも、かなり修正を必要とするであろう。第2

章て試みたような、中心地理論に基づくオフィス立地の研究は、乙の点を重視

したものであり、本章における分析と対をなすべきものと言えよう。

第3章付論 4つの立地パターンの組合わせにおける利潤の差の計算

(12)ベ15)の各式と、 i> 0という制約のもとで、実行可能な立地の組み合わ

せは図3-AIの f-(座標上K表されている。

i > 0が満たされなければ、その組み合わせは選択されない。図3-Alより、

3.3.て示したように、 (1，0)が選択されないのは明らかである。 (0，1)が選択肢

かち排除されれば、次善の状態として(1，0)が選択されるという可能性はある

と考えるかも知れない。しかし図3-Alより、 (0，1)が排除されるときには、

必ず (1，0)が選択肢から排除されるのである。従って、 (1，0)は決して選択され

ない
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同3-Al 非負情報酬際]を考癒した場合の実行可能な苛自制Eみ針〉せ

f 

vg 

。

(12) ， (13) 

(12)， (13) ， 
(15) 

(12) ， (13) ， 
(14) ， (15) 

vg 
M 

次花、 (12).(13)，(15)式の差を計算すると:

(13)ー(12):μう2-2vgJ.l(+ 4w(h -g) 

( 15)ー (12):てf2 + 4w (11 -g) 

( 15)一(13):でr2 + 2vgμ( -μう2

(12) 

(12) ， (15) 

(A・1)

(A・2)

(A・3)

式が得られる。(A-り-(A-3)式の符号Kよって、どの組み合わせが選択されるか

が決まる。もし (A-り式が f-(座標上のある領域において正であれば、 (0，1) 

は(0，0)より多くの利潤が得られるので、 (0，1)が(0，0)に比べて選択される。

同様に (A-2)カ症であれば、(1，1)が (0，0)より選好され (A-3)がEであれば、

( 1， 1)が (0，1)より選好される。各組み合わせ間の利潤の大小関係は、図3-A2

のr-( 座標 t~ζ表されている。図3-Alの制約条件を考慮すると、立地の組

み合わせば最終的~C3. 4.の図3-3のよ うに決定される。
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同3-̂ 2 f-I座標よKおける立地の組み合わせの各選択肢K関する利潤の評価

fij13;|(12)〉(13)〉(日)

(15) 

(13) > 
(12) > 
(15) 

(15) > 
(13) > 
(12) 

(15) > (12) > (13) 
(15) > 
(13) > 
(12) 

。
/ 

v'g --，J， g -4w (h -g ) V'J! +~ J! -4w (Il-J! ) 

以

2vg 
ド

註) かっζ内の数字は、本章Kおける等式の番号を示す。
不等号(時>(b)は、(a)が(b)より利潤が多いζとを示す.

なお、凶3-Al及び図3-A2で表されているように、 f=vgが f=2(w・(h-

}?))112より大きいかどうかは明らかではない。図3-A2ではfが tより大きい

と仮定しているので、 (0，0)と(1， 1)の間の境界線が f= vg になっている.反

対の場合には、分析の概要は変わらないものの、境界線は f=2(w・(h_g ))112 

kなるの

、

守，，
F
h
l
u
 



第3章註

1 )第2章における「オフィスJは、企業の本社より支庖の立地を重視して

いたため、販売機能はその他の管理機能と不可分のものであった。しかし

本章のオフィスは、中枢管理機能に特化しているもの、具体的には本社機

能を想定する.

2 )藤本は、実際の立地分析の対象として機械工業をとりあげ、その特徴の

lっとして、工業の生産形態に着目し、石油化学工業のような装置型産業

が「見込み量産Jをとるのに対して、機械工業が「注文生産J形態をとる

場合が多いととを指摘し、 fc.の生産形態は研究開発、設計、製作が緊密

に連絡をとらねばならないととが多いJ(p，136)と述べている。との指摘の

現実適合性K関しては、第5章を参照。

3)本章では、計算を単純化するため Rは常に一定であると仮定する。言う

までもなくとれは非現実的な仮定であるが、情報の効果を明らかにするの

が門的である。

4)以下、 π及び i~C関しては、その l 次及び 2 次偏導関数は、微分する変

数を下付きの文字(2次偏導関数K関しては、文字が2つ並ぶζと忙なる)

を付けて表す。

5)言うまでもなく、今日の日本のような国で、乙のような分離が生じる理

由は、原料よりむしろ労働であろう。しかし労働投入をも lつの「原料J

とみなせば、本章の分析の意義は依然として残るであろう.ζの点に関す

る実証的な研究として、国務11(l989)を挙げておきたい。田湖|の研究では、

立地条件(地域間分業を産み出す要因)として地価と労働費(の格差)をとり

あげ、我が聞における製造業企業が東京に本社を置き、工場は地方K置く

という地i或問分業が見ちれる乙とを指摘している。

6) f立地多角形」への拡張については、 Eswaren，Kanemoto and Ryan (1980) 

を参照。

7 )とれは市場を概数企業によって分割するケースではなく、 lつの企業が

惚数のオフィスをもっている場合の問題である。
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第4章日本の支庖立地

本章および次章では、前章までの理論的分析を踏まえて、我が国の企業の中

炉管理機能の立地について分析する。本章では、中枢管理機能のうち、 l企業

においてもその空間配置が重要になる f支庖」の立地について、全国的活動を

しているものと考えちれる製造業企業K絞って考察する。 4.1.では製造業の業

種特性と支!占配置政策の関わりを考察し、 4.2.では支庖配置の地域別比較を通

じて企業の立地政策の法J=!1]性を確認する。

4. 1. 製造業Kおける業種間比較

4. 1. 1. はじめ托

下情報化社会」と言われる今日、経済活動に占める情報の比重は日に日に高

まっている。乙のζとは立地論においても、 「広範囲な地域を対象に活動する

戸大組織を統括・管理する機能J(西原、 1992、p.221)としての中枢管理機能

の立地への関心が高まってきたζとに男.てとれる。本節の目的は、今目的課題

とも言うべき ζの中枢管理機能の立地に関して、表題K掲げた「日本の支庖立

地Jを分析する乙とかち考察を加えるととにある。特児、一国全体規模での支

庖立地の空間的特徴の検討に重点をおく。

中枢管理機能として通常あげられるのは本社機能であるが、中枢管理機能を

「生産 ・物通K関わらない、企業の全体的もしくは地域的意思決定に関与する

部門」と解釈するなら、支庖機能もまた中枢管理機能であると言えようlLま

た、本社立地ではその集積の問題のみが扱われがちであるが、支庖立地ではそ

の業種の特けによる立t~l. ヒの特徴が現われやすい。更に、本社一支!苫という企

業の階層的関係がもたらす問題も、支庖立地を考察するうえで興味深い課題で

ある。 ζのような理由か句、本章では、 (全国を市場Kもつ)製造業の支庖展開

を考察する ζと比する。

また、支出立地の問題は、それ自体としてよりもむしろ卸売業の立地のなか

で披われてきた。その中Lζは本稿における分析と相通じる論点をもつものも見

受けられる。特に末端の支!占の果たす憐包の大半は販売業務であるから(富田、 λ
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1985、pp.25-27)、そのような形での支庖立地への接近は決して無意味ではな

い。しかし、卸売業と(製造業の)支庖の違いとして重要なとととしては、前者

Kは物流部門が不可分に含まれる点がある。また、例えば造船業のように、支

庖が直接顧客と取引するケースも少なくない.そのため、支庖=卸売機能、と

いう図式は常に成り立つものではない。

4. 1. 2. 謝査の対象と方法

都市システムと企業の支庖立地の関係は元々相互依存的なものであって、都

市システムK影響を及ぼすのは支j苫立地だけではない.そζで本論文では、都

市システム、そしてそれを単純K序列化した都市ランクを、商業活動や行政機

関の立地によって、支庖立地とは独立に決定されるものとする。

その際の問題として、まず「都市Jの空間的範囲の決定がある。通常の行政

区域が必ずしも都市の経済活動と合致しているとは限らない。そのため「都市J

から、より経済の実態にあわせた「都市圏Jへの拡張が必要となるが、乙れは

何らかの滋見的基準Lζ拠ちなければ正確な分析にならない。そ乙で将命文では、

乙の都市問を原則として日本電信電話会社(NTT)の市内通話領域(MA)に準

拠して定める九 MA設定の条件は、 NTTの規定によると「社会的経済的諸

条件、地勢及び行政区画を考慮して通話の交流上概ね一体と認められる密接な

関係にある地域Jと定義されている(吉田、 1994，p. 57)。そのため、 MAのエ

リアは、大都市闘では実際の交流範囲3)より狭いものの、 3大都市圏以外の県

庁所在地のような地方都市においては、行政区画上の「都市」より少し拡張さ

れた「都市圏Jをほぼ反映していると考えてよいであろう。乙の設定の積極的

根拠は、その区域内での(電話による)コミュニケーションコストが最小になる

ζと、すなわち、 (中心都市の)都心部との情報収集簡での立地条件がほぼ等し

くなるζとである.

次Lζ乙のMAtc以下のようにランクを設定する。とのとき、都市ランクが企

業の経済t掛と直駒〉関係をもたないζとが本章の目的のためには重要である。

ζζではデータとして人口 (p)と小売吸引人口(M)の2つを用いる九ただし

使用するのは、市内通話l琶j内で最も小売吸引人口の多い都市(=中心都市)の都

市の値のみとする。まずMの値を 21音し5)、そとからPの値を差し号lく.とれ 、、
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によ って、人口K比べて商業機能が充実し、小売吸引人口の多い都市が高く評

価される乙とになる。そしてその値に、都市の中枢機能としての行政機関の逗

要性を反映させるべく、 「行政機関立地パラメーター (G)Jを掛ける。 ζれは

表4-1の20の行政機関崎}のうち当該都市閣に立地している機関数(g)の割合K

lを加えたものとして計算する。

表~-l g (C含まれる行政機関

国の(出先)機関…(19)I給担割引公正取引委員会.警察庁管区警察局.

総務庁行政監察局 (3)

法務省|法務局.地方入国管理局 (2)

大j蔵省財務局，税関，国見局 (3)

厚生省|地方医務局(1)

農水省|地方農政局，食糧事務所 (2)

通産省|通商産業局(1)

運輸省閣制.航空局 (2)

郵政省|郵政局.電気通信管理局 (2)

労働省|労働基準局.中央労働委員会地方事務所 (2)

建設省|地方建設局(1)

都道府県庁…(1)

註) ()内の数字は機関数を表す。

資料: r行政機欄羽J1992年版. w行政機関等ガイドブック』平成3年版より作戚

以上をまとめて、都市総合指僚Rを;

R = G x (2M -P) ただしG= 1 + g /20 

で定義する。

表4-2は、上の式によって計算した「総合ランクJを人口ランク ・小売(吸引

人口)ランクと対照させて、それぞれ値の大きい11慎K並べたものである(ただし

中心都市の人口が10万人以上の都市閣のみ)。乙のランクの特色としては、人

l寸ランクと比べて、例えば高松のような広t揃守な地方中級都市がその商業 ・行

政機能の故K札幌 ・福岡 ・広島7)・仙台などの地方中枢都市に次ぐ高いランク 、、

n
n
u
 



表~-2 人口ランク・小売ランク・総合ランク
守ンう 人口 小売 串，1山、i/L、3 7ンヲ 人口 小売 主小公bfE3 k ?ンク 人口 小売 l，Lbb/u k 7ン?人口 小売 串i!奇bb fEk 3 

l 東京 東宗 東京 39 泊111 福1I1 富山 77 清水 松~ 下側 115 小11J 木史津 伊勢
2構?昇 大阪 大阪 40 旭JII 水戸 宮崎 78 加古川 高槻 厚木 116 鳥取 1聞耳、 高槻
3大飯 術j兵 名古屋 41 いわき 関 Y員 前橋 79 高崎 小間際 十公江 117 悩工 太田 ?!1小牧
4名古!歪 名凸属 検J兵 42 高槻 ftl~JJ 翻剖 80 樹尚 佐賀 l制崎 118 太問 i自11 伊件
5札幌 札幌 札制 43 奈良 いわき 割引l 81 水戸 枚方 長岡 119 新座 上岡 小IIJ
6神戸 神戸 問問 4~ 膝沢 那覇 藤沢 82 久留米 停木 盟問 120 訟原 今治 鎌倉
7京都 京都 広島 45 長野 富山 福J1: 83 富士 長岡 帯広 121 新居浜 小山 酒田
8福附 福岡 (I~tî 46 豊橋 長野 青森 84 |臥JI2'Gl 市l県 弘前 122 延|制 倒坂 足利
91 JII崎 広島 神戸 ~7 高校 秋岡 福山 85 呉 一宮 越谷 123 米子 大牟問 桐生
10 1tJt州 仙台 京都 48 豊田 徳島 相 86 沼津 富士 大垣 124 ~ß城 山口 石巻
11 広島 ~LJ11'~1 熊~ 49 富山 柏 山形 87 釧路 熊谷 ，偽取 125 各務原 桝生 メ11谷
12 M巾 川崎 北九州 50 高知 宮崎 松戸 88 府中 上浦 釧路 126 上腿 伊勢 八尾
13 千葉 千葉 高校 51 RI~ 11 前借 いわき 89 円守. 1宅 富士 127 別府 別府 別府

14 堺 熊~ F葉 52 那甑 豊矯 高崎 90 宝塚 釧路 高|制 128 上浦 石巻 大牟閉
15 熊本 附111附1I1 53 開館 胞川|栴if鄭鼠 91 甲府 帯広 丙宮 129 桝生 新居浜新居浜

16 開1I1開兜島鹿児島 54 岡崎 青森 倉敷 92 校本 弘前 円守 130 11口 宝塚 延岡
17 i兵枕 船橋 新潟 55 十自 所沢 川口 93 小問昨;春円JI'*+ 131 背侮 小問 八代
18 健児島 t尉公 川崎 56 所沢 川越 堺 94 l宇木 }JU占J11 市j京 132 瀬戸 延岡 岸和問

19 桐側炉、 堺 舎t尺 57 川越 八王子 久留米 95 調布 武蔵野八王チ 133 木更津 メl俗 北見

20 船橋 新潟 +公tll 58 秋問 高崎 福島 96 岸和問 円守 一宮 134 正寸』、m 府中 岩田

21 新潟 的 I1 大宮 59 青森 四日市 佐賀 97 長|尚 清水 五頃聖T135 石巻 j薗田 伊朔奇

22 静岡 大宮 宇都宮 60 宮崎 福井 内円市 98 伊件 高附 よ越 136 上岡 pアヲ明 凶 枚方

23 八王子 府路 静岡 61 前橋 閣制 豊橋 99 高岡 J~ 会脅※ 137 刈谷 八代 防府

24 姫路 静岡 船橋 02 越谷 甲府 所沢 100 弘前 大垣 UIJ京 138 間反 岩国 小僧

25 特ミp 宇都宮 長崎 63 福島 同館 川越 101 鎌倉 十公江 者E城 139 室蘭 北見 富士宮

26 例I1 高松 姫路 64 問円市 同宮 償須賀 102 宇治 呉 加古川 140 防1椅 調布 各務原

27 長崎 金沢 大分 05 J~ 久留水 函館 103 す部 ，鳥取 木史問 141 宮上富 各務原 室蘭

28 隊員賀 長崎 供松 66 春RJI福島 平塚 104 帯広 米チ t自11 142 会津※ 防府 小松

29 川口 大分 水戸 67 一宮 111形 旭JlI105 足利 宇部 11日 143 tlJ原 富士宮 豊川

30 金沢 市支申 岐阜 68 市原 平塚 八戸 106 佐賀 上越 宇部 144 
伊富勢田崎林

宇治 新座

31 す都宮mt鄭w， 高知 09 徳島 豊田 津 107 イ嶋 伊件 上田 145 新座 宝塚

32 倉敷 戦撤11!那蝋 70 大津 附崎 ~B:津 108 月小牧 鎌倉 今治 146 豊川 室蘭 瀬戸

33 丙宮 高知 杭敵11 71 下関 八戸 松本 109 津 都械 呉 147 岩国 費)11 府中

34 a支市 H¥.Jう 奈良 72 福n佐世僻 大津 110 立川 立川 清水 148 徳山 小訟 宇治

35 大分 奈良 徳島 73 佐世保 下関 土浦 111 大牟問会津※ t公取 149 八代 瀬戸 調布

36 大宮 川口 秋岡 74 111形 沼津
佐小田世保開

112 熊谷 汽小牧容円弁 150 小松 松原 松原

37 軒敵JJ 倉敷 長野 75 T塚 越谷 113 対亘 足利 太m 151 北見 青梅 青梅

38 枚方 藤沢 甲府 76 八戸 大津 熊谷 114 和泉 岸和問 吹川 152 伊勢 和泉 富田林

註)会津※=会津若松 153 泊岡 富岡林 和泉

資料 I都市デ タパック1992年版J (東榊封滞f報社)より作成 、、

円
J
u

n
h
u
 



忙なる反面、丙宮のような衛昼都市は主として小売吸引力が弱いため、ランク

か(吐く抑えられる乙とがあげられる。次項以降では、各ランク別の支庖立地数

を集計する ζ とで支庖立地の特色を検討していく。

次に分析対象となる企業汽ζついて述べるCとにしよう。本論文では分析対

象の企業を製造業K限定する その理由は、本論文の目的は中枢機能独自の全

図的立地行動を捉える ζ とであり、その他の産業では中枢管理部門と現業部門

が分離しにくかったり(金融・保険など)、企業の営業エリアが特定の地域に限

定されていたり(電h・鉄道など)するためである。同様の理由で、企業の規模

氏関しては、 )992年5月31日現在東証l部上場の企業汽ζ限定している。

更にもう lつの仮定として、対象企業は東京03地区(23区及び狛江市)に本社

機能を有するもの'Oic限定する。とれは対象企業の直面する「都市システムj

を単純にするためである。乙のエリア内K本社をおく企業は、ばち付きはある

もののどの業種でも最も多く、全体でも約半数(53.25%)に達している。乙と

では東京が全ての中心であり支庖聞の量的及び質的格差は考慮していない。

支出問の階層性(Hino，1984. pp.52・53)についても、本稿では検討を見合わせ、

阿部と同様K全段階の支庖を分析している。

表~-3 業種別放す象企業数

基礎食品 )3 ゴ徴金属 20 
加工食品 23 金属製品 19 
繕跡能 11 声量業機械 29 
紙 ・パルプ 14 その他機械・機械部温 9 
総合化学 9 重電 13 
無機化学 17 通信機 8 

有機化学 24 家電 ・部品 25 

医薬品 21 計測器 ・その他電機 20 

その他薬品 12 造船 ・車両 5 

石油 ・ゴム 14 自動車 17 

窯業 17 精密機械 16 

悌闘 20 印刷 ・事務機器 20 

全業績十402 

資料: r会社事業所要賢92Jより作成
、
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また、東京tc¥'/ tth.i・る支J占は本社と一体であるものとみなし、支j占として数

えない。なお、本稿では i企業Kっき l都市圏 1支J占とみなす。

最後Lζ業種[~分であるが、表4-3の24業種に製造業を分類した。分類の基準

には東京証券取引所の証券コードlりを用いている。 ζとでの業種分類は大まか

なものでしかなく 、また、コングロマリット化した企業を ζの中に分類する乙

とにも問題があるが、それでも業種別にいくつかの特徴を明ちかにしうる。

4. 1. 3. 支府vJtttの全体的傾向

以上の前提の下で、いよいよ現実の支庖立地の分析に入ろう。まず対象全企

業の支!占立地を都市毎に集計したのが表4-4である。乙の表かちわかるように、

各都市問で支府立別件数には明らかな差が生じている。おおよその悦司として、

上位ランクの都市ほど支局数が多いζ とがわかる。乙の乙とを示すために、都

市ランク順位と支府立地数順位の相関を調べてみると、スピアマンの順位相関

係数=0.85という備が得られる。

とζろで、都市ランク順位が高いKもかかわちず、相対的に支庖立地数j順位

が低い都市としては、消費機能と比べて生産機能の面で貧弱な、大都市閣の郊

外のべノドタウンがまず考えられる。そζで、 ζの影響を除去するためK、東

京 ・大阪 ・名古屋自体を除く 3大都市圏(埼玉・千葉 ・東京・神奈川・岐阜 ・

愛知 ・三重・京都 ・大阪・兵庫 ・奈良の l都2府8県)の60都市を外して同様

の計算を行なったととろ、順位相関係数は逆にO.73まで低下するという興味深

い結果が得られた。

とのζとを月1Iの角度から見てみよう。上位ランクの都市に支庖はどのくらい

集中しているであろうか。乙れを見るために、都市ランクに4つの階層R1 "'-

R4を設定する。 R1は2"'-3位(1位はROとする)、同僚にR2・R3・R

4はそれぞれ2"'-9位、 2"'-27位、 2"'-81位の都市ランクを意味する。乙の数

字は、 Chrislallerの中心地理論Kおいて、 k= 3 (市場原理)を採用したときの

(R 0を除く)上位4階層の中心地数K準拠している。

Rl"'-R4の各階層内の都市の 1都市当たりの平均支府立地件数は、表4-5

K示すとおり、 Rlから R4'ζ進むほど減少し、特tCR2とR3の問には2倍

以上の開きがある =、、

-64-



フン7者IS巾 支出 7ンク 者IS市 支活うン

I1東京 41 
雨盛情岡

14 81 
2大阪 332 42 37 82 豊田 51122 足利
3名古屋 313 43 郡山 34 83 帯広 61123 桐生
4償j兵 104 44 藤沢 31 84 弘前 11124 石巻 2 
5札幌 239 45 福井 11 85 越谷 21125 メIj谷 5 
6福岡 274 46 青森 30 86 対亘 01126 八尾
7広島 228 47 福山 91 87 ，鳥取 21127 }jl附 。
81fLl白 252 48 干自 71 88 釧路 16 128 大牟田 。
9神戸 70 49 山形 13 89 富士 91129 新居浜 8 
10 京都 63 50 松戸 51 90 高岡 21130 延岡 2 
11 熊本 38 51 いわき 81 91 西宮 01131 八代 。
12 北九州 50 52 高崎 32 92 目立 41132 岸和田 2 
13 高松 119 53 相模原 51 93 米子 14 133 北見 2 
14 千葉 71 54 倉敷 13 94 市原 21134 岩国
15 岡山 61 55 川口 11 95 八王子 81135 {朔崎
16 開兜島 42 56 堺 11 96 一宮 41136 枚方
17 新潟 91 57 久留米 10 97 武蔵子 41137 防府
18 川崎 12 58 福島 61 98 上越 31138 小僧 2 
J9 金沢 75 59 佐賀 71 99 会津若松 01139 富士宮 。
20 松山 29 60 四日市 71100 橿原 01140 各務原 。
21 大宮 73 61 豊橋 31101 都j戚 11141 室蘭 4 
22 宇都宮 49 62 所沢 11102 加古川 11142 IJ牧 。
23 静岡 88 63 川越 12 103 木更津 01143 豊川 。
24 船橋 41 54 横須賀 01104 徳山 81144 新座 2 
25 長崎 23 65 函館 10 105 山口 01145 宝塚 。
26 姫路 19 66 平塚 51106 宇部 21146 瀬戸 。
27 大分 26 67 旭川 13 107 上回 31147 府中 5 
28 浜松 29 68 八戸 10 108 今治 21148 宇治 。
29 水戸 42 69 津 13 109 呉 01149 調布
30 岐阜 15 70 沼津 10 110 清水 41150 松原 。
31 高知 13 71 松本 32 111 倒!反 11151 青梅 。
32 那覇 27 72 犬津 14 112 春日井 21152 富田林 。
33 和歌山 17 73 土浦 91113 太田 12 153 和泉
34 奈良 71 74 佐世保 31114 立川 33 その他 107 
35 徳島 71 75 小田原 21115 伊勢 。支庖数計 3835 
36 秋田 28 76 熊谷 13 116 高槻 8 
37 長野 29 77 下関 21117 苫IJ牧 4 
38 甲府 10 78 厚木 27 118 伊丹

39 富山 57 79 松江 81119 小山 10 
40 宮崎 19 80 岡崎 10 120 鎌倉 。

ー 8~j
hみヲ【き出版)より作成 、
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~~-5 R l -.....R ~の l都市当たりの平

均支庖立地件数と累計比率

階層 平均支j苫立地件数注1) 注2)

Rl 322. 50 16.82 

R2 226. 50 194.50 47. 25 

R3 105.58 51.83 71.58 

R4 43. 88 14. 17 91.53 

注1)1者間I当たりの平均支庖立地

件数のうち H立階層K属する者間

及びその支庖数を除いたもの

沌2)累計比率(単位:%) 
資料:表4- ~を基にして作成

更に、各階層かちその上位の階層との重複分を差し号|いて計算すると、 Cの

開きは4儲liくにtJt'*する。また、各階層毎Lζ支庖立地件数を計算していくと、

R2の段階で全支庖数の約半数、R3で70%以上が立地している。ζの乙とか

らも、上位ランクの都市K支庖が集中している乙とが容易に見て取れる。表4

-4の数字を見てもわかる通り、企業の支屈は大阪、名古屋、札幌、福岡、広

島、仙台の6大都市に特に集中している。

4. 1. 4. 業極別支庖立地比較

各業種毎の分析に移ろう。どの業種においても R2までに属する都市に多数

の支庖が集中している。しかしより細かく見れば、業種間で支広の分布形態に

差があるのがわかる。表4-6はl企業当たりの平均支庖数と、Rl'"'-'R4の都

市K立地する支Jfiの全支j苫数に占める比率の値を示したものである。それによ

ると、まず l企業当たりの平均支庖数の値が大きい業種は医薬品、通信機。基

礎食品。力匹食品、造船 ・車両の11慎であり、逆に小さいの織機、自動車。紙 ・

パルプ、総合化学、精密機械の順である.おおよその傾向として、 (平均)支庖

数が多い業慢には最終消費財産業が多く、逆に少ない業種には中間財または資

本財産業が多いといえよう。例外としては造船・車両と自動事があるが、それ

らの解釈は後樗行なう。
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表1¥-0 各支:f曜のru、111¥への|{℃Vt:11たりの支応立JIW1:率と'1;J勾支応数(~.{立: %) 

1jlJI業開.基 fミ力11 f当繊 品作制t ノ〈総 (ヒ主E イヒ有 fIと医 薬

RI O. 76 (23) 13.38 (20) 28.77 ( 3) 33. 33 ( 2) 34. 09 ( 1) 23.70 ( 5) 21. 80 ( 8) 9.68 (24) 

R2 :12. 58 (2~) 44.15 (10) ~O. 32 (1 J ) 55.08 ( 3) 72. 73 ( 1) 55.56 ( 5) 54.98 ( 2) 34.99 (23) 

R3 64.88 (22) 74. 58 ( g) 63.01 (24) 76. 1 9 ( 8) 79. 55 ( 3) 72.59 (12) 79. 15 ( 5) 63.77 (23) 

R4 8fl. 76 (16) Ot 08 ( 2) 84. !JJ (24) 85.71 (23) 95. 45 ( 1) 89. 63 (17) 94. 31 ( 5) 94.04 ( 7) 

平均※ 15. 77 ( 3) 1 J 00 ( 4) 4.29 (24) 4.50 (22) 4. 89 (21) 7. 94 (J 7) 8.79 (15) 19. 1 9 ( 1) 

?ンケ/業団 1也 薬 む 禁 業鉄 S岡非 鉄金 属産 機 B~ Eコ
IlU 

Hl 9. 76 (1 R) 17. 42 (1:n 18. 90 ( 9) 22.35 ( 7) 22.79 ( 6) 15. 59 (1 s) 15.49 (17) 11. 82 (22) 

R2 32.08 (14) 50.00 (10) 43.20 (21) 50. 03 ( 4) 55. 15 ( 6) 45.77(15) 45.07 (18) 42.73 (22) 

R3 64.88 (10) 68. 18 (Hl) s8. 90 (17) 84. 47 ( J) 71. 32 (14) fi9.35 (16) 70. 42 (15) 66. 36 (21) 

H4 89.76 (18) 87. 12 (21) 92.68 (10) 94. 41 ( 3) 86.76 (22) 89. 25 (19) 90.14(15) 00.91 (13) 

ード的※ 0.7日(11 ) 9. 43 (14) 。φ65(12) 8. 05 (J 0) 6.80 (19) 9.79 (10) 9. 79 ( 9) 12. 22 ( 0) 

Jンク/業f重重 電;JA 槻家 電 (出 電 1、ぞ旦と 船 自 車事青 機EI1 事

R1 O. 76 (14) 12. 31 (21) 17.46 (12) 17.71 (1 J) 16. 13 (15) 24. 56 ( 4) 18.37 (10) 14.67 (10) 

R2 32. 68 (12) 43.85 (20) ~ß. 56 (17) 47.92 (13) 51. 61 ( g) 58. 49 ( 2) 54. 08 ( 8) 46.57 (16) 

R3 54. 88 (11) 78. 23 ( 4) 68.25 (18) 71. 88 (13) 79.03 ( 6) 76. 71 ( 7) 80.61 ( 2) 68. 00 (20) 

R4 89目 76( 4) 93.8fl ( 8) 91. 53 (12) 94. 27 (日)93. 55 ( 9) 90. 41 (14) 91.84(11) 87.56 (20) 

平I句※ 11. 00 ( 8) 16. 25 ( 2) 7. 56 (18) O. 60 (13) 12. 40 ( 5) 4.20 (23) B.53 (20) 11. 25 ( 7) 

平灼※=平町支Jrl=i数
注1)各業種の支応立ttlリ七率などの右横のカッコ内の数字は24業問中の順位を表わす.

沖:2)業樟名は以下の通り:本食…恭礎食品.加食一加工食品.紙パ…紙 ・パルプ.総

(じ-15合化学.無11>.無機化学.有化…有機化学，医薬…医薬Jl九他薬…その他薬品.

石ゴ…日出・ゴム. ~ド9失・・・1降矢令属.金属…命属製品. 1.重機…IJft主主機械，部品…その

{lh機械・機械部品.通機…jill閉経.家電…家電・部品. {也電…~I'ml般・その他電機.

i割合…造船・車両.円卓…自動車. 精機…精?と機械.正11事…EIJ~!' 卜事務機器.

資料:表~-~の資料をもとに計算

一方Rl----R4の l都市当たり支庖立地比率でも、業種による差が存在する。

乙ζで興味深いCとは、例えばR1において 3位の繊維は、 R20 R3と階層

が低下すると共に11位.241立と順位を下げていく一方で、 R1で24位の医薬品

はR30 R4でそれぞれ23位、 7位と順位を上げている。 ζCで、 RlとR2。

R 30 R4の問の各業種の順位Kついて相関を調べると、それぞれの相関係数

はRI-R2でO.85とかなり高いものの、 RI-R3ではO.38、そしてR1一 、
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R4になると-O. 11という結果が得られる。階層がかけ離れるにつれて相関が

低くなり、 R1-R4では(弱いながらも)負の相関が生じている乙とが読み取

れる。上にあげた2つの業舗はその典型と言えよう.

更に、 ζの両業種は l企業当たりの平均支庖数においてもそれぞれ24位と l

位である。一般的には、 l企業当たりの平均支庖数(M)と、 RI----R4K.立地

する支Jfiのl業種全体の支広数に対する比率(R*1 ...__ R * 4)との関併記ついて、

それぞれ回帰分析してみると(かっ ζ内はi値): 

M= -0. 50R*1 + 19.10 

(8. 59) 

M=一0.32R*2+25.0。
(12. 41) 

M = -O. 18 R *3 + 23. 08 

(6. 31) 

M=O. 45R*4-31. 30 

(19. 93) 

r = -0.85 

(-3. 95) 

r = -0.80 

(-3. 59) 

r=一O.28 

(-1.31) 

r =0.31 

(1. 38) 

という結果が得月れる なお、これらの各推定値を 5%の有意水準(I t I > 

2.09)で検定すると、回帰係数Lζ関してはどれも有意であるといえる(明らかに

いずれの場合も、 i値は棄却域忙ない)が、相関係数についてみると、 R*1. R 

*2は有意であるのK対し、 R*3.R*4では t備が棄却域Kあり、相関は有意

ではない。全体的には、 R*1. R* 2の相関係数(従って決定係数も)の絶対値

は比較的高いとと、 R*1----R*3の回帰式の傾きの値が負になるのに対して、

R*4の値が正になる点が特徴であろう。すなわち、R1の比率が大きい企業

ほど、 i企業当たりの平均支l占数の値は小さくなるが、 R4ではその逆R:1企

業主当たりの平均支庖数の値が大きくなる。ただしR4の場合、有意ではないも、、
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のの、相関係数の値が比較的低いので、両者の関係はそれほど強いものとはい

えない。

ところで、 l企業当たりの平均支庖数K問して業種別に検討した際花見られ

た傾向は、 RI---R4R.関しても同様K妥当するであろうか。 ζの{直を‘支1苫

の'中間的分散度の指標としてみると、 l企業当たりの平均支庖数と R1の比率

の負の相関関係は、支l占数の少ない企業は支庖を高次中心地Kのみおく ζとを

憩床する。そして R3で‘の負の相関からR4では正の相関忙なるという乙とは、

そこまでで大抵の企業の支庖は揃う ζ とを示唆する.ただし相関係数は低いの

で、 l企業当たりの平均支庖数忙おける傾向が厳密に R4にもあてはまるとは

言いがたい。しかし、繊維や加工食品をはじめ、紙・パルプ、医薬品など、上

位決ぴ下位で、間者の順位はほぼ一致している。従って、上位群と下位群との

比較で言えば、概ね、多支J占=分散型(相対的に低ランクへの支庖立地が多い)

であるから、最終消費財産業対中間財・資本財産業、の図式で、支庖立地パター

ンを考察する ζ とは、少なくとも上位ランク都市においては、きしたる問題は

なかろう。

さて、以上の帰結-支庖数及びその分布の疎密が最終消費財産業(多支庖・分

散型)対中間財 ・資本財産業(少支庖・大都市集中型)という区分にほぼ一致す

るーに対して、どのような説明が可能であろうか。乙のような問題花関する既

存の研究としては、卸売立地の立場かち分析されているものが中心である(上

野、1979、川端、1986、富田、 1986)。それらの諸研究全般を通じていえるこ

とは、卸売業という性格上当然ではあるが、支庖の果たす役割が販売機能に著

しく限定されており、財を生産する「工場Jと小売!苫(消費者)を結ぶことが暗

黙のうちに想定されている。しかし中枢管理機能としての支庖立地を考えるの

であれば、むしろ情報を発信する「本社Jとのコ ミュニケーションが重視され

るべきであろう。

本章では特花、支庖の「市場Jとの関わり方を中心K検討する。まず、最終

消費財産業の場合、当然その製品の顧客は一般消費者である。その消費動向は

流行などに左右されやすく 、そのため常K市場調査を行なって売れ筋商品を把

擁する必要がある。ζの慢の財はたいていの場合その品質・性能やブラン ドな

どによって高度K差別化されており、それらの差別化された財を常に何僧類も¥
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備えて消費者の需要lζ応じなければならない.乙のととは同時Lζ、取号1=販売

に際してより複雑な交渉を伴うととを意味する.販売に際しても、各々条件の

異なる多数の卸売 ・小売庖とのフェイス ・トゥ・ フェイスKよる交渉、を要し、

しかもそれらは支庖が管轄する地区内の各所K分散していると考えられる。ま

た、消費者への広告.P R'Cしでも、地域や顧客の特性に合わせた綿密なもの

が必要になってくる。そのため、企業が営業活動に要する金銭的・非金銭的コ

ストは大きなものになる。乙のような場合、支后の設置コストが相対的に小さ

く.かつコミュニケーションコストが距離K対して逓滅的であれば12) 狭いエ

リアを管轄する(小さな)支出を多数配置する方がコストの節約忙なろう。

他方、中間財・資本財産業の場合、製品の購入先は少数でかつほぽ特定され

ており、製品は規格化されて互いの差異は小さい。しかも販売条件があらかじ

め契約によって決定されれば、短期的には変化しない場合が多い。市場調査は

さして重要でなくなり、消費者向けの広告もそれほど必要でないか、あるとし

てもマスメディアを通じた全図的なものとなる。製品の顧客である取引先とア

フターサービスなどで絶えず接触を保つ必要はあるが、その数は少数であり、

また常に直接会う必要はなく、電話や郵便などで用がたりる場合も多い。その

ため、最終消費財産業に比べて、営業活動に要するコス トは相対的に小さいの

で、その分交流コストを節約するととができる.

乙のζ とは、より広い地域で各支庖が営業活動を行なうととを可能にする.

市場全体の面積を一定とすれば、各支庖の管轄するエリアが広くなるほど、配

置する支庖数は少なくて済む。また、支庖の集積や、他の都市機能への(支庖

立地の)指向を考慮、にいれれば、その支庖が特定の都市に集中して立地すると

とも符易に理解で‘きょう。逆に、管轄エリアが狭い場合には、 それだけ多くの

支J~が必要になるが、そのときにも ζの集中は無視するととができない。すな

わち、そのような企業は特定の中核都市に支庖を配置し、その上で他の都市に

も支脂を首置するととになろう。 4.l. 3.で示した全備句な支庖立地パターンは、

おおよそζのような形で説明できょう。

一方、営業活動に要する「コスト Jの問題であるが、乙れは単に管轄地域の

面積一移劃距離の陪題Lζ留まらない.営業活動を通じてやりとりされる「情報J

の栂.類Il~ζよっても大きな差が生じる。取引価格のような「数字J のみを問題、
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Lζするのであれば、遠距離であっても電話や手紙で用件が済むので、コストは

さして近距離の場合と変わ句ないが、 f商品イメージJのような定式化・定型

化しにくい情報はフェイス ・トゥ・ フェイスで伝達するよりほかなく、遠隔地

への伝達コストはその分高くつく乙とになる。

保関しておいた「例外Jのうち、造船・車両産業については、これである程

度説明がっしとの産業は、契約に際して企業と顧客が綿密に製品の諸特性を

検討する必要性があり、更にその後も検査や修理などで両者が接触する機会も

多い.船舶や鉄道車両は注文生産が一般的であり、条件の異なる顧客K合わせ

て、製品の仕様を変えなければならない そのためフェイス・トゥ・フェイス

による高度な交渉が重要になり、コミュニケーションのコス トも大きくなる。

したがって主要な都市には一通り支庖を配置し、管轄地域が広がらないように

するのである。ただし ζの産業は、取引先が限定されるので、比較的高次のラ

ンクでは支庖が全国的K分散していても、低次ランクの都市への立地は比較的

少ない。

4 万、 もう一つの例外14)..である自動車産業についてはどうだろうか。考えら

れる理11Jは、自動車の流通制度である。日本の場合、自動車はその大半を自社

系列の販売自(組織上親会社と別個の企業)を通じて販売する(若杉、 1991)。コ

ストのかかるセールスなどの営業活動はとの販売庖が行なう。従って、乙の産

業の対市場活動は、主に系列販売底への指示と広告宣伝活動が主であるが、と

れ月は共に通信などを用いて中央集権的に行ないうる。乙の産業の主な「広告J

は、通常マスメディアを通じて行なわれるからである。結果的K、営業コスト

は販売庖と本社K委ねられて小さくなり、支庖の役割の低下一中央集権化が生

ずる。これは自動車のほか、化粧品や家電など、系列販売庖が組織化されたメ

ーカ-tc見られる形態である。

4. l. 5. おわりK

本節では、日本の支j苫立地を主に集計的な形で分析してきた。その結果、地

方中枢都市をはじめとする特定の都市に支庖が集中し、集中性 ・階層性が強い

ζと、最終消費財産業と中間財・資本財産業との間K、多支庖/分散型対少支

!占/集中型という支庖立地パターンの差があるζ とが明らか忙なった。 、.
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今後の課題としては、ζの分析自体を今後より精織化する必要がある.業種

分頬や都市ランクの設定をより適切Kするζ とはもとより、各支庖の管轄閣の

データの導入や、具体的なコストのデータを用いた、より数量的な分析が試み

ちれねばなるまい。支庖問の格差や階層性、複数本社制の問題も、当然取り込

まれなければなるまい。本節では支j苫立地の全貌を促えるととをその主眼とし

たため、そのような精密な分析を犠牲にせざ、るを得なかった。今後の研究には、

むしろ対象業種を絞る必要があろう。

4.2. 地域ブロック}111比較

4. 2. 1. はじめに

オフィスの立地花関する諸研究Kは、前節のような「業種別比較J~C関して

は多様なヴァリエーションが蓄積されている。しかしながち、分析の対象にな

る地域に関してみると、全国的規模のものと特定都市(圏)内のものにほぼ二分

されている。その中間に当たるものは、都道府県レベルのものがいくつか見ら

れるだけで151地域ブロックレベルのものは見当たらず、更に地域ブロック毎

の支自立地を総体的に比較分析したものはほとんどないのが現状である16L全

国的支出立地の中で、例えば地方中核都市の支J苫立地上の車越性について論じ

た研究は多いが、それちは結局 f都市問比較J~C終わっている。そ乙で本稿で

は地域ブロック規模での支J占立地の空間的特徴を明らかにし、それを互いに比

較 ・検討するととに重点をおく。

オ事行の構成ωム、下の通りである ;まず4.2.2.では、後の分析に必要な諸条件、

とηわけ却減ブロックを設定する。次に4.2.3.では、各都市の支庖数を概観し、

主として地理的地域情造との関係を比較考察する。そして4.2.4.では、 4.2.2.

て設定した都市指数と支J苫立地数との相関を統計的に明ちかにし、地域ブロ ッ

クととの比較を行なう。以上の分析から明らかになったととを、 4.2.5.におい

て要約し、今後の展望を行なう。

4.2.2. 地域ブロ ックの設定

本節iでは、全国を表4-7のように 7つのブロックに分ける。地域区分のしか、、
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表~-7 J血域ブロックとそれに該当する都道府県

地域ブロックl都道府県名

北海道 t北海道

東北 t青森 ・岩手 ・宮城・秋田・ 11彫・福島

関東・甲信組E茨城・栃木 ・群馬 ・埼玉 ・千葉 ・東京 ・神奈川・新潟・山梨・長野

東海 ・北陸 1寓山・石川・福井 ・岐阜・静岡 ・愛知 ・三重

近畿 E滋賀 ・京都・大阪・兵庫・奈良・手鍬山

中国 ・匹悶 1鳥取 ・島根 ・岡ILJ .広島・山口・徳島 ・香川・愛媛 ・高知

九州 ・沖縄 t締罰・佐賀 ・長崎 ・熊本・大分・宮崎 ・鹿児島 ・沖縄
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たにも色々あり 、との区分が絶対的なものであるとは決していえないが、恐ら

く北海道、東北、九州、|・沖縄民関してはあまり異論の余地がないであろう。し

かし他のブU :;クは必ずしも ζれが一寸支的とはいえない。にも関わらずζのよ

うな設定をしたのは次の2つの理由かちである。第 1LC、後述する都市指数を

計算する際にも考粛する行政機関汽ζ関連して、その管轄圏にほぼ準拠するも

のであるととである。関4-}は、本楠で取り上げた20の行政機関の管轄境界を

示したものであるが、乙れをみると、関東・甲信越、東海 ・北陸、近畿の各ブ

ロックは本稿の区分どおりの境界線が主流忙なっているととが読み取れる.し

かし中国と四国を lつにまとめる乙とは、乙の理由からは正当化できない。そ

乙で第2の理由として、九ブロックに人口lOO万人クラス以上の「中級都市J

が6大都市及ひ・東京のいずれかが各ブロックに必ず lつづっ含まれているとと

で、各地域の刷域構造をできるだけ一定にするというととを挙げておきたい

[Jl国=高約Yがζの条件をみたさないのは明らかであろう.関東と甲信継=新潟、

東海と北陸=金沢、あるいは九州と.沖縄=那覇との関係も、同様に分離できな

いζとが分かる。

4.2.3. 地域ブU ")ク別の支庖立地

では、各地域ブロック毎の支庖立地はどのようになっているであろうか。表4

-8は各ブロ ックの都市の、 4.1. 2.で設定した都市指数とその支庖立地数を示

したものである。 ζれを見ると、中心となる東京の支庖数を含まない関東 ・甲

信越地域を除いて、どの地域も程度の差ζそあれその地方の中心都市に支庖が

集中している。北海屋地域はその典型で、大多数の支庖が札幌に集中しており、

2位の釧路でさえ札幌の約15分の lの支庖しかない問。それでも釧路・旭川 ・

函館がかろうじて他地域の県庁所在地K相当する地位を占めていることは読み

取れるの

東北地域、九州・沖縄地域においては、各県庁所在地やそれに準ずる地方拠

点都市(郡IIJ、北九州など)が20"-50程度の支庖を有し、北海道ほど極端ではな

い托せよ、やはりそれぞれ仙台、福岡が2位の都市'C5 "-7倍の格差を付け、

集中が目立つ。 ζの両地域Kついて、より細かく見た場合に共通していえると

とがもう iつある。それは各地域の「地域軸J(青森一盛岡一仙台一郡山、北 ー、、
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表ト8 各地i或ブロッジ }]IIのm~ïIí指数己・ 立j占立地

):IËI!mhh司 n 人iJTl州|力 MI~rldb故支JJ_ 全凶ðI~lh 名 人11 l吸引力 m~rlJt旨数支j占

~l~海道 ~O WJコ ~~0978 449528 ~~9078 5 ，ーー，- ← ーー ーー ーーーーー ーーーー一 ー一ー一 ーーーー ーー一
5 tL~IN III~ I ßß~?~RI 1 8~78~B I :1~9 1 7H I1 2~m ~2 高崎 2371.63 3~1 896 446529 32 
os 日:1館 11 :100502 :130912 :385025 10 53 mt莫貯、 520~48 480121 43379~ 5 
f17 h町11 :J~97Î 1 3ß~83B 371951 13 55 川口 43fì2~8 433809 431370 
83 mu、 I ß7~lì3 2:11237 204911 02 舟百尺 300406 353878 407350 
RR 割IIWX 2051!i9 2320:15 2~R9 11 ! 日 fi3 川越 290220 350680 402152 12 
117 λ+t支 Il>0950 !日日J()7 171258 4 ss 平塚 24:3915 313181 382459 5 
133 H'.見 100507 122483 138459 2 71 松本 19れ355 273102 3~!)849 32 
138 小情 1630:1:1 1 377s3 118118 2 73 h甫 120900 236415 345930 9 
J 41 室聞 1183101 1121581 1060001 4 75 小田原 19:1172 263100 333028 2 

75 熊谷 151187 239329 321471 13 
東北

-ーー・・ ーー-ー 司ーーーーーー 一ーーーーー ー司ーーーー ーーー
18 厚木 19Z541 257435 322323 21 

HI fll的 11171ROH 17:J 1 112fJ9021 25H7099 1 252 81 畏問 18:1899 246792 309685 7 
30 秋田 11 2 298023 390112 554531 28 85 越谷 28~2 14 282648 282082 2 
42 制珂 I1 2 23235~ 3399:14 5 1~ô~1 31 92 日立 20i947 221212 239477 4 
43 君向lJ 31053:1 404314 4n8095 34 94 di原 260891 246548 232109 2 
46 宵森 11 2 川 15(i!"i 35R~17 4n0200 30 nr， 八主子 45:12mJ 341907 228545 8 
4!l III形 11 2 244:380 318427 451345 13 07 内議軒・ 221887 221887 221887 4 

いわき 3:，0642 40351R 447394 8 98 b泣 128684 174882 221080 3 
;)8 禍鳥 11 2 275818 320225 419327 61 107 トm 1I !l058 156918 194778 3 
fiR 八戸 24i.s01 306655 370703 10 113 太田 137870 161584 185298 12 
84 引高i 17So25 230420 285215 J 1 114 イ刀11 15(，694 188421 184148 33 
121 酒田 101379 131095 Is2611 11 110 小山 1~2534 155505 108416 10 
1{，41 .{j巻 1 22 日J~ I 1 39~2~ 1 1 566~3 21 122 足手IJ I ß'(~05 164657 161809 

-ーーー ーーーー ーーーーーーー ーーーー』ー ーー・・ーーー ーーー
123 桐生 12fi506 143964 161422 

問司王・甲!言越
-ー- ーーーー ーーーーーーー 一ー・・ーー-ーー・・ーーー ーーー

135 (Jl卵時 114828 124933 135038 

41 t衛兵 11 3132100071 33422421 41080521104 14~ Wf鹿 13(j103 114206 92330 2 
14 T主義 11 ? R2100J 94 !)1 CJ!) 123117fl 11 147 府中 204:385 132850 61315 5 
17 新潟 11 4 475842 日I002C} 030270 91 I ~O 調布 10(，4041 1224301 ~~4G6 1 1 
18 川崎 1152039 103日222 019805 12 
21 人宵 11 2 40:l2:34 591948 897761 73 京海・北陸

?日 宇都常 1 I 2 425144 583723 ß53ß~7 49 31f.占屋 11181209770512748072106268391 313 

24 船橋 524021 632530 740139 4 19 令iR I1 7 427830 540777 9 1 G2 1~ 75 
日Q 水戸 11 2 2:12002 418402 fifl5557 42 23 静岡 I1 2 470838 585252 8046lu 88 
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九州一福岡一熊本一鹿児島)とも日、Fべる地区とそれ以外(例えば秋田・山形、大

分 ・宮崎)の地区との間で支庖立地数K格差がある乙とである18L

また、近畿地域でさえも、支庖立地に関しては大阪が神戸・京都の5倍近い

支出を集め、 「大阪一傾集中」の傾向が顕著である。ただし乙の背景には、本

什機能を東京に移した「関西糸」企業の「元本社Jが少なからず含まれている

ことがあろう。ζの却1域は更に、京阪神の3大都市のほかに支j苫の集積した都

市をほとんどもたず、ζの点が関東 ・甲信越地域と大きく異なると乙ろと言え

よう。

東海 ・北陸地域における名古屋の場合には、 2{立の静岡との差は約3.5倍で、

近畿地域より格差はやや縮小する。北陸地方を代表する準地方中核都市・金沢

は、静岡よりも支庖数が少ないが、とれはその次の4位に位置する富山との関

連で考えるべきであろう。それに対して、中国・四国地域は l位の広島と 2位

の高松との格差が2倍弱で、広島を中心とする「中園地域Jと、高松を中心と

する「四国地域Jtc分かれているζ とを示している.その両地域の「連結点J

とも言うべき岡山はその次の3位Kつけているが、その支庖数は 1{立の約4分

のl、2f立の約2分の l~ζ鼠まっている。

そして関東 ・甲信越地域では、首都圏の業務核都市l匂ある衛兵 ・千葉 ・大

寓と準地方中核都市・新潟Lζ多くの支庖が立地している。との他、都市ランク

との対比で(業務核都市の lつである)立川の支庖数の多さは特筆K値しよう.

また、首都圏の都市のみな月ず、宇都宮 ・水戸 ・高崎といった北関東の都市に

も桐当量の支庖があるととも特徴的である。ただしこの現象は、これらの都市

への(首都圏からの)支j苫の分散というよりも、肯都闘の需要が極めて大きいた

めに企業が支!苫のテリトリ ーを「首都圏Jと「その他(の関東 ・甲信越地域)J 

K分離したととの裏返してある側面が強い。

~ . 2. 4.支庖立地と都市指数

前項のような支庖立地のパターンは、その地域の都市システムとどのような

関係にあるだろうか。乙れを検討するために、 4.1. 2で設定した「都市指数j

と支1~数の相関を分析する。各都市の都市指数は、アウエルバッハによ って唱

え句れた 、 いわゆる fJ順位=規慎法~IIJ の影響を受けていると考えられるので、 、、
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同帰分析に際しては、通常の線形回帰ではなく対数線形型の回帰式:

logし=αlog1 +β 

を用いているの各地域毎のα、β、及び決定係数 r2の値は以下のとおりであ

る(カッコ内は t傾): 

北海道: α= 1. 314、 β=-14.377、 r2=0.917 

(8. 796) 

東北: α=2.703、 β= -24.492、 r 2=0.808 

(6. 487) 

関東・甲信越: α= 1. 095、 β= -11. 952、 r2=0.411 

(5. 282) 

東海・北陸: α= 1.48 β=一16.854、 r 2=0. 709 

(5. 624) 

近畿: α= 1. 005、 β=一10.926、 r 2=0.784 

(6. 87) 

中国 ・四間: α= 1. 568、 β= -18.046、 r 2=0. 778 

(7. 487) 

九州 ・沖縄 : α= 1. 689、 β= -19.813、 r 2=0.9020 

(10.06) 

t値より.Inl帰{糸数はどの地域においても有意である ζとは明ちかである。そ

の乙とを確認したうえで、 Cの計算結果を検討すると、まず凶帰係数に関して

は、東北の備が飛び抜けて大きく、 αが唯一2を超えている.その理由として

考えられる ζととしては、 ζの地域には(支庖を有する)都市の指数がほぼ同レ

ベルに並んでいる一方、前節でも触れたように支庖数の格差が大きいという ζ

とがある。ほぽ同様の条件下にある九州・沖縄がその次に値が大きいととも乙

の考え方を真付けるものである。その反面、関東・甲信越、近畿は{直が小さく、

αは樋めて 1'c近い。乙れは両地域が大都市郊外の小規僕な衛星都市を多く抱、、

no 
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え、そζKわずかっ・つでも支Jffが立地しているととと無関係ではあるまい.

決定係数をみると、各地域の特徴が一層はっきり現われる。関東 ・甲信越を

除けば.各地域の支庖立地は、その地域の都市階層と高い相関が認められる.

関東・甲信越の決定係数が他地域K比べて極端に低い理由は、本章がζの地域

の中核都市である東京の立地数を考慮、していないととから容易K説明できょう。

その他の地域でも、支庖立地の一極集中傾向が特に顕著な北海道、九州・沖縄

地域では決定係数はO.9を超えるのK対し、 二極分化した地域構造の東海 ・北

陸、中国・四国ではO.7台に留まっている。近畿も同水準であるが、 ccでは

むしろ、京阪神とその他の都市の立地数の格差が乙のような結果をもたらして

いると思われる。全体的な傾向として、都市の階層が支庖立地の階層と符合す

る削減ーとのととはつまり、それらの地域の中核都市とその他の都市の格差が

大きいζとの別の表現にほかならないーほど支庖立地の一極集中が顕著な地域

てあるといえよう。

4.2.5. おわりに

本節では、日本の支盾立地を地域別花、主に集計的な形で分析してきた。そ

の結果、日本の各地域の支自立地は、全体的にはその地域の中核都市に支脂が

集中する「一極集中jの傾向が強いζと、各地域の支庖立地数の階層はその地

域の都市システムと高い相関があり、支庖立地の一極集中傾向もそζから説明

しうるととが明ちかになった。

今後の課題としては、 ζの分析自体を今後より精級化する必要がある。地域

区分や都市ランクの設定をより適切にするととはもとより、各支庖の管轄闘の

データの導入や、具体的なコストのデータを用いた、より数量的な分析が試み

られねばなるまい。本章は支府立地の全貌を捉える ζ とをその主眼としたため、

精密な分析を犠牲にせざるを得なかった。今後の研究には、むしろ対象地域を

絞る必要があろう。
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第4章 註

1 )とはいえ、企業の末端の営業所が果たして「中枢Jとさえるか、と言う

疑問は残る.そのため、吉津(1983)はζれtc.r経済的管理機能Jという語

を用いている。本稿における「支庖jの意味も ζれに準ずる.

2)MAの範開については、平成4年7月l日発行の「ハロ一ページ京都市

(企業名)版J'ct~織されている「市外局番一覧J (1992年3月25日現在)に拠っ

ている.ただし統計データ利用の都合上、市町村の行政区域と合致するよ

うに各市町村の中心部(市町村役場の所在地で代表する)を含む通話区域

K市町村全体が含まれるとみなす。

3) r実際の交流範開Jを表す都市闘をどのように設定するかについては、

各悶・地域の事情や研究者の研究視角によって様々な考え方がある。その

詳細については、例えば山田・徳間(l983a)を参照。

4 )人口及び小売吸引人口(人口x1人当たり小売阪売額/中心都市を含んで

いる都道府県内の各市町村の l人当たり小売販売額の平均)については、東

洋経済新報社引Ir都市ずータパック1992年版Jtc拠っている.

5) C CでMの値を 2倍するのは、衛星都市などでMがPより小さくなる場

合K、Rの値が負忙なるのを避けるためである。もし2MくPであれば当然

ながらRは負になるが、現時点ではそのような都市は我が聞には存在しな

いので、計算を単純化するためにζのような便法を採用した。

6 )行政機関の立地については、寺阪(1979)を参照。なお、本論文における

行政機関の立地データは、 『行政機構図J1992年版及び総務庁行政監察局

編『行政機関等ガイドブック(各都道府県版)J平成3年版、に拠っている。

7 )広島市(082)のなかには、佐伯区(0829)は含まれない。ただし、小売吸引

人口K関しては、広島市全体のデータを使用している。

8)本稿における企業の支庖及び工場に関するデータは、みずき出版干Ijr会
社事業所要覧92J(みずき総合研究所編)に拠っている.乙の資料は、全支

庖・工場等の所在地を掲載しているが、いわゆる「登記上本社jをそのま

まにしているため、企業活動の実態と若干食い違う面もある。

9)企業のヒ場の判定は、日本経済新聞社干'1r日経会社情報 92-111夏号j

."、lζ拠っている。 -. • 
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10)複数本社制の場合は、そのいずれか lつがあれば対象に含めた.

11 )本摘において、各業種は以下のような証券コードに対応する:基礎食品

2001'"'-21 16、2601'"'-2810、加工食品 2201'"'-2592、28日.......2910、繊維 30 

01'"'-3591、紙・パルプ 3702.......3971、総合化学4001'"'-4025、無機化学 40 

21'"'-4114.有機化学 4115.......4471、医薬品 450].......4550、その他薬品 46

11 '"'-4999、石川1・こfム 5001'"'-5196、窯業5201.......5398、線開 5401'"'-5691、

非鉄金属 5701.......5854、金属製品 5901.......5998、産業機械 6005.......6401、

その他機械 ・機械部品 6431'"'-6499、重電6501.......6653、通信機 6701.......67 

51、家電 ・部品6752'"'-6820、計調11機・その他電機 6841.......6999、造船 ・車

問 7003.......71~2、自動車 7201.......7407、精密機械 7701--7910、 印刷・事

務機器 7911'"'-79990 cのような分類は、概ね『日経会社情報J~C依拠し

ている。

12 )乙の仮定は第2章の理論との対応、上の必要性から設けられたものである

が、実際と照月し合わせてそれほど非現実的なものとも思われない。今日

のNT T/ J Rの料金/運賃体系をみればそれは明らかであろう。

13)ζの点については、詳しくは第6章を参照。

14)ζの業慢の例外性を示すデータをもう lつ挙げると、支j苫をもたない企

業が業種全体に占める比率が最も高い(35.29%)というととがある。

15)例えば、日野(1986b、199])はそれぞれ都道府県レベル、準地域ブロック

レベルを対象にしたものである。

16)吉津(1983)は、丙日本(中国 ・四園、九州)の「主要都市の人口と本社 ・

支所数との関係」などについて分析している。この研究は筆者の知るかぎ

り最も筆者の問題意識に近いものであるが、吉津の研究においては人口以

外の要素が明示的に示されておらず、 「多様な性格の都市Jをグループ化

する ζとて'対処している。しかしとのグループ化もあくまで事後的に行な

われたものでしかなく、 「地域構造Jを規定したものとは言いがたい。

17 )ζの背景として、北海道の人口自体が他地域K比べて少ない(1991年現在

で564.9万人、ちなみK、東北は974.4万人、九州 ・沖縄は1453.ln人)とい

うととは考粛されねばならない。

18)乙の乙とは中間 ・阿国地域、特に中国地区における「山陽Jと「山陰J 、
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の格差Kついても同嫌である。

19) r業務核都市Jtc関しては、国土庁(l989)、DD.12ト123.参照。
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第5章我が国製造業におけるオフィス・工場立地の

重複度の分析

5. 1. (よしめLζ

企業は通常、たとえ生産する財が 1種類であったとしても、それぞれ間有の

立地図子を指向する、生産・流通・営業 ・財務・人事・研究開発等、緩数の分

離可能な憐Eの結創本として存在している。原料・製品輸送費が相対的に高かっ

た時代には、て場立地が最優先で決定され、他の機能はそれに付随して立地す

ると考えられ、特に考慮されないととが多かった。しかし今日では、労働 ・土

地などの輸送費以外の立地因子が輸送費より卓越し、他方工場以外の機能の立

地戦略が企業経営上重要になってきている。との結果、各部門が空間的に分離

して立地する乙とは理論的にも妥当性があり 1)、現実の企業立地においても決

して珍しいものではない

この事実を反映してか、企業の立地研究においては各部門毎K工場は工場、

オフィスはオフィスとして別個に扱われる傾向があるえその両方を同時に扱っ

た研究はいくつか見られるが、その関連について考察した研究は少ない。最近

の研究では、例えば北)11 (l992)が電気機械工業を対象忙して、その事業所展開

を検討している。 ζ 乙で北}11の言う「事業所JR:は、本所、研究所、支所、及

び工場の4種類が含まれている。にもかかわらず、北}11は乙れち4部門を全く

別々に考察し、研究所の本所への近接傾向などを明らかにはしているものの、

各部門と地城との関係が部門間の関係より重視され、そのため、本章で‘扱って

いるような、各部門の相互関係がもっとも明確である「本所兼研究所Jや「支

所兼工場jの存花は全く考えちれていない。

全体的傾向としては、交通 ・通信の発達=コスト低下や情報コストの増大等

Kより、工場立地はよりフットルースになり(例えば、ベール、 1990，pp. 56-

57. )、労働費その他のコストの低い地点を指向し、本社一支庖立地は市場や行

政機関等からの情報収集の有利さのため、大都市の都心部を指向する。その結

果、工場立地と本社一支庖立地は互いにより独立花立地するようになりつつあ

るかもしれない.しかしながら、それはどのくらい普遍的な現象なのであろう

かのまたそれは企業規模や業組、あるいは本社所在地によってどのくらい差が、、
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見内れるのであろうか。

本稿はζのような問題意識にたって、日本の製造業における本社一支庖立地

(1:ズ下、 ζれらをまとめて「オフィス立地Jと呼ぶ)と工場立地の照合を行なう。

オフィス立地と E場立地の相互関係K関する研究の必要性自体は、従来の工業

地理学の立場からも、例えば伊藤(l990) Kよって指摘されている。伊藤は従来

の工業地理学が企業縫営の視点を欠いている ζとを批判し、 「本社 ・研究施設・

工場 ・営業所などの立地と相互のネットワークのあり方は、 ζのような経営戦

略の中での判断の結果であり、市場機構を前提とした上での優れて内部的な問

題であるJ(p， 21)と述べている。しかし伊藤は、乙の問題の分析のためには

「経営学的な知識体系の学習が要求される」として、その具体的な方法及びそ

の実証Kは立ち入っていない。

また Krumme(1969)ちK端を発するいわゆる「企業の地理学 (geographyof 

ente叩吋se)Jl)を標携する立場(例えば、山本、 1993)からは、個別l企業がどのよ

うな因子に基づいて工場等の立地決定をするかは明らかにされても、企業全体

における各部門間の相互作用の結果として、オフィスや工場がどとに立地する

のかKついては余り言及していない。彼らは個別企業の意思決定過程を重視す

る一方、各部門間の集計的な立地上の相互連関の分析をなおざりにしているよ

うK思われる。

その様な扱いがなされる理由としては、各機能を直接ある特定の「地域J~C 

結び付け.それぞれと t~IJ或システムとがどのような関係にあるかに考察の重点

が漬かれていた乙とが挙げちれよう。特にオフィス立地は、ほとんど都市の l

機能として版われ、その集積や都市システム内における階層性が常に研究対象

とされてきた。しかし企業と地域の関係を考える際比、各部門の連関ネットワ

ークが全体としての地域システムとどのような相互作用を行なっているかにつ

いても考えられねばなちない

名部門Lζは多機な立地条件があり、各部門の連関を全て解明するのは(それζ

そが「企業の地理学Jの最終的な目標であろうが)極めて傾維になるのみなら

ず、たとえ同一県内、あるいは同一市内であったとしても、それが(例えば)都

心部と臨海工業地織に分離している限り、別個の立地因子に基つ'いて立地しtc.

結果として「偶然jそのような位置にあるK過ぎないかもしれない.そのため、 -、
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本稿では、 l両者の連関がもっとも明確に判定できる、オフィスと工場の立地が

全く同一である(以下、 「重複するJと表記)か否かのみに問題を限定する。も

し両者の立地が重複していれば、どちちか一方(通常はオフィス)が他方(通常

は工場)の立地に追随していると考えられるであろう。 ζの重傾パターンによっ

て企業を分類し、そのパターンから企業と地峨の関係を考察する ζとも可能か

っ有用なのではないか。

とれを行なっている数少ない研究として阿部(1991、pp.112-118)及び伊藤(19

94)が挙げちれる。阿部は製造業の本社(管理機能)と工場(生産機能)の分離パ

ターンについて、その本社の立地別I~c比較し、東京都、大阪府民本社を置く企

業の過半数が東京都心3区(千代田、中央、港区)、大阪都心4区(北、東、南、

西区)に本社を立地させているのに対して、愛知県に本社を置く企業のうち名

古屋都心2区(中、中村区Hζ本社が立地している企業は約4分の 1GC過ぎず、

「愛知県下の製造業企業は都心地区を含めて名古屋市内をビジネスの場として

は高く評価していないJ(P. 116)と指摘している.ζの指摘は非常に興味深い

ものであり、本論文でも5.4.2.で取り上げるが、阿部の分析では、本社の都心

立地を工士易からの分離と直接車叡F付け、生産機能とのオフィスの分離は「推定J

K留まっているへというのは.都心部Kオフィスがない場合でも、それが必

ずしも生産機能と結ひ'付いているとは限らないからである。工場立地について

直懐検討していないという点で、乙の分析ではまだ不十分である。

伊藤はとれらの論点を更に厳密に検証し、名古屋に本社を置く企業の本社と

工場の関連を考察し、特Lζ相対的Lζ小規模な企業においては、本社を工場と分

離させない傾向があるととを実証的に明らかにした。しかしながら、名古屋以

外K本社が立地する企業や、支庖と工場との関係については、乙の伊藤の研究

でもまだ何も示されていない。

本章の構成は以下のとおりである:まず5.2.では、分析に必要なデー夕、及

ひ・対象企業の総体的概要について説明する。つぎに5.3.において、企業規模と

オフィスー工場立地パターンの関係Kついて考察する。更に5.4.では、それぞ

れ5.4. 1.で業国別、 5.4.2.で本社立地別のパターンを考察し、今日の我が国に

おけるオフィスー工場立地パターンの特徴を明らかにする。最後に5.5.におい

て、全体の総柄を行ない、今後の研究のための展望を示す。 ・':' .... 
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5.2. データ

まず、分析の対象となる企業は、 1993年7月31日現在忙おいて札幌・新潟・

東京 ・名古屋・京都・大阪 ・広島・福岡の8証取(第 l部及び第2部)に上場し

ている製造業企業1242社である。とれらの企業の本社・支庖及び工場の所在地

K関しては、基本的には第4章と同様、みずき出版の『会社事業所要覧 92J

Lζ拠っている。ただし、 1992年7月以降K上場した企業や、その後の合併など

のためにζの資料が利用て'きない企業に関しては、日本経済新聞社の『会社年

鑑J1994年版によって可能なかぎり補っている。なお、オフィスと工場の立地

地点の異同は、その住所が同一である乙とをもって確定する。また、企業の中

Kは本社機能を概数の都市に配置しているものもあるが、本章ではそのうちの

最も中心的な lつのオフィスのみを「本社Jとして扱い、他は支庖と同列K扱

う。ζのときの本社の選定は日本経済新聞社の f日経会社情報 94-IJ 't拠っ

表5-} 業f郵 11企業数

番号 業種 証券コード 企業数 番号業種 証券コード

A 基礎食品 2001-2116; 39 M j隊兵金属 5701-5854 
260}-2810 N 金属製品 5901-5998 

B 加工食品 2201-2592; 70 。産業機械 6005-6407 
2811-29}1 P その他機械 ・機械部品 6412-6499 

C 結鋭佐 3001-3593 73 Q 重電 6501-6653 
D 紙 ・パルプ 3072-3971 31 R 通信機 6701-6751 
ト;総合化学 4001-4025 13 S 家電 ・部品 6752-6820 

F 無機化学 4027-4114 38 T 計測機 6841-6999 

G 有機化学 4115-4471 67 U 造船 ・車両 7003-7142 

11 医薬品 4501由 4550 42 V 自動車 7201-7407 

その他薬品 4661-4999 33 w 精密機械・ その他製造業7701-7910 

J 石油 ・ゴム 5001-5196 32 X 印刷・ 事務機器 7911-7999 

K 窯業 5201-5398 57 Y アパレル 8000-8159 

3失鋼 5401由 5091 55 

企業数

38 

66 
143 

41 

36 

28 

51 

79 
18 

79 
42 

49 
22 

~ ~1 242 

註)証券コード花関しては、所属業種変更のため、との限りではない企業も含まれる

出典)表4-4の資料より筆者作成
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表5-2 本HjiTr在I削1I企業数

番号 地域名 該当範開 企業数 小言十

東京都[.-3区 千代田・中央・港区 331 
11 準都心7区 新宿・丸京・台東・品川・目黒・渋谷・ 139 

豊島区

111 北東告関区 墨田・江東・板橋・北・荒)1卜足立・葛飾・ 44 
江戸川区

IY 丙南部5区等
l);旧ー435ー己ー・妙ー04ー4トーiのーlliー10235ー地ーー区ーーーーーーーーーーーーーー

31 03地区計:545 
トーーーーーーーーーーーー トーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

V f黄?兵・J11崎市 43 
¥'1 その他首都圏

は』は仁記ー・西司をー・除ー中ー央く--首・者ー都Iー鵠ー圏ー・浪のーー速lー都ー・天ー3ー県王ー寺ー司区ーー
78 都 圏 計(03地区含): 666 

トーーーーーーーーーーー一 トーーーー 一平『ーーーーーーーーーーーーーーーー
VU 人阪都L..s区 125 
VIII 北東部6区等 西淀川・淀川・東淀)I卜旭・城東・鶴見区 58 

及豊中・吹田・守口・門真・摂津・尼崎・

伊丹市 (06地区)

IX その帥1.l2区等
上旧7記5地以区外の06地区

24 06地区計:207 
ト・ーー四ーーーーーーーーー _.開--・・・・圃.司個・・・・H・・困旬島--・ー・--・H・・・・司・・ 4・・・・・・・・・・・・・・・・・・町・・・・・

x 京lHrrli 34 
XI 神戸市 078地区 37 
XII その他京阪神圏 上中記・中を村除区く郊反神3府県及び奈良県 49 京阪神醗十(06地区含):327 

』ーーーーーーーーーーーー ド・ーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
XIII 名古屋著作心2区 13 
XIV その他名古屋市等上三己以外の052地区 28 052地区計:41 

トーーーー-ーーー-ーーーーー一一ーーー・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーートー一一一 -・・・・圃・・・・・・・圃-----_.胴・・ー・・・ー---・・.開・・・・・・・---
XV その他東海 L民三宅医5乏をD 二I~~二三裏切良ー 62 中東圏計:103 

トーーーーーーーーーーーー -・・・・圃・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・田・・・・・・・・・・・圃・・・・・・・・・ 4・・・・・・・・田園._-圃・・・闘'
XVl キ1.・仙・広・福 011-022・082・092地区 22 
xvn 他県庁所在地 43 地方中核都市計:65 

←ーーーーーーーーーーーー トーーーー ーーーーー--ーーーーーーーーーーーー
XVIJI その他

上』院一人訂一上ーの以ー外ーいーずのーー則れーにーTー所もー在該ーー都当ー市ーしー及なーーびいー0地司9E域3tl阻一ー
81 

計1242

J11典)表4-4の資料より筆者作成

ている。企業Kよっては、主力工場等を便宜的な「登記上本社」として扱い、

意思決定などの中枢管理機能は都心のオフィスに移すというケースが多いが、

ζの資料はその性格上、各企業の「実働守本社Jを判定して掲載しているため、、、
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各部門の分離状況をより実態~t~1Iして見る ζ とができる.また、 5. 4. 1. ttおけ

る業極分類は、第4章と同様、東京証券取引所の証券コードに準拠して行なっ

ているが、 1993年7月から、一部企業においてコード番号は従前のまま所属業

種変更が行なわれたため、11社が「非製造業」となった一方、 27社が新たに

「製造業J~t加えられ、 45社が製造業内で業種を変更している。とれに対応す

るため、本章では一部の企業の所属業種が第4章とは異なっているぺ各業種

毎の企業数は表5-1の通りである。 5.4.2.の本社立地別では、全国を全部で18

の都市・地織に分類する。本社所在地の各地成毎の企業数に関しては表5-2を

参照されたい。

5. 3 企業規模とオフィスー工場立地パターン

では、対象企業のオフィスー工場立地パターンはどのようになっているであ

ろうか。オフィスを意思決定がなされるlつの「本社Jとそれ以下のオフィス

を一括した「支庖JK分けると、本社 ・支庖の別、あるいは支庖の場合重複し

ている支庖の数が単数か綾数かという基準Kよって、立地の「重複Jを、本社

とl支庖(lIIB1)、材土と複数支庖(HIBP)、本社のみ(H1 BO)、l支庖のみ(HOB1)、

複数の支庖(HOBP)、の5種類に分類するζとができ、 「重複しないJというパ

ターン (HOBO)を含めると 6通りに分けられる。各パターン別の企業数を示した

のが次の表5-3である。

表5-3 重複パターン別企業分布

オフィスー工場の重視パターン 企業数 % 

重複あり:本社及びi支庖(HI81) 30 2. 42 

;本社及び複数刻古(HI8P) 16 1. 29 

l本社のみ(HIsO) 410 33. 01 

11支応のみ(H081) 80 6. 44 

l複数の支庖(1I0BP) 38 3. 06 
ーーー一ー_J!Jーーーーー-ーーーーーーーーーー ーーーーー

ノト計 574 46. 22 
ーーーー・・

重綾なし (HOBO) 668 53. 78 

計 1242 

出典)表4-4の資料より筆者作成
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ζの表5-3からすぐKわかる乙とは、オフィスと工場が完全K分離している

企業かかろうして過半数K達しているとはいえ、{可ちかの形態においてオフィ

スと工場の立地K一部でも重複が見られる企業が全体の半数近くを占めている

乙とである。もっとも、との中で圧倒的に多いのが、本社のみが工場と重慢し

ている (H1 80)の形態で、乙れだけで全体でも約1/3を占め、 「重複ありJ企業

の中だけでは約3/4'ζも達している。 ζれに次ぐ企業数を有する r1支庖のみ

(HOB 1) J工場と重複している企業を加えると、 「重複ありJ企業の約7/8は、

全オフィスのうちの lオフィスのみが工場と重複しているに過ぎない。従って、

オフィス立却!と工場立地の分離・独立という今目的傾向が、 ζれによって全面

的に否定されるものではない。しかしながら、たとえ l企業で lオフィスであっ

ても、これだけの重復現象が全て各企業の個別の「特殊事情」で説明できると

は考えにくく 、そζにはまだ何ちかの牽引力が残っているとみるべきであろう。

その意味では、オフィスと工場の「分離Jにはまだ一定の留保条件を要するも

のと思われる。

では、 「重綾あり」企業と「重複なしJ企業との問には、どのような差が見

られるであろうか。一般的Kは、大企業ほど都心部にオフィスを情えているC

とから鑑みて、オフィスと工場の分離が進んでいるのではないかと樹則される。

そ乙でまず、企業規模の面から乙れを検討してみよう。企業規模を表す指標と

しては、本稿では物的及び人的な規模を代表するものとして、それぞれ総資産

及び総従業員数を採用する6tcれらの数値の出所についても、実質的な本社

機能の所在地の判定と問機、 f日経会社情報 94-IJ ~C拠っている。総資産、

未街並業貝数という 2つの指標K基づいて、各企業をそれらの指標に基づいて各々

9つの階級に分類し、その相対度数をもとにヒストグラムを描いたのがそれぞ

れ次の図5-}、図5-2である。

乙れを見ると、企業規慎の小さい階級では「重複ありJ企業が多く、大規模

な階級では「重複なしJ企業が多い乙とが、両方の図から邦通して読み取れる。

すなわち、企業の規模が大きくなるほど、オフィスと工場が分離している企業

は相対的K多くなる。

ただし、間グループの差はあくまで相対的なもので、との傾向はかなり弱い、
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ものである乙とも同時に指摘しておかねばならない。 r重複ありJと「重複な

しJの両グループの聞で、相対度数にしてO.1以上の差がついている階級は、

総資産(億円)

---100 

100へ

500----

1000'"'-

2000--

3000---

4000---

図5-1 総資産規模別企業分布

5000---庄一j.一一 重複なし

重複あり

10000---
_J i _ ー....J I ・戸 一』ー-・・ ' 。O. 05 O. 1 O. 15 O. 2 O. 25 O. 3 O. 35 O. 4 O. 45 O. 5 

企業数の相対度数

従業員数(人) 図5-2 総従業員数規模別企業分布

---100 
100 -.，_ 
日()円、

I ()()O '-

2000---

3000-----
重捜あり

4000-----

5000'"'- i‘一一 重複なし

10000-----
一ー一一一_ i一一 一一ーー

O. 00 O. 05 0.10 O. 15 O. 20 O. 25 O. 30 
企業数の相対度数

図5-1、図5-2のどちらの指標においても存在しない。そして両グループのヒ:、、
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表5-4 重複パターン別企業規模

(a)総資産額

企業数(左)と相対度数(右)

階級(億円) HIBl HIBP 
ーーーーーーーーーーー一ーーー

日 日 O.00 10000--- O. 00 

5000--- O! O. 00 O! O. 00 

4000--- 0: O. 00 0: O. 00 

3000--- 3: O. 10 。; O. 00 

2000--- O! O. 00 O! O. 00 

1000--- 3: 0.10 O. 06 

500--- 4: O. 13 5: O. 31 

) 00--- 17' O. 57 1 0 ~ O. 63 

---100 3: O. 10 0: O. 00 

言十 30: 16: 
平性総資産額 790. 00 509. 00 
-ーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーートーーーーーーーーー
f献す度数の標準偏差 O. 18 O. 22 

(b)総従業員数

企業数(左)と相対度数(右)

階及(人) HIBl HIBP 
-ーーーーーーーーーーーーーー 一-n--ーーーートー-01Tー-ー0ー.0ー0国

10000-- O. 03 

5000--- O! O. 00 O! O. 00 

4000-- O. 03 0: O. 00 

3000--- O. 03 。;O. 00 

2000--- 3! 0.10 3! O. 19 

1000-- 8: O. 27 4: O. 25 

500--- 9: O. 30 O. 56 

100-- 7' O. 23 O ~ O. 00 

---100 0: O. 00 0: O. 00 

30: 16: 

HIBO 日OBl HOBP 
ーー-:r-ーーーー

9i 0.02 
一ーー「ーーーーー

3i 0.04 
-・ 4 ー「ーーーーー・

li 0.03 
も1 0.01 2! O. 03 O! O. 00 

5: O. 01 2: O. 03 。; O. 00 
g: O. 02 2: O. 03 O. 03 

14! O. 03 3! O. 04 2! O. 05 

44: O. 11 10: O. 13 5: O. 13 

72: O. 18 16: O. 20 10: O. 26 

189' O. 46 39~ O. 49 20~ O. 53 

62: O. 15 31 O. 04 01 O. 00 

410: 80: 39: 
1233. 10 1767.81 1985. 28 

ー---ーーーーー ーーーーーーーーー ーーーーーーーーー，
O. 15 O. 15 O. 18 

日lBO HOBl HOBP 
ー-_.:r-ーーーー
Isi 0.04 

ーーー「ーーーーー
4i O. 05 

ーーー「ーーーーー・
li 0.03 

18! O. 04 7! O. 09 O! O. 00 

11: O. 03 4: O. 05 0: O. 00 

20: O. 05 5: 0.06 2: O. 05 

33! O. 08 6! O. 08 6! 0.16 

88: O. 21 11: O. 14 9: O. 24 

90: O. 22 29: O. 36 16: O. 42 

125' O. 30 14' O. 18 4' O. 11 

9: O. 02 0: O. 00 0: O. 00 

410: 80: 38: 

・平ーーt~ー滞ー芯骨従叩ー業ー貝ーー数ーーー ー ーーーー16ー1ー1ー.0ー0巴トーーーー1ー2ー2ー2.ー0ー6ーーーー2ー3ー7ー6.四 8ー4ーーーー3ー1ー63ー.ー6ー3ーー-9S1-7ー1ー1ー0ー6
相対度数の標準偏差 0.121 O. ]91 0.101 0.11 、O.14 
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ストグラムの形状もほぼ同じで、最頻値をもたらす階級も一致しているのであ

る。個々の合業毎で見れば、 「重複ありJ企業でも「重複なしJ企業より大き

な企業も多数存花するのであり、必ずしも両グループは企業規横によって明確

K識別されるものではない。

また、 「竜慢ありJの企業グループ内部で、表5-3の重視パターン矧I'c比較

したとき、どのような格差が見られるであろうか。表5-4はその5パターンの

比較である。 ζれを見ると、 lオフィスのみが重複しているにすぎないHIBO、

HOBIと他のパターンとでは、標本数が圧倒的に異なるのみならず、物的にも人

的Lζも規模月11企業分布においても大きな差異を見いだすととができょう。前者

においては、どの階級にもそれに相当する企業が存在し、大企業も多いのに対

し、後者では明らかに大企業が欠如し、中 ・小規模な企業がその大半を占めて

いる。乙の乙とは各パターンの平均値を見ても理解できょう。 HIBO、HOBI等で

は他と比べて総資産額や総従業員数の平均値が大きく 、l階級上に相当してい

る。 ζれが上部階級に属する大企業の影響であるととは言うまでもあるまい。

全体的に、HIBO、HOBl'C属するからと言って必ず大企業であるというととはで

きないが、その逆に、 HIBl， HIBP等の多重複オフィス型の企業は相対的に小規

模なものが主流であると言ってよいであろう九

全体的に、 HIBO、HOB1 'C属するかちと言って必ず大企業であるというととは

できないが、それに対して、 H181，HIBP等の多重複オフィス型の企業は相対的

に小規模なものが主流であると言ってよいであろう。

ζれらの分析から、工場とオフィスの重被は、物的・人的の両方において、

企業の規模が小さいものほど相対的K多くなるととが確認された。しかしなが

ら、重慢の有無だけで考えると、両者の差は認められるものの、本質的な格差

ではないととも明らかになった。では、どのような場合Kオフィスと工場は分

離するのであろうか。次節以降ではその問題を検討する。

5.4. オフィスー工場立地の重複度の分析

5.4. l. 業種別比較

企業を分類する場合、その業種Kよって分類するζとはかなり一般的であろ

う。第4章においては、支庖立地パターンの業種Kよる差異について考察し、t¥

-92-



最終消費財産業と生産財・中間財産業の間で支庖の立地パターンが異なる乙と

を指摘したが、それと問機花、業種によってオフィスと工場の関係が異なると

とは十分子想できょう.

業種Kよるオフィス(本社等の管理機能)と工場の関係の違いから、それぞれ

の部門の立地について検討したものとしては藤本(1993、pp.134-139)が挙げち

れよう.藤本は、機械工業が注文生産形態を取る場合が多い乙とを指摘し、と

の生産形態が研究開発、設計、 製作が緊密に連絡をとらねばならないことが多

いためK、企業内の部門間K立地牽引力が働くと指摘している.企業内部の立

地牽引力が強いほど各部門が互いに近接して立地するととを指向するので、

本稿で問題忙しているオフィスと工場の重複立地も多くなると考えられる。と

の点lζ留意しつつ、業種別のオフィスー工場の重複立地明]向を検討してみよう。

各業種別のオフィス・工場数とその重複立地率をまとめたのが次の表5-5であ

る。

5.3.においては、企業をオフィスー工場の重複パターンによって 6つに分類

したが、その際に、企業がそれぞれどれだけのオフィス・工場を所有している

かKついては検討しなかった。オフィス(工場)の数が多くなるほど、その重複

が企業全体』ζ与える影響は小さくなるであろう。また、 lつの業種の中には様々

な規模の企業が存在するのみなちず、業種間の平均的企業の規模格差も大きい。

そ乙で本節では、乙れらの影響を平準化するために、各企業の 1オフィスまた

はl工場当たりの重綾オフィスー工場数を各々の業種毎に集計したものを、そ

れぞれO及びPで表し(すなわち、 0=2: i:IWjOj又は p=ヱi..IWjpi)、更にそ

のO及びPをその業種に属する企業数(F)で宮11った値(O/F，P/F)によって、

どの業種においてオフィス・工場の重複立地が相対的に多いかを判定する。

表5-5より、 O/Fは自動車 (Y)を筆頭に家電・部品(S)、計測機(T)、あ

るいはその他機械・機械部品(p)などの組立型産業で高い値を示すことが読み

取れる。反対に低いのは、アパレル(y)を筆頭花、医薬品(H)、加工食品 (B)、

石油・ゴム(J )、窯業(K)など、素材型・装置型産業が主体である.また， p/ 

Fは産業機械(0)で最も高い{也、機械・電機関係の業種で高く 、アパレル(y) 

や有機化学 (G)、石油 ・ゴム(J)などの産業で低い.両方を通じて、機械 ・電

機などの組立製産業で重複オフィスが多く、化学産業や石油 ・ゴム、窯業など、
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表55 1そf重}lll:1・'7t・ス -Ll易数ιモの屯Hi立地ド
寺町附 八 B )) ド

企ヂ放(F) :10 10 13 31 13 38 60 
噴間オフ fス数(，，) 2~ 42 20 18 9 2~ 27 
総オフ tス数(0) ~O~ 970 305 181 107 ~~3 571 
総u助教(p) 13s ~IO 274 159 59 176 277 

l オ7 iス当たり弔慢れィス~I (0 0.57 3. I~ 11. 75 3. 90 l. 50 4.57 5. 24 

IJf局当たり市mlオ7ィ花I(p) fl. i.8 12.38 12. ~ 6 6. 25 3. 70 7. 2~ 6. 17 
---ー一一ーーーーーーーーーーーーー ーーー甲骨ー ーーーーーーーー目ーー世田ー世ーーーーーー ーーーーーーーーーーーー一ー ーー-----

0/ド O. Is8 O. 045 O. 161 o 128 0.115 0.12 O. 079 

P/ft O. 238 0.177 O. 171 O. 202 O. 285 O. 101 O. 093 

育里flft JI K ルf N 

企業数(F) 42 33 32 57 55 38 06 
市開オフ fス数(w) 11 30 8 32 31 zn 43 
総オフィス数(0) 104 353 259 583 375 20u 703 
総て場数(p) I1 fi 140 98 232 193 G6 237 

iオ7iス当たり司:(慣れィス訂 (0 1. 40 2. 60 1. 81 ~ . 21 8. 2~ 4. 29 8.61 

I[場当たりiftmオ7{ABI・(P) 6.51 7. ~6 ~ . 03 11.97 10. ~8 9. s5 11.71 
-ーーー・ーーーーー申申ーーーーーーーーー ー岨ーーーーー 曲目ー圃ーーーーー世ーーーーー ーー'ーーー ーーーー『自由ーーー田ーーー ーーーーーーー

。/ド O. O~~:l O. 070 O. 057 O. OH O. 15 O. Ila O. 13 
ド/ド O. 157 O. 226 0.126 0.21 O. 3 O. 25~ O. 268 

yirU o Q I{ S T U 

合字数(ft) I~ :l 41 36 28 51 79 18 

電複オフ fス数(w) 104 23 27 15 30 46 13 
総オフ fス数(0) 1321 402 393 453 454 707 165 

総エj易数 (p) 341 114 182 82 156 227 89 

lオ7ィス当たり弔問オ7{A計(0 22. 20 1. 15 5.55 1. 66 9. 36 14. 1 ~l 1. 87 

l工場当たり賃惚オ7ィ埼I(1') 56. 08 12.27 10.22 8. 10 13. 13 21.86 4. 58 
--ーーーーーーーーーーー』ーーーーーー ーーーーーー ーーーーーーー司ーーーーーー ー『ーー回目 咽ーー--ーーーーーーーーーー 帽ーーーーーーー

。/F O. 15f> 0.174 0.154 O. 059 O. 184 0.179 O. l ü~ 

111ft O. 392 O. 299 O. 284 O. 289 O. 257 0.277 O. 254 

業ftfl V 、v X Y 

企字数(F) 7n ~2 49 23 1 2~ 2 

重掩オフfス数(w) 5s 27 34 2 726 

総オフ ィス数(0) 328 388 516 155 11560 

総~J助数 (p) 344 123 156 20 4416 

1 ~ 7 ィス当た り前向れは3 1・ (0 23. 36 3.13 5. 83 O. 20 102.33 

I.L場当たり弔問れィス訂 (p) 17.06 10.41 11.52 1. 00 2g8. 53 
ーーーーー申 ーーーーーー一ーーーーーーー ーー自由ーー ー四ーーー昌司自

。/F O. 2gB O. 075 O. 119 O. oon 0.131 
|】/1" O. 227 O. 2~8 O. 235 O. 043 O. 24 :、.... 

註) r~ I J (ζおけるo.rの値(よそれぞれ25業問のO、Pの偵の初になっている.
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では少ないととがわかる。また、各業種毎tCO/F. P /Fの値をそれぞれ比較

すると、自動車(V)を唯一の例外としてめ、 O/FくP/Fという関係がある.

ζれは明らかに、今日の企業が工場よりもオフィスを多く抱えている ζとに起

因するものであろう。

ζれらの結果は、大体において藤本の見解の正しさを裏付けているように見

える。特に P/Fの値比おいて産業機械(0)が最も高くなる理由は、まさに

藤本の指摘した、機械工業における企業内の部門間における立地牽引力の強さ

によってよく説明できょう。しかしそれだけでは説明しきれないものがまだ残っ

ている。具体的には、注文生産型の工業としては最も典型的な造船・車両工業

(U)、組立型工業のlつである精密機械 ・その他工業(W)においては、 O/Fの

値はあまり高くない。その反面、いずれも装置型産業である、基礎食品 (A)の

O/F、鉄鋼(L)のP/Fの値は平均と比べてかなり高いといえよう.

考えられることは、乙れらの業種ではむしろ、原料地指向などの工場の立地

条件や、オフィスと市場の聞の牽引力が重要な要素になっているのではないか、

ということである。例えば、造船・車両工業の場合、工場はその広大な敷地面

積や、 (特に造船の場合)臨海部に立地するCとが必要であるため、都心近くに

は立地できないのに対し、市場(顧客)とは製品の仕様などを巡って綿密なフェ

イス・トゥ ・フェイス・コミュニケーションが要求されるため、オフィスは都

心部に立地せざるを得ないのではなかろうか。

以上より、業種別にみたオフィスー工場の重複比率は、生産財一消費財とい

う生産される財の特徴による対照をみせた支庖立地パターンとは異なり、む

しろ組立型産業一装置型産業という生産形態の見地からよく分類されることが

示された。ただし、第4章の支庖立地パターンとの比較に際しては、 iつ注意

しなければなちないととがある.それは、本章では全上場製造業企業を対象忙

しているのに対し、第4章で検討した企業が(東証 1部に上場する)東京に本社

を置く製造業企業のみに限定されている ζとである。他地i戒に本社をもっ企業

であれば、支庖立地パターンをはじめ、企業の立地戦略もおのずから変わって

くるかもしれない。そ乙で、次項では本社立地別にみたオフィスー工場の重複

比率について検討してみよう。
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5.4.2. 本社立地別比較

表5-2をみてもわかるように、今日の我が国の主要企業の本社立地は、その

過半数が首都圏に立地し、なかでも者ル心3区に全体の約1/4が立地している。

本社機能の東京集中がオフィスと工場の分離に大きな関わりをもっているζと

表5-s本社立Iω~Ijオフィス・工場数とその重複立地率
本 間協j也 u 111 IV V Vl 

企業数(F) 331 139 44 31 43 78 

号電禄オフィス数(w) 111 49 27 18 41 58 

総オフィス数(0) 3195 1470 380 323 449 616 

総エ士易数(p) 1501 493 146 90 158 191 

lオフィス当たり重複オフィス計(0 14.97 6. 67 4. 02 3. 75 9. 26 20. 38 

i工場巧たり重傾オフィス計(P) 28. 5~ 17.09 8. 76 7. 72 15.92 31. 24 
ーーーーーーーーーーーーーーー骨骨ーーー ー骨骨ーーートーー0ー.ー04ー8ー司--咽自国・司・・・・・圃.--・・・・圃・・・・・・・・・・・・・・ 4・・・ -・・・ ・・・・ー・・・・岨圃・・ ・圃---・圃.-旬..岨--.岡--

O/F O. 045 O. 091 O. 121 O. 215 O. 261 

P/F O. 086 O. ]23 O. 199 O. 249 O. 37 O. 401 

本社所在地 VTT VIn rx: X XI xn 

企業数(F) 125 58 24 34 37 49 

重複オフィス数(w) 46 60 18 25 21 42 

総オフィス数(0) 1229 458 260 286 396 354 

総エ士易数(p) 555 185 78 87 139 124 

lオフィス当たり重複オフィス計(0 6.61 13.07 4.71 4. 33 4. 13 13.61 

l工場当たり重複オフィス計(P) 14.09 23. 96 7. 25 13. 48 9.12 25.74 
ーーーーーー ーーーーーー ーーーーーー ー--ーーー

O/F O. 053 O. 225 O. 196 0.127 O. 112 O. 278 

P/F O. 113 0.413 O. 302 O. 396 O. 246 O. 525 

本社所在地 XIII XIV XV XVI XVII XVIlI 

企業数(P) 13 28 62 22 43 81 

重緩オフィス数(w) 2 22 64 17 34 73 

総オフィス数(0) 119 284 344 319 344 748 

総工場数(p) 51 84 189 70 140 241 

lオ7ィス当たり重複オフィス計(0 O. 58 6. 30 23. 82 3. 29 6. 66 18. 17 

l工場当たり重複オフィス計(P) O. 66 トーーー9ー.ー26ー 33. 20 6.71 14.01 33. 78 
-・.岡町.._--- .幽-.圃-----ーーーーーー ーーーーーー ーーーーーー

O/F O. 045 O. 225 O. 384 0.15 O. 155 O. 224 

P/P O. 051 O. 331 O. 535 O. 305 O. 326 0.417 

首者噛計

666 

304 

6433 

2579 

59. 05 

109.27 
ーーーーーー

O. 089 
O. 164 

近畿圏計

327 

212 

2983 

1168 

46. 46 

93. 64 
ーーーーーー・

O. 142 

O. 286 

計

1242 

726 

11566 

4416 

164. 33 

300. 53 -司開..__.咽同.-
O. ]32 

O. 242 

註) r首都圏計Jr近畿圏計J及び計のO、Fの値については、表5-5と同様に計算している。
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は、5.1.で紹介した伊陪s(l991)の研究においても指摘されている。しかし逆に、

本社が東京・大阪の者~心部以外の地方に立地している場合には、オフィスと工

場は相対的K分離していないのであろうか。との点は資料の制約等もあって、

今まであまり具体的に検討されてとなかった。阿部の研究も、基本的には本章

の表5-2と問機のデータからの推論にほかならない

また、全国レベルの問題だけでなく、東京 ・大阪のような大都市閣では、そ

の都市閤内のどc.'C本社が立地しているかによる重視率の違いも興味深い問題

である。本稿では首都圏 ・近畿圏をそれぞれ6地区づつに区分し、地区毎のオ

フィスー工場の重視率を検討している。乙れらの結果は、次の表5-6にまとめ

られている。

との表5-6において、各数字の算出法は表5-5と同様である。表5-5と比べ

た際の大きな特徴としては、 u/F，P/F間のスピアマンの順位相関係数が、

表5-5ではO.44であるのに対して、O.94と極めて高いととが挙げられよう.そ

のため、まずu/Fの値の地域差について検討し、その後でP/Fについても興

味深い点についてコメントすることにする。

I--XVIIIの各地域毎K比較すると、まず3大都市閣の都心部(J，VIJ， XIII) 

KついてはいずれもO.05前後と、極めて低い値となっている。また東京では、

準都心とでもいうべき (11)の地域K本社を置く企業も、 (1)と同様にu/Fの値

が低い.名古屋都心部(XIII)が東京 ・大阪と変わらないのは、一見阿部の指摘

に反するように見えるが、該当企業が極めて少ないので、都心部の数字だけで

そのように結論付けるのは早計であろう。むしろ首都圏 ・近畿圏対名古屋閣の

本質的な差は、その最縁辺部(東京一VI，大阪-XII，名古屋-xv)に現われ

ている。名古屋圏縁辺部におけるオフィスー工場重複率の際だった高さ ζそ、

阿部が指摘した名古屋(都心部)へのオフィス集積の相対的な低さを裏付けるも

のであるといえるのではないか.

そして首都圏と近畿圏を比べた場合、どのような乙とが言えるであろうか。

どちちとも、都心部から郊外へ向かうにつれて重視率が高くなり、縁辺部では

非大都市圏 (XVllI)よりも重領率が高くなる情図は共通している。そして両都

市圏を集計的K比較すると、首都圏本社企業の方が近畿圏本社企業より重複率

が相対的に低くなる。すなわち.首都圏本社企業は近畿閤本社企業よりオフィ¥
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ス-工場の分離が進んでいる ζとがわかるぺ

一方両者の際だった差は 、中心都市郊外部(東京-111，IV、大阪-VUI' IX) 

と大都市圏内の次位都市(首都圏-v[横浜・川崎!、近畿圏一X[京都]、XI

!神戸1HcみるCとができょう。前者は首都圏より近畿圏が高く 、後者は逆Lζ

近畿閤より首都閤の方が高い。 ζれは両者の都市 ・地域情造から解釈されるべ

きであろう。東京は大阪より人口及び中枢機能の集積において大規模であるた

め、中心都市(東京23区)における「郊外Jでもなお工場適地が少なく 、その結

果工場は郊外に移転しオフィスと分離する。そして近畿圏における大阪市郊外

の役割を果たしているのが、首都圏では 横浜・川崎であると考えるならば?

VがVIII. IXと間程度に高い重複率を示すζ とも説明できょう。 一方、 近畿圏

における京都 ・神戸は首都圏における横浜・川崎よりも独自性が強く l11大阪

とは別の4者日市闘をもっている。そのために重複率が低くなるのである。京都 ・

神戸と同様の論理は 、札幌・仙台・広島・福岡の地方中枢都市(XVI)や、その

他の県庁所在都市及び北九州市(xvu)の、相対的にみて低い重複率について

もあてはまるであろう.

ζ乙での分析，C.5.3.、更に5.4.1.で行なった分析を組み合わせると、より

深い考察を行なう Cとができる。本章ではその厳密な統計学的分析には立ち入

ちないが、それでも以下のようなととは容易に理解できるであろう。まず、オ

フィス ー工場の重視パターンとの関係では、 「重複ありJ企業の内の3/4以上

(79.45%)が、何らかの形で・の本社と工場との重複というパターンである。す

なわち、上の18通りの本社所在地の地域分類が、ほぼそのまま実際の重緩工場

の立地点になると考えてよい。言い換えれば、大都市圏の郊外に重複企業の本

社が多いという事実は、乙れらの企業ではまだ本社が工場に付随していること

を意味する。ただし、大都市かち至近のZ団住Kありながら、オフィスと工場を

分離させないという Cとから考えると、乙れらの企業は相対的に小規模である

と予想される。

更，cζζLζ業種別分類を重ね合わせると、どのようなことがいえるであろう

か。 5.4. 1.では、機械工業なと‘の組立型工業K重複企業が多い乙とを指摘した。

とすれば、そのような工業が箔童している地域K重鎮企業は多いと考えられる.

果たせるかな、重複率が最も高いのは機械・自動車工業が中心の中京工業地帯 ・¥
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を栴える (xvHfh.域である。また、上で述べた首都圏・近畿聞の最縁辺部(Vl.

XII)についても .ζれらの工業が発達している地域であり 12)、Cの見解を裏付

けるものとなろう.しかも、乙れらの地域K立地する企業の多くは大企業の下

請が中心であり、相対的K小規模かつ地方的な企業であると考えられる。 ζζ

までみてくると、 3大都市圏交砂十部Lζ本社を置く企業が、創~的Kみてもオフィ

スー工場の電綾率が高い理由は明ちかではなかろうか。

最後花、P/Fの値について、O/Fの値と異なる傾向を示す点を示しておζ

う。まず、 O/Fの値では大差のなかったVIとXIHζ、かなり大きな差が開いて

いる。乙のζとは首都圏企業は近畿圏企業K比べ、 l企業当たりの工場数が少

ないととを煎味する。また、同じ近畿圏の都市であっても、京都(X)と神戸

(XI)では P/Fの値が大きく異なり神戸の方が値が小さい。

5.5. おわりに

本章では、従来具体的かつ集計的に分析される ζ とのあまりなかった、 「オ

フィスと工場の立地上の関係Jtcついて、最も明自に見て取れる、両者が「重

複Jする場合に限定して検討した。その結果、 「重綾ありJ企業は数では全体

の半数K満たないものの. r本社工場Jをもっ企業を中心に、全体の4割以上

の企業が少なくとも lつの重複オフィス=工場を有するζと、 「重複ありJ企

業は「重媛なし」企業に比べると、規模ではやや小さく、業種は機械工業など

の組立型工業が中心で、 3大都市圏の郊外に本社を有するものが相対的に多い

ととが明らかになった。

今後の課題としては、まず、オフ ィスや工場の規模や階層を考慮にいれると

とによって、重綾オフィス(工場)が他のオフィス(工場)に比べてどのような特

徴があるのかを明確比する必要がある。それKよって、両者が互いの牽引力に

よって電複しているのか、それとも単に、オフィスを建設する土地の都合など

の外的な要因によるのかを判定できょう。その他の研究テーマとしては、時系

列的な立地展開の検証や企業内牽引力の実証的な測定、あるいは「研究所J問

などの企業内の他の部門との立地上の関係の導入が考えられよう。
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第5章 註

1 )理j制)'Jな研究の例としては、第3章のほか、OtaandF吋ita(1993)を参照。

l. 3.で述べた通り、Otaらは、厳密にはオフィスー工場ではなく、役割の異

なる 2種類のオフィスの立地Kついて分析している.しかしそのモデルを

fオフィスJと「工場Jの関係K読み替えて解釈する乙とも可能であり、

またそのような解釈もあちかじめ想定されている (p.696)。

2 )オフィス立地lζ関して、その研究成果を整理してある文献については第

l章の註13)を参照されたい。工場立地K関しては、北村・矢田編(l977)、

村田編(1987)、西岡・松橋編(1990)、山崎(l992)、山川・柳井編(1993)、

などを参照。

3) r企業の地理学Jについて解説 ・展望した文献としては、中島(1984)、

西岡・富樫(1986)、富樫(l990a.b)、を参照。

4 )阿部の分析がこのような不十分なものにならざるを得なかったのは、 1 

つには用いた資料の問題があったと思われる。すなわち、阿部は『会社年

鑑』を利用しているが、 ζれは本社の所在地はともかく、支庖や工場の所

在地までもれなく正確に掲載されているわけではない。

5 )とりわけ、証券コード8000'"'-8100番台(商社等)で、 「繊維製品J産業に

業種転換された企業は、かなりまとまって存在するので、その共通点をと っ

て「アパレルj という別分類に括り、それによって業種数は第4章におけ

る24業種から25業種に増加している。

6 )言うまでもなく 、との2つの指標の聞には高い相関関係(r=0.94)があ

る。

7 )なお、乙れら』ζ対して、標準偏差は一見逆の傾向を示すが、乙れは平均

値が属する階級と最頻値階級が異なり、最頻値が中小企業の階級に偏って

いるために、大企業が多く平均値が大きくなるHIBO、HOBl等では、実際の

データは明ょうかK他より分散しているのにもかかわらず、標準偏差が小さ

くなるのである.

8 )自動車でとのような特異な数値が現われる理由は、4.1.と同僚、乙の業

種では支J占の最も重要な機能である営業機能を、系列(組織上は別会社)の

販売子会社に委ねているため、見かけ上の支庖数が少ないためであると思 ・¥
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われる。その事情については、若杉(l99 1)を参照。

9)ζのような結果を生ずる理由については、本稿の範囲では説明すること

が難しいが、 lつのてがかりとして、阿部(l99 1)が時系列的K分析した結

果、 「企業が(管理機能と生産機能の一引用者註)両機能を分離させると

きは、そして特K東京へ本社を移転するととは、それを契機K一層の発展

をするためのステップとなっている ζとJ(P. 118)、を指摘している乙とを

付記しておく。

10)対反06地域が兵庫県の尼崎・伊丹(一部)市を含め、大阪市外比大きく広

がっているのに対し、東京03地域は狛江・調布(一部)市を除いて、東京23

rx内K留まっている。乙の意味では、東京に川崎 ・横浜を加えるという見

方もさほど不自然ではない解釈であろう。

11 )山田・待周0983b)I徳岡(1991)によると、横浜は完全に東京の都市圏(S

MEAHc属するが、京都・神戸は対反のSMEAKは含まれず、独自のS

MEAを形成している。乙の結果は、 「我が国の都市群システムに独特の

位置を築いてJ(西原 1991、p.20)いる、横兵 ・京都 ・神戸の3都市間の

違いの存在を如実に示しているといえよう。

12)首都圏K関して、とのような工業の集積の実態を分析したものとしては、

佐藤(1988)を参照。

13)研究所の立地については、青野(1986)、北川(1992)の他、国土庁(1993)

を参照。
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第6章 交通 ・通信条件改善はオフィス立地分散に有効力、

一政策の有効性一

6. 1. はじめに

新幹線などの交通条件の改善が地域経済にどのような効果をもたらすかにつ

いては、以前かち多く の議論がなされてきた。交通整備はあるときは「地峨発

展の基盤Jとして要求される一方、交通体系の整備が一極集中と地方の衰退を

促進させたと批判される乙ともあった。企業の立地に及ぼす効果に関しても、

乙れをうけて 2つの対立する見解があった。交通条件が改善されるととによっ

て、地方への企業立地が促進されるという見解と、反対にそれは地方に立地し

ようとする企業を中央に引き寄せるという見解である。

第四次全国総合開発計画(四全総)では、 「多極分散型国土の形成を促すjた

めに、 「交通、情報 ・通信体系の先行的かっ計画的な盤備を推進するJ(国土

庁.1987、p.15)ζ とが、地方圏の戦略的、重点的整備のために必要であると

している。この回全総のキーワードともいうべき「多極分散型国土Jとは、

「人口及びとれらの機能(行政、経済、文化等に関する機能)が特定の地域に過

度に集中するととなくその全域にわたり適正に配置され、それぞれの地域が有

機的K連携しつつその特性を生かして発展している国土J1) (傍点引用者)と定

義される。ζの乙とから四全総は交通整備が機能の分散に有効であると考え

ているCとが読み取れよう。

一方、高速交通機関がむしろ「東京一極集中Jを加速させているという見方

も存在する。その例として、長谷川 (1988、p.233)は、高速交通ネットワーク

が地峨社会K及ぼす効果を聞い、 「地方分散の名のもとに建設される高速交通

ネットワークは、どとよりも東京圏の吸引力を高め、地方への生産拠点、の分散

をすすめながちも、本社機能、金融機能、調査研究部門などの中枢管理機能の

東京圏への集中を加速しているJと結論づけている。

ところで、我が国の戦後の交通のめざましい発展のなかで、交通改善が立地

K及ぼした影響は各機能毎に異なっている。工場などの生産機能は交通改善に

ともなって郊外そして地方へと移転した一方、本稿で対象とするオフィスなど

の中杷管理機能K関しては、むしろ交通が改善されても依然、として東京閣をは¥
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じめとした大都市問への集中が進んでいる。しかしなぜζのような差が生じる

のであろうか?本章ではζの問題に関して、前章までの理論及び実証的研究の

成果をふまえた交通・通信政策のあり方を検討する.まず6.2.では、両者の直

面する「交通条件Jの相違からオフィス立地と工場立地の差についての説明

を試みるのとれを用いて、 6.3.では中枢管理機能の立地K関して交通改善が及

ぼす効果lζついて分析する。更に、 6.4では交通改善と同様にその立地分散効

果を期待されている「ニューメディア」と呼ばれる電気通信上の技術革新の効

果Kついて論じる。最後に、 6.5.tcおいて今後とられるべき政策についての私

見を示す。

6.2. 中枢管用機能の怜性と交通条件

「中枢管理機能Jを行なう部所を「オフィス」とよぶζとLとする九では、オ

フィス活動を行なううえでどのような交通が必要になるであろうか.乙れを工

場との対比で検討しよう。

まず、工場では原料 ・燃料や製品といった fモノJが輸送の中心にくるのK

対して、オフィスの場合には、最終的K輸送されるのは市場の動向や企業の生

産計画などの f情報Jである。情報の輸送手段としては、純粋に情報だけを輸

送する(電気)通信と、人間が媒介となって情報を輸送する(旅客)交通の2つが

ある。ζの2つの手段問の代替一補完関係と両者の選択の問題に関しては、 ζ

れまでにもいくつもの研究がなされている(例えば、 Schuler、1992、Salomon 

and Schofcr、1991)。通信は情報を紛議するための有力な「交通J手段であり、

そしてより重要なことは、その情報輸送コストは(情報の「母Jが測定町能だ

とすれば)通常の財の輸送コストと同一の費用情造を持つものとして扱えると

とである。言い換えると、オフィス活動に関わる情報が全て通信によって輸送

されるならば、オフィスは輸送条件に関して工場と同様に扱えるであろう。し

かし、詳しくは6.4.で述べるが、ζの手段は特に市場の流行や競争相手の企業

の動向などのような、数値化のできない、いわゆる「非定型情報Jを輸送する

ためには不完全なものである。山田 (1991、p.11)が指摘しているように、オ

フィスは、 ζのような非定型情報に依存するととろが大きい3}.ζのような情

報そ輸送し得るのがフェイス ・ト ゥ・フ ェイス ・コミュニケーションであり、 、、
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それを可能にするのが交通なのである。そのため、情報輸送手段としての旅客

交通は、今後とも大きな位置を占める乙とKなろう.

情報の輸送手段として人間を媒介とする交通が利用されると、財を輸送する

場合とは異なる効果が発生する。それζそがフェイス・トゥ・フェイス・コミュ

ニケーションの特徴でもあるのだが、情報だけでなく 、人間という「情報を生

産する機械Jも同時比輸送するためK、意図された伝達されるべき情報と、実

際K伝達された情報の問に違いが生じ、その乙とがときとして思わぬ結果をも

たちす。すなわち、オフィスにおける情報の「生産関数」がわずかのととでも

大きく変動するのである。財の輸送の場合Kは輸送される財の量と内容は既に

決まっており、 Cのようなととはあり得ない。フェイス ・トゥ・ フェイスによ

る情報伝達では、もっと極端な場合として、 rf可を輸送すべきかj 自体がわかっ

ていないζとすらある。今井(1984)は、研究開発部門において、 「考え方の方

向自体を模索するような段階jでのフェイス ・トゥ・フェイス・コ ミュニケー

ションの重要性について述べているが、オフィスKおいても事情は同じであり、

「情報収集Jというオフィスの重要な活動はまさにとれにあてはまる.しかし

とのζとは、企業の立場かち見ると、 l回のトリップで有益な情報が必ず入手

できるとは限ちないという意味で、リスクの大きい活動である。乙のリスクを

より小さくするためには、リスク分散を行なうーフェイス ・トゥ・フェイス・

コミュニケーションの頻度をより高くする一必要がある。とのととが全体的な

情報輸送一収集コストを更に引き上げ、情報源である大都市への指向を強める

のである。

一方、情報の「生産Jtc関してはどうであろうか。オフィスには情報の収集

機能だけでなく生産機能も備わっていなければならない。 Cの「情報ター ミナ

ルJにおける生産に関する費用は、次節で検討するように輸送の方向性Kも大

きな影響を及ぼす.ターミ ナルから発信される情報量がより大きくの、よ り多

種類忙なるほど、その生産費用Kも集積の経済性が作用し、輸送される情報l

単位当たりの生産費用は安く なるであろう。

更に交通による情報輸送の特徴として、 l人の人間を派遣するととによって

「輸送J可能になる情報量が極めて多いために、通信に比べて輸送する情報量

Lζ対する輸送コス トの変動が小さい、言い換えれば、相対的に少ない輸送コス ・¥
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トでも大量の情報を輸送し得るという ζ とが挙げちれる。乙のととは輸送され

る情報量の差が輸送コストに与える影響が小さいととを意味する.以上から、

より大きなターミナルから発信されるほど、生産コストを含めた全体的な情報

輸送コストは低下し、 輸送K交通が利用される乙 とによって、ターミナルの生

産コストの格差が全体的な情報輸送コストの中で大きな役割を果たすようにな

るといえよう。

8.3. 交通改善の効果

では、乙のような交通条件をもっオフィスが交通改善に直面すると、どのよ

うな立納行動をとるであろうか。ccでいう「交通改善」とは、運賃の低下・

速度の上昇など企業にとって総合的な輸送コストの低下をもたらす交通の技

術的・制度的改革を意味する。乙乙で忘れてはならないζとは、通常交通改善

がある 2地点問ABでなされる場合、 A→BとB→Aのどちらの方向にも等し

くその効果をもたらすというととである。更に言えば、乙のζとは運賃や所要

時間が上り下りで異なる場合でも成り立つ.なぜなら、ccで問題になるよう

な旅客交通は、往復するCとKよって初めて意味をなすのであって、 その輸送

コストは上りと下りの和であるからであるえ交通改善の立地K及ぼす効果が

論じちれる際、乙の乙とは往々にして忘れちれていなかっただろうか。

8. 3. 1. 守.地移動の司能性

6. 1.で挙げた問者の見解でいえば、四全総の見解は、交通改善がなされれば

オフィスが地方に立地しても東京K行きやすくなるから地方分散に有効だとい

う見方であり長谷川の見解は、交通改善がなされればオフィスが地方に立地

しなくても東京から行きやすくなるから東京集中が進むという見方である。言

うまでもなく、両者は東京と地方の問の交通のいずれか l方向に重点をおいて

論じているのである。だが、問題はζの2つの方向のうちどちらが卓越するか

である.既に地方Lζ立地している企業にとっては、交通改善は東京出張のコス

トを低下させ、オフィスを東京K移転させるのを抑えるはたらきをするが、東

京K立地する企業にとっては、地方出張が便利になり、新たに地方にオフィス

を建設する意欲を失わせる。今日の我が国は「東京一極集中Jと呼ばれる状況¥
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Lζあり主要企業のオフィスが既に軒並み東京K集中してしまっている。交通

改善はとれ月の東京に立地している企業Kは直般的な立地移転のインセンティ

プを与えない。

2地点間の交通だけに限れば?交通改善Kよって直簸可能になるζとはせい

ぜい立地条件の fl司ー化Jである。どちらかが特K有利になるわけではない。

企業の立地選択は、交通コストと、労働コストや土地コストなどの、他のコス

トとを比較することによって行なわれる。交通改善は交通コストを減少させる

ことによって、結果的に立地選択における他の条件の相対的重要性を増加させ

る。近年の工場の地力への移転は、乙れKよって説明されよう。とのとと自体

は、交通需要は派生的であるという、交通経済学における周知の事実から考え

れば、むしろ当然であり、さしてパラドキシカルなととではなかろう。

ただし次のようなととはいえるであろう。地方の企業は、東京K本社機能を

移す費用と東京出抑〉コストを比較して東京花村民移すかどうかを決定する。

ただしとのとき「東京に本社を移すj という乙とは、企業の全機能が東京に移

り、地方にはなにも残らない、という ζとではない。それはいわゆる本社機能

がそれまでの「東京支庖JK移り、地方の本社が支庖~Cζ格下げされて本社の管

轄下tcζ晋

なる。今まで全くなにも拠点を持っていなかったととろに本社を移転させると

いう ととは比較的少ないであろう。それに対して、東京の企業が地方にオフィ

スを移す場合には、往々にして、その地方に全く新しくオフィスを建設するコ

ストと地方出張のコストを比較する必要がある。地方に新たにオフィスを建設

することは純粋な意味での「立地の移転jである。そのため、移転コストは乙

ちらの方が大きくなる傾向があろう九すなわち、移転コストを考慮にいれれ

ば、交通改善による費用節約効果が一定であれば、それに伴う立地移転は地方

かよう東京への方向K相対的に有利になる。

6.3.2. 都市閉鎖争と交通改善

育F頁の議論では、実はある iつのととを暗黙のうちに仮定していた.それは、

全ての企業はオフィス活動を行なうためK東京K行かねばならない、言い換え

ると、東京が最も重要な情報供給源であるという仮定である。そうである限り、¥
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地方Lζ立地する企業の選択肢は東京に進出するか地方に留まるかでしかなく、

東京K立地するオフィスにとってはそのまま東京に立地し続けることが常に最

善の選択肢である.しかし、東京K匹敵するような情報源が他にあれば事態は

変わってζょう。そのような情報源を持ち得る都市一例えば大阪ーが存在し、

そζと東京の問での交通を考えた際、その交通改善は東京と大阪の関係Kどの

ような結果をもたらすであろうか。

図6-1 交通改善が東京・対坂にもたらす効果

村はき費用

、、、ー

01 
東京

. . . 

一両者の情報生産コストが等しい場合

ー・、、ー-、

てこ〉ど-

JJJJ，.， L': ~~~~・~・・

E間住 B 

ー. . 

02 
対坂

Cれをまず次のような図6-1で考えてみよう。乙の図の縦軸はコスト、横軸

はZ鴎佐を表し、左側の01を東京、右側のOiを大阪とする。簡単化のため、交

通コストは距離に比例するものとしよう。乙の図では、それぞれF，、 Fzかち

もう一方の都市への直線がそれを表している。いうまでもなく、乙の比例定数

(直線の傾き)は方向に関わりなく一定である。また、 O，F，、 02F;まそれぞれ

東京、大阪におけるオフィスの固定費を表す。 ζの図6-1では 、O，FI=02F 2 

が仮定されている。

との図6-1で、 Bは東京からの・情報総輸送コスト(交通コスト+固定費)と大

阪からの情報総輸送コストが互いK等しくなる点である。興味深いζとは、 0，

F 1 = 02F .jJ)仮定されている場合Kは、交通コストが低下しても(図6-1の実

線→破線)、すなわち交通改善がなされても、 Bが移動しないという ζとであ ¥ 
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る。では、臼が移動しないという乙とはどういう意味を持つのであろうか。 B

が移動しなければ、 018、028の距離もまた変わらないζ とになる。とれ月

の距離は、それぞれ東京 ・大阪か月発信される情報を受信する範囲である。両

都市かち発信される情報が無差別であれば、 Bより右側の地域では東京からの

情報より大阪からの情報が安く供給され、反対K左側の地域では大阪からの情

報は高くつくことになる その意味では、乙れらの範囲は商都市の「テリトリ

ーJであり、その大小はそのまま両都市問の勢力を表す。とれが不変というと

とは、 ζの場合の交通改善は両都市間の関係に対して中立的であるととを意味

する。

ただし ζ乙で注意すべきととは、乙れは交通改善が無意味である乙とを意味

しない。むしろ間都市の関係を維持した(悪化させない)まま、生産コストと地

峨全体での交通コストを合わせた社会的コストを引き下げる(交通コス ト曲線

の下側の多角形の面積に相当する。とこでは O，F，L F 202-→O，F ，L F 20)の

であるから、いかなる意味においてもとの交通改善は望ましいととである。

開 -2交追放善が東京 ・対1反にもたちす効果
一両者の剛生産コストLζ差がある燐

村送費用

--、、.--、、

Fl 

2

L

 

I--
寸

ご-一
cc

一

『」イ
l
・寸・
1
・1

・
~
:
J
:
:
・
十
:
:

α一服 E鴎住 B 8' 02 
対!反

ζの結論は、両都市Kおける固定費が等しい(0IF，=02F)C.とがあくまで

その前提である。乙の前提が満たされなければ、例えば図6-2のように、交通

改善は固定費のより小さい(O，F1く02F)東京により有利になる。との乙とは

交通改善Kよって、而者の境界がB→8 ' へと右仰I~c移動し、東京の側が拡大\
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していることか烏も確認されよう。

ζζ までの分析では、 OFは「固定費jと定義し、情報の生産量とは独立で

あると想定してきた.しかし、 6.2.で触れた通り、乙の費用は生産される情報

量が増えるほど低下していくと解するべきである。図6-2は、それがその都市

の有利性を一段と強めるととを示していると見るとともできょう.生産される

情報量が多いほど、同定費は低下し、そのテリトリーも広くなるのである.以

下、ζの匿淀費のζとを「生産コスト Jと呼ぶζとにする。更に、ζの広くなっ

たテリトリ ーから情報が収集され、それが東京で「加工j されて東京発の情報

として発信されるとすると、そζには自ずと lつの累積的な循環が背織される。

すなわち、情報量噌JJ日→生産コスト低下→テリトリー拡大→情報量増加、とい

うサイクルである。これがオフィスの「東京一極集中Jのiつの要医irあろう。

ととろで、図6-2において、交通コストが更に低下し、東京から発信された

情報の総輸送コストが、大阪においても、大阪の生産コストより安くなったと

するとどうなるであろうか。そのときKは大阪の機能は東京によって(より安

価に)代替され、全地域が東京からの情報を受信する ζとになる。 ζうなれば、

大阪Kオフィスを立地させるととには、地域全体でオフィス活動を行なってい

く上で何の経済的利益もない。かくて生ずるのがいわゆる「ストロー効果jで

あり、交通条件の「同一化Jが一極集中をもたらすだけでなく、地方の都市機

能をも衰退させる、という論理の根拠となるものである。 ζの言葉は、日頃よ

く耳にする割にその定式化はあまりなされていない。経済学上の概念では、 ミュ

ルダール(l959、pp.32-35)のいう「逆流効果Jが最も近いと思われるへただ

い逆流効果は地域間格差のみを問題Kしており、交通条件については特に言

及されていない。図s-2から、ストロー効果は両極問の↑静民生産コストの問の

格差が大きいほどまた交通改善の度合いが大きいほど、より容易かつ顕著に

発生するととが見て取れる.

s.4. 電気通信政策とオフィス立地

東京一極集中の解消には、電気通信政策もまたその一翼を担わねばなるまい。

なぜなら s.2.で述べたとおり、電気通信はフェイス ・トゥ ・フェイス ・コミュ

ニケーションを代替する役割を果たし得るからであるへとりわけ今日、 8 .円、
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-ISDNを初めとした「ニューメディアJと総称される電気通信における一

連の新技術は、東京から離れた地域からの情報収集を容易忙し、オフィスの東

京集中を抑制する効果をも っていると期待されている.しかし、乙のととはと

もすると「光ファイパーさえ号iけば一極集中問題は全て解決Jというような安

易な発想を招きやすい。本節では通信システムの限界を示す乙とKよって、ニュ

ーメデ ィアによる東京一極集中解消がどζ まで-可能であるか考えたい。

従来の電気通信(例えば電話Hc比べて、ニューメディアの優れている点は、

大別すると①大容量、②局付加価値、の2点K集約できょう。このうち、①は

情報 l単位当たりの送信コストの低下をもたちし、大量の定型情報輸送を要す

る部門(例えば金融機関の情報処理センター)の地方移転を促すであろう。しか

しオフィス立地に関係するのはむしろ信初方である。c.c.で言う「高付加価値J

Kも多様な側面があるが、本節で着目したい点は、いかにフェイス・トゥ・フェ

イス・コ ミュニケーションに近づくかである。電気通信の発達史はすなわちと

の歴史でもあった。モールス信号から音声へ、そして画像へと発達するζとK

よって、通信は交通、ひいてはフェイス ・トゥ ・フェイス ・コミュニケーショ

ンを代替してきたのである。では、電気通信がフェイス・トゥ・フ ェイス ・コ

ミュニケーションと完全に代替可能忙なる乙とはあり得るであろうか.現B寺点

においてそれは不可能と判断せざるを得ない。すなわち、どんなメディアでも

伝達できない情報が常に存在するのである。

通信ではあらかじめ定型化された情報しか伝達できない。 言い換えれば、情

報が通信によって伝達で、きないのは、情報自体が一定の形式をもたない「非定

型情報Jである場合であるlへとの伝統的な指摘に加えて注目すべきは、情報

の諸性質のうち、その消費K関する不確実性(野口、 1974、pp.48-49)であろう。

そして本節では、通信システムのもつ本質的な限界は、送信先があらかじめ特

定されねばならないという点にあるととを強調しておきたい.とのととは特に、

オフィスの中でも営業部門のような不特定多数の相手と情報をやりとりする部

門において重要である。必要な情報がど乙Kあるのか、そもそも今も っと も必

要な情報は何なのかは、事前にはわからない場合が多いし、それがわかる ζと

は情報を既に得たのと同じである場合も多い。フェイス ・トゥ ・フェイス ・コ

ミュニケーションであれば、出かけていって直接探索する ζとでそれを見いだ
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すζ とができるが、通信システムはニューメディアであっても事前に検索が必

要になるため利用できない。

それでも、通信で伝達できない情報の重要性が低下しているのならば問題は

ないのだが実際は、 6.2.で指摘したようK、そのような情報の重要性は通信の

技術革新K反比例して大きくなっていくというパラドックスが見られる。その

理由としては、皆K知ちれた情報には価値がないという、情報の「外部性Jの

他、ζ乙でも情報の不確実性の概念が有用である.通信技術が発達し伝達され

る情報が多種類 ・多方面に及ぶほど、それらの情報を「誰と通信するかj とい

うより高次な情報が決定的に重要忙なるからである。その次元では当然通信は

利用できず、フェイス・トゥ・フェイス・コミュニケーションが必要になる。

ニューメディアの普及は、その送受信先が特定された定型情報を大量に扱う

部門については地方分散を容易にするであろうし、現にそうなりつつある。そ

れに対して、オフィスは非定型情報を扱い、情報源の探索を行なうととろであ

り、そのため今後もフェイス・トゥ・フェイス・コミュニケーションが情報伝

達の主流であるととK変わりはない。オフィスの地方分散には、ニューメディ

アの普及より情報の発信機能を地方に分散させる方が効果的であろう。

6.5 政策的帰結一むすびに代えて一

以上の考察からは、交通改善は東京に立地するオフィスの地方移転インセン

ティプを失わせ、東京の大阪に対するオフィスの立地条件の有利化を助長する

という側面が浮かび上がってきた。また、ニューメディア等の電気通信におけ

る新技術も、 ζのような交通K完全に取って代わることはできないという ζと

も示された。 ζの帰結から「交通改善は東京一極集中を促進するため、望まし

くない。Jという結論を出す向きもあろう。しかし本章、そして本論文では、

東京一極集中自体の是非を問うつもりはない。例えば図6-2tcおいても、交通

改善によ って、改善前より社会全体の交通コストは明らかに減少しているので

ある11Lζのコスト減少と一極集中の抑制のどちらが望ましいかは、 一概に答

えられる問題ではあるまい。

問題なのはむしろ、実際の政策面でその目標とは逆の効果をもたらす施策が

採用されているζ とである。具体的には、 一極集中の緩和、地方分散の促進の
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旗印のもとに整備新幹線などの交通(改善)投資、それも物流や情報通信でな

く旅客交通専用の交通投資が進められようとしているととである.もし乙の政

策の最終目的が、地万は生産機能K特化させ、大阪・名古屋も他の地方中核都

市並K扱い、飯高次のオフィスを東京K全て集中させ、それをも って「地被別

機能分担Jと称する、ということであれば、それはそれで納得がいく 。だが、

四全総はもちろん、他の誰もその様な地域構造を望ましいと表明していない。

では、交通改善はいかなる場合Kもオフィスの分散に対して無効なのか?必

ずしもそうではない。具体的には図6-1のような状態であれば、交通改善はオ

フィス立地に対して中立がjであり、他の費用如何では、分散に対して(もちろ

ん消極的にではあるが)寄与するととができる。通信の場合もとれとほぼ同様

である。ただしと乙で重要なととは図6-1の条件一情報生産コストが互いに等

しいーがあらかじめ満たされていなければならないというととである。言い換

えれば、交通 ・通信改善は一極集中という病の「予防薬Jにはなり得ても「治

療薬Jtcはなり得ないのである。

先行的な交通・通信投資の必要性が、しばしば「情報発信(生産)コストの均

等化のためjとして主張される。しかし交通が全てK先立って必要とされるの

は、本格的な生産活動以前の「開発Jが必要な場合である.オフィス活動に必

要な、不定型情報輸送機関としての旅客交通K関しては、既存の交通施設が確

立され、しかも物的な開発投資が一段落した地域では、そのような主張が正当

化されるとは考えられない。オフィス立地の分散を指向するのなら、交通改善

投資はむしろ地域間の情報発信量(=情報生産コスト)が等しくなってかち行な

う方が望ましいのではないか。
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第6章註

1 )ζの定義は、内全総の実施法として1988年K制定された「多極分散型国

土形成促進法Jの第 l条によるものである。なお、との条文は国土庁(19

90) R.拠った。

2 )本章ては、オフィス=本社機能として議論を進める。

3)山田(P.13)は更に、 「通信技術の発達によって、 (通信によって)伝送可

能な定型情報の重要性が相対的に低下するJ(カッコ内は引用者による)と

いうパラドックスを{旨摘している。

4 )乙の場合の「発信」とは、電波のように情報を外部へ放出するととだけ

でなく、 情報源に人を寄せ集めることもまた考えに人れる仏要がある。

5 )ただし、出発地によって往復運賃そのものが変化したり、あるいは、東

京の人間の方がより高所得であるために時間コストも大きくなるというよ

うな、地点毎の人間の属性の差によって格差が生じる場合にはζのかぎり

ではない

6)ζζて2地点問ではなく、例えばある l点を中心とする放身tI犬の交通ネッ

トワークを考えると、 中心点Kは集積の利益がはたちくかも しれない。ζ

のζとは重要な論点ではあるが、本論文では乙の点Kついての考察は行な

わない

7 )もちろん、企業が既に地方にもっていた支庖などにオフィスを移転させ

るのであれば、地方から東京にオフィスを動かすのと条件は同じことであ

る。本楠で問題にしているのは、むしろ「遷都Jなどの形で全く新しいと

ころにオフィスを移転させる場合である。

8)ミュルダールの逆流効果を立地論の立場から検討した研究としては中島

(1985)を参照。なお、前段で述べた(一極集中への)累積的過程についても、

ミュルダールの議論をもと忙した考察であるととを付け加えておく。

9 )フェイス・トゥ・フェイス・コミュニケーションのコストを考慮した場

合、 東京都心部の高額のオフィス賃貸料を支払ってもなお全体のコストは

他地域K比べて安い、という試算もなされている(田中・大西 ・栗田、 19

91)。

10)ただし情報の「形式Jは技術進歩によって中長期的に変化する。例えば
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電話しか通信手段がない社会では図面は非定型情報であるが、ファクシミ

リが導入されれば定型情報K変わる。ニューメディアが普及すれば事情は

また変わろう。

11 )図6-1問機、関6-2についても、 OIFIL F 202-→OIF IL F 202という

変化Kよって、社会全体のコストは減少している。更に、ストロー効果の

発生している状態(社会全体のコストは OIFIL O2) H::至る ζとKよって、

乙のコストは更に減少するのである。
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あとがきKかえてー今後の課題-

筆者が今後検討したい研究テーマは、次の3つに要約される:

1 )企業はどのようにオフィスを配置するのか。特Lζ、本社一支j苫一営業所

一出張所といったオフィス問の階層構造は、閤士の構造、具体的には都市シス

テムとどのような関連を持つのか。

2 )企業全体の中で、オフィスはどのような立地を指向するのか。工場・物

流 ・更には研究開発機能との相互作用の中で、オフィスの立地はどのくらい制

約されるのか。

3)交通 ・通信の技術革新は、オフィス立地にどのような影響をもた句すの

か内あるいは、オフィス立地を政策的K誘導する場合、交通 ・通信にはどのよ

うな役割が求められるのか。

以上のような問題意識は、本論文の中にも未熟ではあるが当然反映されてい

る。というよりも、本来はそれぞれ個男IIK-書を費やして論ずるべき問題を、

そのどく最初の問歯是起の部分のみ先Kまとめたのが本論文であるといえよう。

] )の問題は理論的には第2章の、実際的には第4章のモチーフである。|百l様

民、 2)の問題はそれぞれ第3章と第5章で、3)の問題は政策論として第6

章で検討した。3つのテーマに対して理論・ 実証 ・政策の3つの次元から論ず

るとすれば、最低でも 9種類の議論が必要忙なる.その意味で、筆者の研究は

まだ途中であり、今後一層の研究の積み重ねがなされねばなるまい。

もちろん、本論文で取り上げた議論についても、まだまだ拡充ι徐地はある.

それぞれ個別のテーマにおける今後の課題については各章の末尾でも言及して

いるのでζζでは繰り返さないが、全体的に本論文では企業の立地戦略の議論

が先行し、経済学の立場からは真っ先K取り上げられるべき社会厚生の視点か

月の議論がなされていない。また、実証の面においては、現象の確認を急ぐあ

まり、際的〉統計勃句な厳信性Lζ欠けるきらいがある。これらの点にも留意し、

勝冬的には、正確な現状杷握に基づいて、的確な政策手段を提示できるような、

より包括的な中枢管理機能の立地理論を、来る21世紀には構築する ζと乙そ、

筆者K課せちれた最大の責務であると信ずる。
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